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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

回次 第109期 第110期 第111期 第112期 第113期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 (百万円) 189,454 199,014 218,212 363,167 398,334

経常利益又は
経常損失(△)

(百万円) 4,552 4,649 6,279 6,661 △6,455

当期純利益又は
当期純損失(△)

(百万円) 5,131 2,033 2,753 3,008 △6,719

純資産額 (百万円) 67,238 67,175 69,687 113,293 103,703

総資産額 (百万円) 177,757 188,802 196,298 347,986 333,358

１株当たり純資産額 (円) 576.30 581.69 599.58 573.86 522.50

１株当たり当期純利益
又は当期純損失(△)

(円) 42.67 16.46 22.61 15.50 △34.55

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) 42.67 16.43 22.52 15.48 －

自己資本比率 (％) 37.8 35.6 35.5 32.0 30.5

自己資本利益率 (％) 7.9 3.0 4.0 2.7 －

株価収益率 (倍) 9.7 32.8 39.9 45.9 －

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 772 △6,672 4,655 △1,298 8,009

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,159 △293 △851 △4,656 △1,181

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,920 △3,263 △2,135 △2,976 △3,223

現金及び現金同等物の
期末残高

(百万円) 28,099 17,915 19,782 16,333 20,075

従業員数
[ほか、平均臨時雇用者数]

(人) 3,514
3,440
[380]

3,406
[376]

7,393 7,487

(注) １　売上高には、消費税等は含まれていない。

２　純資産額の算定にあたり、平成19年３月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会

計基準委員会　平成17年12月９日　企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」(企業会計基準委員会　平成17年12月９日　企業会計基準適用指針第８号)を適用してい

る。

３　平成19年３月期において平成18年４月１日を統合期日とした会社分割及び合併を行った。

４　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、平成20年３月期は１株当たり当期純損失であるため、記載

していない。

５　自己資本利益率及び株価収益率については、平成20年３月期は当期純損失であるため、記載していない。
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(2) 提出会社の経営指標等

回次 第109期 第110期 第111期 第112期 第113期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 (百万円) 168,539 174,196 190,262 308,300 340,695

経常利益又は
経常損失(△)

(百万円) 2,919 2,950 4,481 3,663 △6,640

当期純利益又は
当期純損失(△)

(百万円) 4,146 1,612 2,149 2,012 △7,692

資本金 (百万円) 7,319 7,319 7,319 12,000 12,000

発行済株式総数 (株) 117,831,101117,831,101117,831,101195,590,898195,590,898

純資産額 (百万円) 59,351 59,151 61,123 98,837 88,091

総資産額 (百万円) 156,712 164,403 172,481 301,838 293,457

１株当たり純資産額 (円) 509.66 513.21 526.92 508.51 452.20

１株当たり配当額
(うち１株当たり
中間配当額)

(円)
10.00

(5.00)

13.00

(5.00)

12.00

(6.00)

12.00

(6.00)

6.00

(6.00)

１株当たり当期純利益
又は当期純損失(△)

(円) 35.35 13.95 18.57 10.37 △39.55

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) 35.35 13.92 18.50 10.35 －　

自己資本比率 (％) 37.9 36.0 35.4 32.7 30.0

自己資本利益率 (％) 7.2 2.7 3.6 2.0 －　

株価収益率 (倍) 11.7 38.7 48.5 68.6 －

配当性向 (％) 28.3 93.2 64.6 115.8 －

従業員数 (人) 2,189 2,110 2,109 4,835 4,687

(注) １　売上高には、消費税等は含まれていない。

２　平成17年３月期の１株当たり配当額13円00銭には、創立75周年記念配当３円00銭を含んでいる。

３　純資産額の算定にあたり、平成19年３月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会

計基準委員会　平成17年12月９日　企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」(企業会計基準委員会　平成17年12月９日　企業会計基準適用指針第８号)を適用してい

る。

４　平成19年３月期において平成18年４月１日を統合期日とした会社分割及び合併を行った。

５　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、平成20年３月期は１株当たり当期純損失であるため、記載

していない。

６　自己資本利益率、株価収益率及び配当性向については、平成20年３月期は当期純損失であるため、記載していな

い。
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２ 【沿革】

昭和４年６月 ㈱共成組として創立。製氷冷凍機械の販売並びに据付工事を開始。

　　７年６月 共成冷機工業㈱に商号を変更。

　　10年５月 資本系統変更により全株式を㈱日立製作所が譲り受ける。

　　11年４月 共成工業㈱に商号を変更。

暖房、冷房、その他一般温湿度調整及び建物附帯設備の設計、監督及び工事の請負

を開始。

　　15年12月 日立工事㈱に商号を変更。

　　19年12月 配管工事の請負、送電、配電及び電気設備工事の請負を開始。

　　24年10月 建設業法施行により建設業登録(建設大臣登録(イ)第671号)を行う。

　　29年12月 発変電設備の設計及び工事の請負、各事業に関連する土木建築及びその附帯設備

の設計及び工事の請負を開始。

　　35年８月 技能職員養成所を新設。

　　39年９月 研究所を新設。

　　42年６月 水処理装置の設計、製作、工事施工を開始。(㈱日立製作所より営業譲受。)

　　42年９月 電気式集塵装置の設計、製作を開始。(㈱日立製作所より営業譲受。)

　　43年８月 日立プラント建設㈱に商号を変更。

　　45年３月 空気輸送装置、機械式電気炉集塵装置の設計を開始。(㈱日立製作所より営業譲

受。)

　　45年４月 東京・大阪各証券取引所市場第二部銘柄として上場。

　　46年２月 東京・大阪各証券取引所市場第一部銘柄に指定。

　　49年８月 新建設業法に基づく特定建設業者の許可(建設大臣許可(特-49)4901号)を受ける。

　　52年６月 シンガポール事務所を開設。

　　62年８月 研修センタを新設。

平成７年８月 特定建設業者(建設大臣許可(特－７)4901号)の許可(更新)を受ける。(以後、５年

ごとに許可更新。)

　　10年９月 子会社日立プラント建設サービス㈱が日本証券業協会に店頭登録。

　　12年12月 日立化成テクノプラント㈱(現 日立プラントテクノ㈱)の全株式を日立化成工業

㈱より譲り受ける。

　　15年10月 日立金属㈱より水処理事業の営業を譲り受ける。

　　16年12月 子会社日立プラント建設サービス㈱がジャスダック証券取引所に上場。

　　17年９月 中東事務所(現 中東支店)を開設。

　　18年４月 ㈱日立製作所の電機グループ社会システム事業部(機械関連システム部門等)及び

産業システム事業部(プラント関連部門等)等の一部を会社分割により承継すると

ともに、当社を存続会社として日立機電工業㈱及び㈱日立インダストリイズを合

併し、㈱日立プラントテクノロジーに商号を変更。

　　19年４月 子会社である㈱日立プラントメカニクスが㈱日立製作所の子会社である日立交通

テクノロジー㈱より産業プラント・クレーン関連事業他を譲り受けるとともに、

当社の車両保守・検修設備関連事業を日立交通テクノロジー㈱に譲渡。

汎用圧縮機関連業務を行っている当社海老名事業所及び子会社である㈱えびなテ

クノスを㈱日立製作所の子会社である㈱日立産機システムに譲渡。

　　19年５月 本店を東京都豊島区東池袋に移転。
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３ 【事業の内容】

当社グループは、当社、㈱日立製作所(親会社)、子会社19社、関連会社10社で構成され、社会インフラシステム、産業シ
ステム、空調システム、エネルギーシステムなどの計画、設計、製作及び施工、並びに㈱日立製作所の重電機器、産業機械
などの製作、施工設計及び現地据付工事を受け持っている。
当社グループの事業に係る主な位置づけは次のとおりである。
社会インフラシステム

水処理・環境システムについては、当社及び日立プラントテクノ㈱が設計、製作及び施工をするほか、製作及び
施工の一部については日立プラント建設サービス㈱などが請負っている。大型ポンプ、圧縮機などについては当社
が、変速機などについては㈱日立ニコトランスミッションが設計、製作及びアフターサービスをするほか、アフ
ターサービスなどの一部については㈱日立テクノロジーアンドサービスなどが請負っている。また、海外のうち、
中国国内でのポンプの製作については日立ポンプ製造(無錫)有限公司が行っている。電機システムについては、当
社が施工設計及び据付工事をするほか、海外のうち、ベネズエラ国内の工事についてはHPC VENEZUELA C.A.が行っ
ている。

産業システム
エレクトロニクス産業向け製造装置・搬送システム及び各種クレーンなどのメカトロニクス分野については、
当社が製作を行っている。また、医薬品・食品・化学プラント及び化学機器などの産業プラントシステム分野につ
いては、当社がエンジニアリング、製作、調達及び据付工事までを一括で行っている。

空調システム
産業用空調・クリーンルーム及びビル空調システムについては、当社が設計、製作及び施工をするほか、工事の
一部については日和総合設備㈱、日立プラント建設サービス㈱が請負っている。また、海外のうち、中国国内の工事
については日立工程建設(蘇州)有限公司が、フィリピン国内の工事についてはPHPC CO., LTD. INC.が行ってい
る。

エネルギーシステム
原子力発電設備、火力発電設備、集塵システムについては、当社が施工設計及び据付工事をするほか、設計の一部
については日立プラントシステムエンジニアリング㈱が、工事の一部については㈱日立プラント建設テックが請
負っている。また、各工事に関連する物流、ソフトウェアの開発・設計、その他サービスは㈱日立プラント建設ソフ
ト及び日立プラントシステムエンジニアリング㈱が行っている。

事業の系統図は次のとおりである。
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４ 【関係会社の状況】

名称 住所
資本金

(百万円)

主要な事業

の内容

議決権の所有

又は被所有

割合(％)

関係内容

(親会社)

㈱日立製作所

(注)１

(注)３
東京都

千代田区
282,033

電気機械器具の製造

及び販売

69.8

(0.7)

同社への機器納入及び据付工事の受

注

　役員の兼任　―

(連結子会社)

日立プラント

建設サービス㈱
(注)３

東京都

渋谷区
336

納入機器装置類の各

種サービス及び保守
70.2

当社工事施工の一部外注

　役員の兼任　４人

㈱日立ニコトランスミッション

埼玉県

さいたま市

北区

450
動力伝達装置の開発

・製造・販売
100.0

当社製品の一部製造

　役員の兼任　２人

東京エコリサイクル㈱
東京都

江東区
420家電リサイクル 67.2役員の兼任　２人

㈱日立プラント建設テック
東京都

豊島区
120

電力・産業プラント

の機器の施工
100.0

当社工事施工の一部外注

　役員の兼任　３人

㈱日立プラント建設

機電エンジニアリング

千葉県

松戸市
100

機器装置の設計・製

作・施工
100.0

当社工事施工の一部外注

及び当社土地・建物の賃借

　役員の兼任　４人

日立プラントテクノ㈱
東京都

千代田区
100

農業集落・産業排水

処理設備の設計・製

作・施工

100.0役員の兼任　１人

㈱日立テクノロジー

アンドサービス

茨城県

土浦市
100

産業機械等の設計・

製作・修理
100.0

当社設計の一部外注

及び機械加工役務の提供

　役員の兼任　４人

日和総合設備㈱
東京都

豊島区
100

空調・給排水衛生・

電気設備の設計・製

作・施工

100.0
当社工事施工の一部外注

　役員の兼任　３人

㈱日立プラント建設ソフト
東京都

豊島区
96

建設・環境関連機器

の賃貸、営繕・不動

産・福利厚生関連の

各種サービス

100.0
工事用機材の賃貸他、サービスの提供

　役員の兼任　３人

㈱日立プラントメカニクス
山口県

下松市
90

産業用機械器具の保

守・修理
100.0

当社製品の保守・修理

　役員の兼任　５人

日立プラントシステム

エンジニアリング㈱

東京都

豊島区
64

電力・産業機械設備

の設計及び各種ソフ

トウェアの開発・販

売

100.0

当社設計の一部外注

及びコンピュータ役務の提供

　役員の兼任　３人

㈱サンキテクノス
茨城県

龍ヶ崎市
30

電子部品製造装置等

の設計・製造
100.0

当社製品の一部製造

　役員の兼任　５人

日立工程建設(蘇州)有限公司
中華人民

共和国

　 千人民元

27,748

産業プラント・空調

・水処理設備の設計

・施工

100.0役員の兼任　３人

HPC VENEZUELA C.A.

ベネズエラ

・ボリバル

共和国

千ボリバル・

フエルテ

240

電力・産業プラント

の機器の施工
100.0

当社工事施工の一部外注

　役員の兼任　１人

PHPC CO., LTD. INC.
(注)１

(注)４

フィリピン

共和国

千フィリピン

ペソ

14,000

空調・給排水衛生・

電気設備の設計・製

作・施工

40.0

[60.0]
役員の兼任　１人

(注) １　「議決権の所有又は被所有割合」欄の(　)内は間接被所有割合で内数、[　]内は緊密な者等の所有割合で外数で

ある。

２　特定子会社に該当する会社はない。

３　㈱日立製作所及び日立プラント建設サービス㈱は、有価証券報告書を提出している。

４　持分は100分の50以下であるが、実質的に支配しているため子会社としている。

５　㈱日立プラント建設機電エンジニアリングは、平成20年３月31日をもって解散した。
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成20年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

社会インフラシステム 3,211

産業システム 1,376

空調システム 728

エネルギーシステム 1,257

全社(共通) 915

合計 7,487

(注)　従業員数は就業人員数である。

　

(2) 提出会社の状況

平成20年３月31日現在

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

4,687 43.4 19.4 7,653

(注) １　従業員数は就業人員数である。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでいる。

　

(3) 労働組合の状況

当社は、平成18年４月１日を統合期日とした会社分割及び合併に伴い、日立製作所労働組合、日立プラ

ント建設労働組合、日立機電工業労働組合及び日立インダストリイズ労働組合の４労働組合を有してい

たが、これら４労働組合は平成19年12月21日に日立プラントテクノロジー労働組合として１つの労働組

合に統合された。

平成20年３月31日現在の労働組合総数は3,099名で、労使関係は健全な関係を維持している。

また、一部の国内連結子会社についても労働組合を有しているが、労使関係は健全な関係を維持してい

る。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度の世界経済は、米国では景気回復が弱いものとなっており、先行きについてもサブプラ

イム住宅ローン問題を背景に、一段の下振れリスクがあるが、アジアでは中国を中心に景気の拡大が続

き、設備投資の高い伸びが続いている。一方、わが国経済も企業収益の改善などにより、景気の緩やかな回

復が見られたものの、最近では企業収益も弱含み、設備投資も横ばいとなり、さらに公共投資は総じて低

調に推移するなど、当社グループを取り巻く事業環境は依然として厳しい状況となっている。

このような状況下において、当社は平成18年度から平成22年度までの中期経営計画を策定、推進してお

り、２年目となる当連結会計年度においても「やり方の標準化」及び「つくるモノの標準化」による生

産性の向上及びリードタイムの短縮、並びに集中・集約調達及び国際調達の拡大等による調達費の低減

などを推進してきた。さらに、海外事業では中東及びアジアを中心に受注拡大に取り組んできた。また、当

連結会計年度において水処理・環境事業のさらなる強化を目的として環境システム事業本部を新設した

ほか、子会社の再編などによる事業の整流化を図ってきた。

　この結果、当連結会計年度の業績は次のとおりとなった。
受注高 390,450百万円(前連結会計年度 受注高 392,422百万円)

売上高 398,334百万円(前連結会計年度 売上高 363,167百万円)

営業損失 5,943百万円(前連結会計年度 営業利益 6,483百万円)

経常損失 6,455百万円(前連結会計年度 経常利益 6,661百万円)

当期純損失 6,719百万円(前連結会計年度 当期純利益 3,008百万円)

セグメント別の状況は次のとおりである。なお、各セグメント別の売上高は、セグメント間の内部売上

高または振替高を除いている。

　また、事業の種類別セグメントについては、「第５　経理の状況　１．連結財務諸表等　注記事項(セグメ

ント情報)　事業の種類別セグメント情報　(注)８」に記載のとおり、事業区分を変更しているため、前連

結会計年度との比較については当連結会計年度の事業区分に組替えた数値を使用している。

(社会インフラシステム)

公共投資の抑制及び価格競争激化の影響はあるものの、民間設備投資の回復や、中東、中国及び東南

アジアを中心に、ポンプ及び圧縮機などが好調に推移したことにより、売上高は153,487百万円(前連結

会計年度比9.3％増)となった。また、営業損益は公共案件の売価ダウンなどに伴い不採算案件が発生し

たほか、公共関連市場の規模縮小及び採算性を重視した受注の徹底により作業量が減少し、固定費の回

収不足が生じており、前連結会計年度の3,793百万円の利益に対して5,631百万円減少し、1,838百万円

の損失となった。

(産業システム)

エレクトロニクス産業向け搬送システムの大型案件を売上計上したほか、産業プラントシステムが

民間企業の設備投資に支えられ堅調に推移したものの、エレクトロニクス産業向け製造装置が市場規

模の一時的な縮小の影響で減少したため、売上高は101,524百万円(前連結会計年度比1.3％減)となっ

た。また、営業損益はエレクトロニクス産業向け搬送システムの新規の開発型大型案件に係わる受注損

失引当金を計上したほか、産業プラントシステムの大型案件の受注時期の延期及び失注等により作業

量が減少し、固定費の回収不足が生じており、前連結会計年度の2,674百万円の利益に対して7,621百万

円減少し、4,947百万円の損失となった。

(空調システム)

国内ではクリーンルーム設備を中心に民間企業の設備投資に支えられており、また、海外では中東及

び東南アジアを中心に堅調に推移したことにより、売上高は90,152百万円(前連結会計年度比3.4％増)

となった。また、営業損益は施工不良による追加原価の発生などにより、前連結会計年度の3,713百万円

の利益に対して2,187百万円減少し、1,526百万円の利益となった。

(エネルギーシステム)

国内では依然として原子力発電所の保守点検などが中心となっているものの、火力の海外大型案件

の売上計上や進行基準の適用範囲を見直したことなどにより、売上高は53,171百万円(前連結会計年度

比62.5％増)となった。また、営業損益は前期に製品事故に対する対策費用が発生したこと及び作業量

の増加に伴う固定費の回収増などにより、前連結会計年度の668百万円の損失に対して2,659百万円改

善し、1,991百万円の利益となった。

　

なお、事業の状況の各記載金額には消費税等は含まれていない。
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(2) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、20,075百万円(前連結会計

年度末比3,742百万円増)となった。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度の1,298百万円の資

金の減少から8,009百万円の資金の増加となった。これはたな卸資産の減少などによるものである。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当連結会計年度における投資活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度の4,656百万円の資

金の減少から1,181百万円の資金の減少となった。これは設備投資による支出が7,011百万円あったも

のの、大塚事業所などの固定資産の売却による収入3,597百万円及び事業譲渡による収入3,221百万円

があったことによるものである。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当連結会計年度における財務活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度の2,976百万円の資

金の減少から3,223百万円の資金の減少となった。これは配当金の支払2,331百万円及び長期借入金の

返済973百万円があったことなどによるものである。

　

２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 受注実績

種別 前連結会計年度(百万円) 当連結会計年度(百万円) 前連結会計年度比(％)

社会インフラシステム 144,313 154,061 ＋6.8

産業システム 108,216 83,765 △22.6

空調システム 86,044 90,960 ＋5.7

エネルギーシステム 53,849 61,664 ＋14.5

計 392,422 390,450 △0.5

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去している。

２　事業の種類別セグメントについては、「第５　経理の状況　１．連結財務諸表等　注記事項(セグメント情報)　事

業の種類別セグメント情報　(注)８」に記載のとおり、事業区分を変更しているため、前連結会計年度の数値

については組替えて表示している。なお、変更前の前連結会計年度の数値は次のとおりである。

種別 前連結会計年度(百万円)

社会インフラシステム 136,601

産業システム 115,989

空調システム 85,224

エネルギーシステム 54,608

計 392,422

　

(2) 売上実績

種別 前連結会計年度(百万円) 当連結会計年度(百万円) 前連結会計年度比(％)

社会インフラシステム 140,388 153,487 ＋9.3

産業システム 102,837 101,524 △1.3

空調システム 87,219 90,152 ＋3.4

エネルギーシステム 32,723 53,171 ＋62.5

計 363,167 398,334 ＋9.7

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去している。
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２　主な相手先別の売上実績及び当該売上実績の総売上実績に対する割合

相手先
前連結会計年度 当連結会計年度

売上高(百万円) 割合(％) 売上高(百万円) 割合(％)

㈱日立製作所 49,355 13.6 47,648 12.0

３　事業の種類別セグメントについては、「第５　経理の状況　１．連結財務諸表等　注記事項(セグメント情報)　事

業の種類別セグメント情報　(注)８」に記載のとおり、事業区分を変更しているため、前連結会計年度の数値

については組替えて表示している。なお、変更前の前連結会計年度の数値は次のとおりである。

種別 前連結会計年度(百万円)

社会インフラシステム 132,089

産業システム 110,642

空調システム 86,147

エネルギーシステム 34,289

計 363,167

　

当社グループでは事業内容が広範囲かつ多種多様であり、生産実績を定義することが困難であるため、

「生産の状況」は記載していない。

　

なお、参考のため提出会社個別の事業の状況は次のとおりである。①　受注高の受注方法別比率

受注の方法は㈱日立製作所製品の据付工事については、同社が一括受注し発注手配され、

当社製品については、㈱日立製作所から受注するものと、当社が直接受注するものとがある。

期別 種別
日立製作所
(％)

当社直接受注
(％)

計
(％)

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

社会インフラシステム 20.2 79.8 100.0

産業システム 5.7 94.3 100.0

空調システム 3.7 96.3 100.0

エネルギーシステム 76.3 23.7 100.0

計 20.0 80.0 100.0

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

社会インフラシステム 19.8 80.2 100.0

産業システム 3.7 96.3 100.0

空調システム 6.6 93.4 100.0

エネルギーシステム 27.2 72.8 100.0

計 14.0 86.0 100.0

(注)　事業の種類別セグメントについては、「第５　経理の状況　１．連結財務諸表等　注記事項(セグメント情報)　事業

の種類別セグメント情報　(注)８」に記載のとおり、事業区分を変更しているため、前事業年度の数値については

組替えて表示している。なお、変更前の前事業年度の数値は次のとおりである。

期別 種別
日立製作所
(％)

当社直接受注
(％)

計
(％)

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

社会インフラシステム 20.3 79.7 100.0

産業システム 6.5 93.5 100.0

空調システム 3.5 96.5 100.0

エネルギーシステム 76.3 23.7 100.0

計 20.0 80.0 100.0
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②　売上高

期別 種別
国内 海外 計

(Ｂ)
(百万円)

官公庁
(百万円)

民間
(百万円)

(Ａ)
(百万円)

(Ａ)/(Ｂ)
(％)

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

社会インフラシステム 51,08831,41822,790 21.6105,297

産業システム 2,97461,50434,983 35.2 99,462

空調システム 5,36963,1587,978 10.4 76,507

エネルギーシステム 1,69324,474 866 3.2 27,033

計 61,125180,55566,618 21.6308,300

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

社会インフラシステム 54,74531,03631,509 26.9117,292

産業システム 3,26166,85026,509 27.4 96,621

空調システム 3,02261,53614,715 18.6 79,274

エネルギーシステム 1,25638,3037,948 16.7 47,508

計 62,285197,72780,682 23.7340,695

(注) １　海外案件の地域別割合は、次のとおりである。

地域
前事業年度
(％)

地域
当事業年度
(％)

アジア 68.8アジア 56.7

その他 31.2その他 43.3

計 100.0 計 100.0

２　売上案件のうち請負金額10億円以上の主なものは、次のとおりである。

　　前事業年度

埼玉県 中川処理センター
中川流域下水道終末処理場
８号水処理機械設備工事

KVAERNER ENERGY S.A.
ベネズエラ
カルアチ水力発電所

水力発電設備据付工事

国土交通省
四国地方整備局
高松合同庁舎

空調機械設備据付工事

Takenaka Corporation
(Singapore)

Showa Denko HD
Singapore Pte Ltd.

昭和電工ハードディスク工場
空調・衛生・防火設備工事

㈱日立製作所
中国電力㈱
島根原子力発電所

１号機第26回定検改造工事

　　当事業年度

チッソエンジニアリング㈱
日本ポリプロ㈱
鹿島事業所

ＰＮＤプロジェクト重合設備

㈱金沢村田製作所 新生産棟　Ｄ棟 空調設備工事

日立ＧＥニュークリア
・エナジー㈱

東京電力㈱
福島第二原子力発電所

２号機第17回定検改造工事

㈱日立製作所
イラク電力省
タジ・モスル発電所

ガスタービン発電設備改修・据付工事

東ソー㈱ 南陽事業所 新ＭＤＩプラントパイプラック据付工事

３　売上高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の売上高及びその割合は、次のとおりである。

　　前事業年度

　㈱日立製作所 47,149百万円 15.3％

　　当事業年度

　㈱日立製作所 44,938百万円 13.2％
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４　事業の種類別セグメントについては、「第５　経理の状況　１．連結財務諸表等　注記事項(セグメント情報)　事

業の種類別セグメント情報　(注)８」に記載のとおり、事業区分を変更しているため、前事業年度の数値につ

いては組替えて表示している。なお、変更前の前事業年度の数値は次のとおりである。

期別 種別
国内 海外 計

(Ｂ)
(百万円)

官公庁
(百万円)

民間
(百万円)

(Ａ)
(百万円)

(Ａ)/(Ｂ)
(％)

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

社会インフラシステム 51,05224,79822,575 22.9 98,427

産業システム 3,00969,26835,198 32.7107,477

空調システム 5,36962,0147,978 10.6 75,362

エネルギーシステム 1,69324,474 866 3.2 27,033

計 61,125180,55566,618 21.6308,300

　

③　手持高(平成20年３月31日現在)

種別
国内

海外(百万円) 計(百万円)
官公庁(百万円) 民間(百万円)

社会インフラシステム 46,066 23,521 45,853 115,441

産業システム 886 40,057 20,856 61,801

空調システム 9,432 23,351 12,953 45,738

エネルギーシステム 3,783 35,845 8,407 48,036

計 60,169 122,776 88,072 271,017

(注)　手持案件のうち請負金額10億円以上の主なものは、次のとおりである。

国土交通省
近畿地方整備局

大阪港　夢洲トンネル トンネル換気設備等工事 平成21年３月完成予定

マレーシア連邦政府
住宅地方行政省下水道局

マレーシア
ブナス処理場他

下水処理設備製作据付工事 平成20年９月完成予定

㈱日立製作所
東京製鐵㈱
田原工場

スクラップヤード用
ＬＭ付自動クレーン

平成21年９月完成予定

Samsung-Besix-Arabtec JV
ドバイ
Emaar Properties PJSC

空調・衛生・電気・防災設備
及びビル管理システム一式

平成20年12月完成予定

日立ＧＥニュークリア
・エナジー㈱

中国電力㈱
島根原子力発電所

３号機原子炉設備据付工事他 平成23年12月完成予定

　

３ 【対処すべき課題】

今後の経済は、アジア・中東地域を中心に好調に推移することが期待されるものの、サブプライムロー

ン問題に端を発する米国経済の減速や原油価格の動向などから、先行きは予断を許さない状況にある。

かかる経済環境下において、当社グループは、経営基盤の強化、事業構造改革などを推進し、スリムで強

靭な事業体制の構築、高収益体質の確立によって、業績の早期回復を図っていく。

まず、経営基盤の強化については、やり方の標準化・つくるモノの標準化の適用拡大やプロジェクト管

理の強化を実施するとともに、人員の適正化と人的効率の向上を図り、設備投資・研究開発投資の選択と

集中、グループ会社の統合・整流化によるスリム化・効率化により固定費の削減を実施し、さらに、調達

力の強化を継続し、資材インフレリスクの回避に努め、集中・集約調達、国際調達の拡大などによる原価

低減を推進していく。

次に、事業構造改革については、環境・省エネなどの優位分野に競争力の高い製品・システムを集中的

に投入するとともに、地域別優位製品への集中や各国のパートナー企業との連携強化などによって事業

のグローバル化を加速させ、さらに、サービス網の充実によるサービス事業の拡大を推進していく。

また、適切な資本政策の実施、キャッシュ・フローのさらなる改善により連結経営効率の向上などに努

めていく。

なお、ＣＳＲ(企業の社会的責任)については、経営の根幹にかかわる最重要課題と位置づけ、経済的価

値の創出はもちろんのこと、コンプライアンス、環境、安全、品質など全ての企業活動の中で一層の推進を

図っていく。
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４ 【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響

を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがある。

なお、以下の項目には将来に関する事項が含まれているが、当該事項は当連結会計年度末現在において

判断したものである。

(1) 経済の動向

当社グループの社会インフラシステムなどの需要は、当社グループが事業活動を行っている国内

及び海外の国または地域の経済状況の影響を受けている。これらの国または地域の主要な市場にお

いて、景気後退により設備投資などの需要が減少した場合、業績に影響を及ぼす可能性がある。

(2) 為替相場の変動

当社グループはさまざまな国で事業を展開しており、現地通貨建ての製品の輸出及び原材料の輸

入などを行っているため、資産、負債、売上、費用の一部は、米ドルをはじめとする各国通貨建てと

なっている。為替相場の変動による影響を軽減するため、為替予約などのリスクヘッジを行っている

が、これにより全てのリスクを排除することは困難である。このことから、為替相場の変動が業績に

影響を及ぼす可能性がある。

(3) 不採算案件の発生

当社グループの事業分野において、工事や製作の途中での設計変更や不具合などによる追加作業、

または調達価格の高騰などにより、当初見込んでいないコストが発生した場合、及び製品・サービス

などが競合他社に対して優位性を維持できなくなり、価格面での過当競争などが生じた場合など、売

上原価が請負金額に比べ高くなることがある。このような不採算案件の発生により、業績に影響を及

ぼす可能性がある。

(4) 製品の品質と責任

当社グループは品質管理体制を整え、各種製品を製作しているが、製品に欠陥などの問題が生じる

ことがある。このような場合、当該問題から生じた損害について当社グループが責任を負う可能性が

あるとともに、製品の品質への信頼や業績に影響を及ぼす可能性がある。

(5) 新製品の開発

当社グループは革新的な新製品の開発をめざし、積極的に研究開発活動を展開しているが、新製品

の開発は不確実なものであり、成功する保証はない。途中で開発を断念しなければならない事態に

陥った場合、将来の事業計画に影響を及ぼす可能性がある。

(6) 海外における事業活動

当社グループは海外市場における事業の拡大を図っているため、海外諸国の法律・規制の変更、政

治・経済の混乱、他国との紛争等により、業績に影響を及ぼす可能性がある。

(7) 災害の発生

当社グループの製品の生産拠点において地震などの大規模な自然災害やその他の災害が発生した

場合、生産設備の破損、物流機能の麻痺などにより、製品の生産機能が低下または停止し、業績に影響

を及ぼす可能性がある。

(8) 偶発事象の結果(係争事件に係る賠償義務等)

知的財産権侵害、製品の性能不良、人的災害等の発生により訴訟を受ける可能性があり、業績に影

響を及ぼす可能性がある。

(9) 事業再編

当社グループは、経営の効率化と競争力の強化のため、子会社等の再編、人員の適正化等による事

業再編を実施しており、これらの施策に関連して、業績に影響を及ぼす可能性がある。また、当社グ

ループが事業再編の施策の実施により、当初の目的の全部又は一部を達成できる保証はない。
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５ 【経営上の重要な契約等】

(1) 技術導入契約

契約会社名 相手先 契約の内容 対価 契約期間

㈱日立プラント
テクノロジー

エルベコ社
(ベルギー)

医薬品のクローズド製造シス
テムの設計に関するエンジニ
アリング技術の導入

基本技術及び特定プ
ロジェクトに対し一
時金を支払う。

平成13年８月23日～
平成20年８月22日

ＯＴＶ社
(フランス)

高速凝集沈殿システムの設計
施工技術の導入

一時金及び契約製品
の売上高に対し一定
の実施料を支払う。

平成13年12月26日～
平成23年12月25日

Clyde Bergemann
EEC社
(ドイツ)

石炭焚ボイラ用バグフィルタ
の設計・施工技術の導入

一時金及び契約製品
の売上高に対し一定
の実施料を支払う。

平成15年８月25日～
平成25年８月24日

ＭＯＮＯ社
(イギリス)

CSOスクリーン国内独占販売
契約

一時金及び契約製品
の売上高に対し一定
の実施料を支払う。

平成16年３月23日～
平成33年３月22日

エルベコ社
(ベルギー)

粉体を密閉搬送する装置
(ドッキングステーション)の
設計、製造、運転技術の導入

一時金及び契約製品
の売上高に対し一定
の実施料を支払う。

平成16年12月28日～
平成26年３月31日

バイオセイント
社
(韓国)

揮発性有機化合物(VOC)の脱
臭装置の技術導入

一時金及び契約製品
の売上高に対し一定
の実施料を支払う。

平成18年３月24日～
平成23年３月23日

宇部興産㈱、
住友商事㈱、
㈱鴻池組
(日本)

土壌浄化用間接熱脱着技術の
実施権及び既設装置の使用権

一時金及び契約製品
の売上高に対し一定
の実施料を支払う。

平成19年３月15日～
平成21年３月14日

　

(2) 技術供与契約

契約会社名 相手先 契約の内容 対価 契約期間

㈱日立プラント
テクノロジー

三菱化工機㈱
(日本)

包括固定化微生物を用いた公
共下水道用水処理技術に関す
る特許の実施許諾及び技術情
報の供与

一時金及び契約製品
の売上高に対し一定
の実施料を受取る。

平成６年12月26日～
平成20年12月25日

前澤工業㈱
(日本)

包括固定化微生物を用いた公
共下水道用水処理技術に関す
る特許の実施許諾及び技術情
報の供与

一時金及び契約製品
の売上高に対し一定
の実施料を受取る。

平成６年12月26日～
平成20年12月25日

日本ガイシ㈱
(日本)

包括固定化微生物を用いた公
共下水道用水処理技術に関す
る特許の実施許諾及び技術情
報の供与

一時金及び契約製品
の売上高に対し一定
の実施料を受取る。

平成８年２月13日～
平成21年２月12日

ＪＦＥエンジニ
アリング㈱
(日本)

包括固定化微生物を用いた公
共下水道用水処理技術に関す
る特許の実施許諾及び技術情
報の供与

一時金及び契約製品
の売上高に対し一定
の実施料を受取る。

平成８年５月30日～
平成21年５月29日

大連日立機械設
備有限公司
(中国)

チタン及びチタンクラッド製
反応器等の設計、製造、試験、
検査及び補修技術情報の供与

一時金及び契約製品
の売上高に対し一定
の実施料を受取る。

平成18年４月３日～
平成20年７月31日

日立ポンプ製造
(無錫)有限公司
(中国)

可動翼軸流チューブポンプ用
ポンプ部品の設計技術情報の
供与

契約製品の売上高に
対し一定の実施料を
受取る。

平成18年８月１日～
平成28年７月31日

Enelco 
Environmental 
Technology Co.,
Ltd(中国)

石炭焚ボイラ及び焼結プラン
ト用移動電極型電気集塵装置
の設計製作、施工技術供与

一時金及び契約製品
の売上高に対し一定
の実施料を受取る。

平成19年10月15日～
平成29年10月14日
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６ 【研究開発活動】

当社グループでは、市場の変化、価格競争の中で一層の受注拡大を図るため、日立グループの関連研究

所と緊密に連携し世界トップ製品・技術の開発とともに、製造とエンジニアリングの統合効果を活かし

た新製品・新技術の開拓に取り組んでいる。当連結会計年度における研究開発費は5,101百万円であっ

た。また、当連結会計年度における主な研究開発成果は次のとおりである。

(1) オイル・ガス市場をターゲットとした遠心圧縮機の開発

設備投資が旺盛なオイル・ガス分野向けの圧縮機での世界シェアトップ３を目指した高性能遠心

圧縮機の開発を進めている。この開発では、日立グループが保有する高度流体解析技術を活用し、高

効率で作動範囲が広い新型羽根車を開発した。また、枯渇油田の再開発、CO2ガス貯留用圧縮機向けに

流力不安定解析を行い、高圧高密度ガス(高圧流体)中での回転ロータ制振設計技術を確立した。これ

らの成果を踏まえ、ライフサイクルコストに優れた高信頼性遠心圧縮機に関するエンジニアリング

力を補強するナレッジマネジメントシステムや生産性向上のための自動設計システムを開発し、計

画、設計、加工、試験に必要な情報の一元化を図り、リードタイムの大幅な短縮を可能とした。

(2) 生活排水再利用システム (MBR+ROシステム)

世界の水不足は人口の急激な増加により深刻化すると同時に生活排水などの排水の再利用が望ま

れている。中東の主要都市であるアラブ首長国連邦ドバイ市では、水不足を打開するため空調設備の

冷却水に再利用水を使用する法規制を平成20年秋から義務付ける予定である。当社は膜分離活性汚

泥法(MBR)と低圧逆浸透膜(RO)を組み合わせた水再利用システムであるMBR+ROシステムを開発した。

本システムは後段のRO膜処理に最適なMBRの運転制御方法を開発することで、システム設計の最適化

を図り、スペースの確保が困難なレーバーキャンプでも生活排水を冷却水レベルにまで処理可能で

ある。本システムは省スペース・省エネルギーが特長であり、ドバイ水再生会社からの受注が既に決

定している。今後も世界の水不足解消に寄与すべく、鋭意拡販を推進していく。

MBR(Membrane Bio Reactor)、RO(Reverse Osmosis Membrane)

(3) 動物細胞用培養シミュレーションシステム

抗体医薬品製造やワクチン製造に必要な動物細胞培養において、最適な培養条件を見出し、生産性

の向上につなげるシミュレーションシステムを開発した。シミュレータは培養槽中の動物細胞の死

滅を防ぎながら最適な培養条件を得るために、流れと攪拌剪断力などの流動解析機能、酸素・二酸化

炭素の物質移動解析機能、経時変化解析(ダイナミックシミュレータ)機能を備えている。高収率の抗

体医薬生産プロセスや、鶏卵を用いない浮遊化細胞によるワクチン製造プロセスの開発に適用中で

ある。

(4) フラットパネルディスプレイ製造工場向け装置

フラットパネルディスプレイの急速な進歩、発展、普及の状況のもと、薄型テレビの大型化、低価格

化に対応する第８世代から第10世代サイズガラスに適用するクリーン搬送装置、塗布装置、真空充填

貼合せ装置の開発を継続推進している。さらに有機EL、インクジェット応用等の次世代新デバイスに

対応する製造装置の開発も鋭意推進中である。

有機EL：有機エレクトロルミネッセンス

(5) クリーンルーム向け省エネ熱源システム＜クールアシストシステム＞

電子デバイス製造工場など、年間を通じて、冷房負荷のあるクリーンルームに向けて、運転エネル

ギーを従来のシステムに比べて約30％(当社比)低減できる省エネ熱源システムを開発した。本シス

テムは、冷水製造を外気温湿度条件と工場内熱負荷に対応した３つのモード(冷凍機とフリークーリ

ング組合せ)で自動切換えを可能にし、また必要な温度別に冷水系統を分割し、負荷に応じた冷水供

給にすることで冷水製造熱源システムの省エネルギーを図れる見通しが得られた。今後、同時に開発

した運転エネルギー消費量や投資回収期間の算出シミュレーションツールを活用し、拡販を予定し

ている。

フリークーリング方式：冷たい外気を利用し、冷却塔で冷水を製造する方式

(6) データセンタ向け省エネ空調システム

データセンタの設備では、高性能なサーバ機器が集積して設置されており、局所的な温度上昇(熱

溜り)に加え、機器発熱処理にかかる空調動力の増大が問題となっており、データセンタ設備の省エ

ネを図る冷媒循環式局所熱処理空調システムを開発している。

　本システムは、高効率冷凍機で製造した冷熱を動力不要な冷媒自然循環方式で搬送するもので、こ

れまでに冷媒自然循環を利用した局所熱処理ユニットの冷却性能を検証し、従来のパッケージ型空

調設備に比べ省エネ50％を達成できる見通しを得た。引き続き、外気冷熱を有効活用する冷却ユニッ

トや、IT機器と連携して空調システムを運転する最適化制御システムを日立グループ各社と連携し

て開発し、さらなる省エネ化を推進する。
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(7) バイオクリーンルーム向けモニタリング技術

再生医療の研究等に用いられるバイオクリーンルーム内の環境微生物を高精度にモニタリングで

きる装置を㈱日立製作所中央研究所と共同で開発した。開発した装置は空気中に存在する微生物を

効率よく捕集する「捕集ユニット」と捕集した微生物から抽出したATPから生菌数を算出する「解

析ユニット」で構成する。本装置の使用により、従来のATP計測法(計測限界100個以上/１㎥空気)の

100倍の高感度(当社比)で計測が可能になり、シャレーなどを用いたコロニー計測などの平板培養法

(計測期間２日以上)と同等精度の計測結果を１時間で得る見込みを得た。今後、再生医療関連の研究

機関や、バイオクリーンルームのトータル受注に活用していく。

ATP：アデノシン三りん酸

(8) 原子力空調設備用リスク・コストシミュレーションシステム

原子力発電所の空調設備の保全技術は従来の定期保全から各機器・設備の劣化進行に相応した状

態監視保全へと移行しつつあり、当社ではRBMに基づく原子力発電所空調設備総合管理システムを開

発し、既設発電所における検証・一部導入を行っている。本システムの特長は対象とする機器・設備

の重要度と劣化進行から、各計画時点における実施優先度を導くものである。本機能により各種設定

条件でシミュレーションすることで各機器・設備の劣化進行によるリスクとコストの増減を中・長

期的に予測できる。このため顧客へ多種の更新時期、更新対象の選択肢を提供することが可能で保全

計画検討にむけた事前プレゼンなどビジネスの有力なツールとして活用を予定している。

RBM(Risk Based Maintenance)：「故障が発生したときの影響の大きさ」と「故障の起こり易

さ」からリスクを評価し機器の保全計画を立案する手法

(9) バラスト水浄化システム

国際海事機関は、生態系の保護及び疫病蔓延防止の観点からバラスト水管理条約を採択し、平成22

年からの段階的な船舶へのバラスト水浄化装置の搭載を義務付けている。当社はバラスト水浄化に

「凝集」と「磁気分離」を組み合わせた殺菌剤を使用しない高速・高性能分離除去システムを開発

した。本システムは、バラスト水排出時に外来の水生生物から細菌類までの排出を防ぐとともに、薬

剤による海洋の２次汚染の心配がない環境にやさしいシステムであり、腐食・発火の危険性が少な

く安全で船舶の保守も容易である。平成20年４月よりLPG船に搭載し、船上試験を実施している。ま

た、本システムは省スペース・高速処理の特長を生かし、湖沼浄化や民間排水及び油漏れ浄化処理

等、他分野への展開も可能である。

バラスト水： 船舶の運行の安定化を図るために、積荷を降ろした後に船底に積んで船の重りとす

る海水。船外へ排出される海水に含まれるプランクトン、細菌などが外来種として生

態系に影響を与える問題がある。

(10) 広域無線センサネットワーク＜ZigNET＞

無線免許不要で約10km四方(設計値)のエリアをカバー可能なマルチホップによる無線センサネッ

トワーク＜ZigNET＞を開発した。本ネットワークは、約１kmの通信距離を持つ端末間のリレー形式に

よるデータ通信(マルチホップ)により約10kmの距離を無線だけで接続でき、また通信方式に

IEEE802.15.4準拠無線を使用しているため通信費や無線免許が不要で、広域に設置された多数のセ

ンサ計測データを一括して経済的に監視することができる。＜ZigNET＞は配線不要で簡単に設置で

き、また、広域無線により通信コストも大幅に低減できるため、河川、工場、ビル管理、セキュリティな

ど、さまざまな分野で経済的な遠隔監視システムが構築できる。すでにポンプ機場の状態遠隔監視に

適用しているほか、地球温暖化防止の有力な手段として注目の高まっているエネルギー監視システ

ムへの応用を図っている。

IEEE802：ローカル・エリア・ネットワーク等に関する標準規格　
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７ 【財政状態及び経営成績の分析】

以下には将来に関する事項が含まれているが、当該事項は当連結会計年度末現在において判断したも

のである。

(1) 財政状態の分析

① キャッシュ・フロー

当連結会計年度末の資金は、前連結会計年度から3,742百万円増加し20,075百万円となった。

営業活動によるキャッシュ・フローの主なものは「税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期

純損失(△)」、「減価償却費」並びに主要科目である「受取手形・完成工事未収入金等」、「未成工事

支出金」、「その他たな卸資産」、「支払手形・工事未払金等」及び「未成工事受入金等」の増減であ

る。前連結会計年度に対し、「税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損失(△)」は6,817百

万円の利益から7,261百万円の損失となったものの、「減価償却費」は924百万円増加し5,109百万円と

なり、上記主要科目の増減の合計が2,271百万円の資金の減少から9,752百万円の資金の増加となった

ことなどにより、全体としては1,298百万円の資金の減少から8,009百万円の資金の増加となった。

投資活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度に対し、「有形固定資産・無形固定資産の取

得による支出」が373百万円増加し7,011百万円の支出となったものの、当社大塚事業所の売却などに

より「有形固定資産・無形固定資産の売却による収入」が3,100百万円増加し3,597百万円の収入とな

り、「事業譲渡による収入」が3,221百万円の収入となったため、全体としては4,656百万円の資金の減

少から1,181百万円の資金の減少となった。

財務活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度に対し、「配当金の支払額」が475百万円増

加し2,331百万円の支出となり、「長期借入金の返済による支出」が699百万円増加し973百万円の支出

となったため、全体としては2,976百万円の資金の減少から3,223百万円の資金の減少となった。

② 資産、負債及び資本

(資産)

「流動資産」は前連結会計年度末に対し、「繰延税金資産」が4,789百万円、「預け金」が4,714百万

円それぞれ増加したものの、「受取手形・完成工事未収入金等」が3,491百万円、「未成工事支出金」

及び「その他たな卸資産」が合計で14,965百万円それぞれ減少したことなどにより、全体としては

12,560百万円減少し283,927百万円となった。

「固定資産」は前連結会計年度末に対し、「投資有価証券」が株価下落などにより2,864百万円減少

したことなどにより、全体としては2,068百万円減少し49,431百万円となった。

以上により、当連結会計年度末の「資産合計」は、前連結会計年度末に対し14,628百万円減少し

333,358百万円となった。

(負債)

「流動負債」は前連結会計年度末に対し、「受注損失引当金」が6,638百万円増加したものの、「支

払手形・工事未払金等」が3,770百万円、「未成工事受入金等」が3,755百万円それぞれ減少したこと

などにより、全体としては4,015百万円減少し207,281百万円となった。

「固定負債」は前連結会計年度末に対し、「長期借入金」が流動負債への振替により256百万円減少

したことなどにより、全体としては1,023百万円減少し22,374百万円となった。

以上により、当連結会計年度末の「負債合計」は、前連結会計年度末に対し5,038百万円減少し

229,655百万円となった。

(純資産)

「株主資本」は前連結会計年度末に対し、「利益剰余金」が9,052百万円減少したことなどにより、

全体としては8,937百万円減少し102,178百万円となった。

「評価・換算差額等」は前連結会計年度末に対し、「その他有価証券評価差額金」が株価下落など

により846百万円減少したことなどにより、全体としては925百万円減少し△530百万円となった。

「新株予約権」は前連結会計年度末に対し、94百万円増加し119百万円となった。

「少数株主持分」は前連結会計年度末に対し、178百万円増加し1,936百万円となった。

以上により、当連結会計年度末の「純資産合計」は、前連結会計年度末に対し9,590百万円減少し

103,703百万円となり、自己資本比率は30.5％となった。
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(2) 経営成績の分析

① 受注高及び売上高

当連結会計年度の「受注高」については、産業システムが前連結会計年度に大型の受注案件があり

大幅に減少したため、その他のセグメントが増加したものの、全体としては1,972百万円減少し390,450

百万円となった。

また、「売上高」については、進行基準の適用範囲を見直したことなどにより、全体としては35,167

百万円増加し398,334百万円となった。

② 売上原価、販売費及び一般管理費

国内公共関連市場の規模縮小及び採算性を重視した受注の徹底により作業量が減少し、固定費の回

収不足が生じており、また、特に年度末に売上が集中する工事案件について、競争激化により案件収支

が悪化した。さらに新規の開発型大型案件の受注により、受注損失引当金の計上が増加した。これらの

結果、前連結会計年度に対し、「売上総利益」は11,705百万円減少し32,374百万円となり、売上総利益

率は12.1％から8.1％となった。また、「販売費及び一般管理費」は連結子会社の増加などにより721百

万円増加し38,317百万円となり、「営業利益又は営業損失(△)」は12,426百万円減少し5,943百万円の

損失となった。

③ 営業外収益及び営業外費用

「営業外収益」は前連結会計年度に対し、「受取利息」が57百万円増加し172百万円となり、連結子

会社の増資に伴う「負ののれんの償却額」が45百万円となったものの、「持分法による投資利益」が

157百万円減少し12百万円となったことなどにより、全体としては161百万円減少し913百万円となっ

た。また、「営業外費用」は前連結会計年度に対し、「支払利息」が43百万円増加し208百万円となり、

「為替差損」が521百万円となったため、全体としては529百万円増加し1,425百万円となった。以上に

より、「経常利益又は経常損失(△)」は13,116百万円減少し6,455百万円の損失となった。

④ 特別利益及び特別損失

「特別利益」は当社大塚事業所の売却により「固定資産売却益」が2,877百万円となり、「事業譲渡

益」が301百万円となったことなどにより、前連結会計年度に対し、全体としては1,857百万円増加し

3,228百万円となった。また、「特別損失」はグループ全体としてのスリム化のための費用として「特

別退職金」が2,836百万円となり、本社移転及び東京地区の事務所統合に伴う「事務所移転関連費用」

が416百万円となったことなどにより、前連結会計年度に対し、全体としては2,819百万円増加し4,034

百万円となった。以上により、「税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損失(△)」は14,078

百万円減少し7,261百万円の損失となり、「当期純利益又は当期純損失(△)」は9,727百万円減少し

6,719百万円の損失となった。
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(3) 経営者の問題意識と今後の方針

当社グループでは中期経営計画(平成18年度～平成22年度)を策定し、これを推進している。２年目と

なる平成19年度については、売上高は期首の予想を上回ったが、収益面は国内公共市場の縮小、競争激

化による売価ダウン、資材費高騰の影響等により、下方修正した。こうした状況を踏まえ、以下の施策等

を講ずることによって業績の早期回復を期していく。

まず、経営基盤の強化に取り組んでいく。具体的には、「やり方の標準化」と「つくるモノの標準

化」という２つの標準化に徹底的に取り組むとともに、収益管理の強化を図っていく。また、グループ

総人員の削減と伸長分野への人員シフトを実行することにより、適正人員化と人的効率向上を図り、固

定費を低減する。さらに、設備投資・研究開発投資の選択と集中、子会社等の事業の統合・整流化に努

めていく。加えて、原価低減に向けて、日立グループ共同調達や国際調達の拡大を図るとともに、特殊仕

様排除等を推進していく。

また、環境・省エネ等優位分野への選択と集中、グローバル化の加速、サービス事業の拡大といった

事業構造改革を推進していく。セグメント別には以下の施策を展開していく。

社会インフラシステム分野では、水処理・環境システム、ポンプ、圧縮機等の海外、民需、新分野の拡

大を図るとともに、生産性向上を推進し、グローバルレベルの競争力強化に努めていく。なお、水処理・

環境事業のさらなる強化・拡大に向けて、昨年７月１日付で「環境システム事業本部」を設置した。

産業システム分野では、エレクトロニクス産業向けの製造装置や搬送システムの国内外でのさらな

るシェアアップに加え、市場の環境変化に対応した新製品、システムを早期に開発し、市場投入を図っ

ていく。また、国内外の医薬品、食品、化学分野を中心に、生産プロセス設備の開発、製作をはじめ、建物、

空調設備、情報システム等工場全体の計画、設計、施工、アフターサービスまでを一括して取り纏める

トータルエンジニアリング事業の拡大を図っていく。

空調システム分野では、トータルクリーンテクノロジー活用によるクリーンルームのさらなるシェ

アアップと、一般ビル設備の新設・リニューアル需要の掘り起こしを国内外で積極的に推進する。

エネルギーシステム分野では、今後建設が本格化する国内の原子力プラントや海外の火力プラント

等に向けて、徹底的な原価低減と施工の合理化により受注と収益の拡大を図るとともに、新分野、新規

顧客の開拓に努めていく。

海外事業については、豊富な実績を有するアラブ首長国連邦(ドバイ)、シンガポール等の拠点と、中

東、アジア等で新たに増強した拠点を有機的に結び付けることによって活動地域と事業分野を拡大す

る。また、水不足解消、環境汚染防止、省エネルギーといった地球的課題に対して、「環境と省エネ技術

でインフラを担う」当社グループとしてソリューションを提供することなどにより、さらにグローバ

ル化を加速していく。

なお、グループ全体としての競争力強化を実現するため、以下のとおり子会社等の事業再編を実施し

た。

(1) 当社子会社の日立プラント建設サービス㈱の事業基盤の強化に向けて、平成20年１月に当社子会

社の㈱日立プラント建設機電エンジニアリングの洗浄装置事業を、平成20年４月に当社子会社の

日立プラントテクノ㈱の水処理補修・サービス事業および産業排水処理事業を同社に譲渡した。

(2) 当社子会社の㈱日立プラントメカニクスの輸送装置事業の強化に向けて、平成20年１月に㈱日立

プラント建設機電エンジニアリングの輸送装置事業を㈱日立プラントメカニクスに譲渡した。

(3) ㈱日立プラント建設機電エンジニアリングの水処理・環境装置等の事業を平成20年１月に当社の

尼崎事業所に集約し、効率的な生産体制を構築した。

(4) ㈱日立プラント建設機電エンジニアリングは、上記の事業再編により平成20年３月に解散した。

また、電力設備関連事業の強化に向けて、平成20年10月(予定)に当社子会社の㈱日立プラント建設

テックと当社子会社の日立プラントシステムエンジニアリング㈱が合併する。(存続会社：㈱日立プラ

ント建設テック) 

なお、当社は昨年５月に東京都豊島区東池袋のライズアリーナビルに本社を移転するとともに、東京

地区にある計６か所のオフィスを新本社に統合した。

以上の施策に加え、適切な資本政策の実行、キャッシュ・フローと連結経営効率の向上等に努め、さ

らなる体質強化と収益の拡大に繋げていく所存である。

ＣＳＲ(企業の社会的責任)については、経済的価値の創出はもちろんのこと、コンプライアンス、環

境、安全、品質など全ての企業活動の中で一層の推進を図り、ステークホルダーの負託にお応えしてい

く方針である。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度の設備投資額は5,990百万円である。その主なものは、社会インフラシステムの土浦事

業所の耐震工事及びプロセス圧縮機の生産体制の構築、大型汎用プレスなどである。

また、当社は平成19年５月に東京都豊島区東池袋に本店を移転するとともに、東京地区にある計６か所

のオフィスを統合し、平成19年８月に当社大塚事業所を売却した。

　

２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

事業所名

(所在地)

事業の種類別

セグメントの

名称

帳簿価額(百万円) 従業

員数

(人)
建物・

構築物

機械・

運搬具

土地
その他 計

面積(㎡) 金額

本店

(東京都豊島区)
(注３)

全社

693 41 ― ― 580 1,3141,539

松戸事業所

(千葉県松戸市)
1,322 169 33,564393 241 2,125 80

土浦事業所

(茨城県土浦市) 社会インフラ

システム

1,7144,483350,5361,316 676 8,1891,034

尼崎事業所

(兵庫県尼崎市)
850 265 32,540160 53 1,328 324

竜ヶ崎事業所

(茨城県龍ヶ崎市)
産業システム

1,033 463 35,984997 99 2,592 146

佐野事業所

(栃木県佐野市)
918 784 102,871176 58 1,936 215

　

(2) 国内子会社

会社名
事業所名

(所在地)

事業の種類別

セグメントの

名称

帳簿価額(百万円) 従業

員数

(人)
建物・

構築物

機械・

運搬具

土地
その他 計

面積(㎡) 金額

㈱日立ニコトランス

ミッション

本店・大宮事業所

(埼玉県さいたま市北区)

社会インフラ

システム

483 419 48,455574 117 1,593 271

加茂事業所

(新潟県加茂市)
229 216 53,187157 93 695 224

東京エコリサイクル㈱
本店・工場

(東京都江東区)
(注２) 504 293 ― ― 26 823 59

㈱日立テクノロジー

アンドサービス

本店

(茨城県土浦市)
423 189 ― ― 55 667 445

㈱サンキテクノス

本店・工場

(山口県下松市)
産業システム

226 13 ― ― 7 246 22

葉山工場

(山口県下松市)
142 34 5,973 147 10 333 30

日立プラント

建設サービス㈱

本店

(東京都渋谷区)
(注３) 空調システム 2 2 ― ― 15 19 128

㈱日立プラント

建設ソフト

本店

(東京都豊島区) エネルギー

システム

10 0 ― ― 3 13 135

柏事業所

(千葉県柏市)
59 19 ― ― 235 313 33

(注) １　帳簿価額には建設仮勘定は含まない。
２　土地の一部を連結会社以外から賃借している。
３　建物の一部を連結会社以外から賃借している。

　

３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

特記事項なし。

　

(2) 重要な設備の除却等

特記事項なし。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 250,000,000

計 250,000,000

　

② 【発行済株式】

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成20年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年６月26日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 195,590,898 同左

東京証券取引所
(市場第一部)
大阪証券取引所
(市場第一部)

―

計 195,590,898 同左 ― ―
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(2) 【新株予約権等の状況】

新株予約権

株主総会の特別決議日(平成15年６月27日)

事業年度末現在
(平成20年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成20年５月31日)

新株予約権の数(個) 　　　　10 (注) １ 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 　　　　― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 　　　　普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 　　　　10,000 (注) ２ 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円) 　　　　１株当たり 354(注) ３ 同左

新株予約権の行使期間
平成17年７月１日～
平成20年６月30日

同左

新株予約権の行使により株式を発行す
る場合の株式の発行価格及び資本組入
額(円)

発行価格　　　354
資本金組入額　177

同左

新株予約権の行使の条件

①新株予約権の割当を受けた者(以
下「新株予約権者」という。)は、
新株予約権行使時において、当社
又は当社の子会社等の取締役、執
行役、監査役又は使用人の地位に
あることを要する。ただし、当社を
任期満了又は定年により退任・退
職し、子会社等へ転籍・転属しな
い場合は、２年間に限り権利行使
することができる。

②新株予約権者が死亡した場合は、
相続を認めないものとする。

③その他の条件については、当社と
新株予約権者との間で締結する新
株予約権割当契約に定めるところ
による。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには、取締役
会の承認を要する。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

― ―

(注) １　新株予約権１個につき普通株式1,000株とする。ただし、下記(注)２に定める株式の数の調整を行った場合は、
同様の調整を行う。

２　新株予約権の発行日(以下「予約権発行日」という。)以降、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式
により目的となる株式の数を調整するものとする。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使
されていない新株予約権の目的となる株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数について
は、これを切り捨てるものとする。
　調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率
また、予約権発行日以降、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、
又は当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。

３　予約権発行日以降、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、
調整による１円未満の端数は切り上げる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 １ 　　　
　調整後払込金額＝調整前払込金額×――――――――――
　　　　　　　　　　　　　　　　　　分割・併合の比率
また、予約権発行日以降、時価を下回る価額で新株を発行する場合、又は自己株式を処分する場合(新株予約権
の行使の場合を除く。)は、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数
は切り上げる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　新規発行株式数×１株当たり払込金額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　既発行株式数＋―――――――――――――――――――
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 新規発行前の株価
　調整後払込金額＝調整前払込金額×―――――――――――――――――――――――――――
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　既発行株式数＋新規発行による増加株式数
上記の算式において「既発行株式数」とは、発行済株式総数から自己株式数を控除した数とし、自己株式の処
分を行う場合には「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当たり払込金額」を「１株当たり処分金額」
と読み替えるものとする。
さらに、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い、本件新株予約権が承継される場合、又は当社が新設
分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める払込金額の調整を行う。
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株主総会の特別決議日(平成16年６月29日)

事業年度末現在
(平成20年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成20年５月31日)

新株予約権の数(個) 　　　　85 (注) １ 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 　　　　― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 　　　　普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 　　　　85,000 (注) ２ 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円) 　　　　１株当たり 450(注) ３ 同左

新株予約権の行使期間
平成18年７月１日～
平成21年６月30日

同左

新株予約権の行使により株式を発行す
る場合の株式の発行価格及び資本組入
額(円)

発行価格　　　450
資本金組入額　225

同左

新株予約権の行使の条件

①新株予約権の割当を受けた者(以
下「新株予約権者」という。)は、
新株予約権行使時において、当社
又は当社の子会社等の取締役、執
行役、監査役又は使用人の地位に
あることを要する。ただし、当社又
は当社の子会社等を任期満了又は
定年により退任・退職した場合
は、２年間に限り権利行使するこ
とができる。

②新株予約権者が死亡した場合は、
相続を認めないものとする。

③その他の条件については、当社と
新株予約権者との間で締結する新
株予約権割当契約に定めるところ
による。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには、取締役
会の承認を要する。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

― ―

(注) １　新株予約権１個につき普通株式1,000株とする。ただし、下記(注)２に定める株式の数の調整を行った場合は、
同様の調整を行う。

２　新株予約権の発行日(以下「予約権発行日」という。)以降、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式
により目的となる株式の数を調整するものとする。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使
されていない新株予約権の目的となる株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数について
は、これを切り捨てるものとする。
　調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率
また、予約権発行日以降、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、
又は当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。

３　予約権発行日以降、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、
調整による１円未満の端数は切り上げる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 １ 　　　
　調整後払込金額＝調整前払込金額×――――――――――
　　　　　　　　　　　　　　　　　　分割・併合の比率
また、予約権発行日以降、時価を下回る価額で新株を発行する場合、又は自己株式を処分する場合(新株予約権
の行使の場合を除く。)は、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数
は切り上げる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　新規発行株式数×１株当たり払込金額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　既発行株式数＋―――――――――――――――――――
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 新規発行前の株価
　調整後払込金額＝調整前払込金額×―――――――――――――――――――――――――――
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　既発行株式数＋新規発行による増加株式数
上記の算式において「既発行株式数」とは、発行済株式総数から自己株式数を控除した数とし、自己株式の処
分を行う場合には「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当たり払込金額」を「１株当たり処分金額」
と読み替えるものとする。
さらに、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い、本件新株予約権が承継される場合、又は当社が新設
分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める払込金額の調整を行う。
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株主総会の特別決議日(平成17年６月29日)

事業年度末現在
(平成20年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成20年５月31日)

新株予約権の数(個) 　　　　673 (注) １ 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 　　　　― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 　　　　普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 　　　　673,000 (注) ２ 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円) 　　　　１株当たり 584(注) ３ 同左

新株予約権の行使期間
平成19年７月１日～
平成22年６月30日

同左

新株予約権の行使により株式を発行す
る場合の株式の発行価格及び資本組入
額(円)

発行価格　　　584
資本金組入額　292

同左

新株予約権の行使の条件

①新株予約権の割当を受けた者(以
下「新株予約権者」という。)は、
新株予約権行使時において、当社
又は当社の子会社等の取締役、執
行役、監査役又は使用人の地位に
あることを要する。ただし、当社又
は当社の子会社等を任期満了又は
定年により退任・退職した場合
は、２年間に限り権利行使するこ
とができる。

②新株予約権者が死亡した場合は、
相続を認めないものとする。

③その他の条件については、当社と
新株予約権者との間で締結する新
株予約権割当契約に定めるところ
による。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには、取締役
会の承認を要する。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

― ―

(注) １　新株予約権１個につき普通株式1,000株とする。ただし、下記(注)２に定める株式の数の調整を行った場合は、
同様の調整を行う。

２　新株予約権の発行日(以下「予約権発行日」という。)以降、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式
により目的となる株式の数を調整するものとする。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使
されていない新株予約権の目的となる株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数について
は、これを切り捨てるものとする。
　調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率
また、予約権発行日以降、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、
又は当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。

３　予約権発行日以降、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、
調整による１円未満の端数は切り上げる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 １ 　　　
　調整後払込金額＝調整前払込金額×――――――――――
　　　　　　　　　　　　　　　　　　分割・併合の比率
また、予約権発行日以降、時価を下回る価額で新株を発行する場合、又は自己株式を処分する場合(新株予約権
の行使の場合を除く。)は、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数
は切り上げる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　新規発行株式数×１株当たり払込金額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　既発行株式数＋―――――――――――――――――――
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 新規発行前の株価
　調整後払込金額＝調整前払込金額×―――――――――――――――――――――――――――
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　既発行株式数＋新規発行による増加株式数
上記の算式において「既発行株式数」とは、発行済株式総数から自己株式数を控除した数とし、自己株式の処
分を行う場合には「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当たり払込金額」を「１株当たり処分金額」
と読み替えるものとする。
さらに、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い、本件新株予約権が承継される場合、又は当社が新設
分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める払込金額の調整を行う。

　

EDINET提出書類

株式会社日立プラントテクノロジー(E00150)

有価証券報告書

 24/108



　
取締役会の決議日(平成18年11月27日)

事業年度末現在
(平成20年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成20年５月31日)

新株予約権の数(個) 　　　　1,255 (注) １ 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 　　　　― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 　　　　普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 　　　　1,255,000(注) ２ 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円) 　　　　１株当たり 665(注) ３ 同左

新株予約権の行使期間
平成20年12月１日～
平成23年11月30日

同左

新株予約権の行使により株式を発行す
る場合の株式の発行価格及び資本組入
額(円)

発行価格　　　784
資本金組入額　392

同左

新株予約権の行使の条件

①新株予約権の割当を受けた者(以
下「新株予約権者」という。)が、
新株予約権行使時において、当社
の取締役、執行役又は使用人の地
位にあることを要する。ただし、任
期満了による退任等正当な理由が
ある場合にはこの限りではない。

②新株予約権者が死亡した場合は、
相続を認めないものとする。

③その他の条件等については、当社
と新株予約権者との間で締結する
新株予約権割当契約に定めるとこ
ろによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による本新株予約権の取得につ
いては、当社取締役会の承認を要す
る。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

(注) ４ 同左

新株予約権の取得条項に関する事項 (注) ５ 同左

(注) １　新株予約権１個につき普通株式1,000株とする。ただし、下記(注)２に定める株式の数の調整を行った場合は、
同様の調整を行う。

２　当社が株式の分割(当社普通株式の株式無償割当てを含む。)もしくは株式の併合を行う場合、次の算式により
目的となる株式の数を調整するものとする。
　調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率
また、上記のほか、対象株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、合理的な範囲で対象株
式数を調整する。

３　本新株予約権発行後、当社が株式の分割又は株式の併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整
による１円未満の端数は切り上げる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 １ 　　　
　調整後行使価額＝調整前行使価額×――――――――――
　　　　　　　　　　　　　　　　　　分割・併合の比率
また、本新株予約権の割当日後、時価を下回る価額で新株を発行する場合、又は、自己株式を処分する場合(新
株予約権の行使の場合を除く。)は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切
り上げる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　新規発行株式数×１株当たり払込金額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　既発行株式数＋―――――――――――――――――――
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 新規発行前の株価
　調整後行使価額＝調整前行使価額×―――――――――――――――――――――――――――
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 既発行株式数＋新規発行株式数
上記の算式において「既発行株式数」とは、発行済株式総数から自己株式数を控除した数とし、自己株式の処
分を行う場合には「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当たり払込金額」を「１株当たり処分金額」
と読み替えるものとする。

４　当社が、合併(当社が合併により消滅する場合に限る。)、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転(以上を総
称して以下「組織再編行為」という。)をする場合において、組織再編行為時に定める契約書又は計画書等(以
下「組織再編契約書等」という。)にて会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社(以下
「再編対象会社」という。)の新株予約権を交付する旨を定めた場合に限り、組織再編行為の効力発生の時点
において残存する新株予約権の新株予約権者に対し、組織再編契約書等に記載された条件に基づき、再編対象
会社の新株予約権をそれぞれ交付するものとする。
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５　(イ)　当社は、当社が消滅会社となる合併契約、当社が分割会社となる吸収分割契約もしくは新設分割契約、又

は、当社が完全子会社となる株式交換もしくは株式移転の議案が当社の株主総会で承認された場合(株

主総会決議が不要の場合は、これらを承認する当社取締役会の決議がなされた場合)は、当社取締役会

が別途定める日に当社は本新株予約権を無償で取得することができる。ただし、上記(注)４の場合は、

この限りではない。

　　(ロ)　新株予約権者が、上記「新株予約権の行使の条件」の事由により権利を行使する条件に該当しなくなった

場合もしくは権利を喪失した場合は、当社取締役会が別途定める日に当社は本新株予約権を無償で取

得することができる。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項なし。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額

(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成18年４月１日 (注)77,759,797195,590,8984,680 12,000 10,771 20,904

(注)　平成18年４月１日を統合期日として、㈱日立製作所の電機グループの一部を会社分割により承継するとともに、当

社を存続会社として日立機電工業㈱及び㈱日立インダストリイズと合併した。本件分割に際して普通株式

11,591,000株を新たに発行し、資本準備金が4,438百万円増加した。また、本件合併に際して普通株式66,168,797

株を新たに発行し、日立機電工業㈱の株式１株につき0.93株、㈱日立インダストリイズの株式１株につき13.40株

を割り当て、資本金が4,680百万円、資本準備金が6,333百万円増加した。

　

(5) 【所有者別状況】

平成20年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)
単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

― 35 25 216 62 2 11,14911,489 ―

所有株式数
(単元)

― 10,901 887136,6306,937 3 38,557193,9151,675,898

所有株式数
の割合(％)

― 5.62 0.46 70.46 3.58 0.00 19.88100.0 ―

(注) １　自己株式1,049,410株は、「個人その他」に1,049単元及び「単元未満株式の状況」に410株含めて記載してあ

る。

２　「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の株式が３単元含まれている。

　

EDINET提出書類

株式会社日立プラントテクノロジー(E00150)

有価証券報告書

 26/108



(6) 【大株主の状況】

平成20年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

㈱日立製作所 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 133,276 68.14

モルガン・スタンレー・
　アンド・カンパニー・
　インターナショナル・ピーエルシー
(常任代理人
　モルガン・スタンレー証券㈱)

25 CABOT SQUARE, CANARY WHARF, 
LONDON E14 4QA ENGLAND

(東京都渋谷区恵比寿四丁目20番３号)

2,994 1.53

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱ 東京都中央区晴海一丁目８番11号 1,879 0.96

日立プラントテクノロジー従業員持株会 東京都豊島区東池袋四丁目５番２号 1,674 0.86

資産管理サービス信託銀行㈱ 東京都中央区晴海一丁目８番12号 1,575 0.81

ゴールドマン・サックス・
　インターナショナル
(常任代理人
　ゴールドマン・サックス証券㈱)

133 FLEET STREET LONDON
EC4A 2BB, U. K
(東京都中央区日本橋茅場町一丁目２番
４号)

1,411 0.72

日本生命保険(相) 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 1,283 0.66

㈱みずほ銀行 東京都千代田区内幸町一丁目１番５号 1,165 0.60

日本マスタートラスト信託銀行㈱ 東京都港区浜松町二丁目11番３号 946 0.48

第一生命保険(相) 東京都千代田区有楽町一丁目13番１号 634 0.32

計 ― 146,840 75.08

(注) １　上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりである。

　　　日本トラスティ・サービス信託銀行㈱　　1,548千株

　　　資産管理サービス信託銀行㈱　　　　　　1,232千株

　　　日本マスタートラスト信託銀行㈱　　　　  568千株

２　上記のほか当社所有の自己株式1,049千株(0.54％)がある。

　

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
 (自己保有株式)
普通株式    1,049,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式  192,866,000192,866 ―

単元未満株式 普通株式　　1,675,898― ―

発行済株式総数 195,590,898― ―

総株主の議決権 ― 192,866 ―

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が3,000株(議決権３個)含まれ

ている。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式410株が含まれている。
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② 【自己株式等】

平成20年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
㈱日立プラントテクノロジー

東京都豊島区東池袋
四丁目５番２号

1,049,000 ― 1,049,0000.54

計 ― 1,049,000 ― 1,049,0000.54

　

(8) 【ストックオプション制度の内容】

当社はストックオプション制度を採用している。その内容は次のとおりである。

①　平成15年６月27日定時株主総会決議

平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権の発行について、平成

15年６月27日の定時株主総会において決議されたものである。その内容は次のとおりである。

決議年月日 平成15年６月27日

付与対象者の区分及び人数(名)
当社取締役及び執行役　26名
当社使用人　　　　　　27名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載している。

株式の数(株) 同上

新株予約権の行使時の払込金額(円) 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

―

　

②　平成16年６月29日定時株主総会決議

平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権の発行について、平成

16年６月29日の定時株主総会において決議されたものである。その内容は次のとおりである。

決議年月日 平成16年６月29日

付与対象者の区分及び人数(名)
当社取締役及び執行役　27名
当社使用人　　　　　　26名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載している。

株式の数(株) 同上

新株予約権の行使時の払込金額(円) 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

―
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③　平成17年６月29日定時株主総会決議

平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権の発行について、平成

17年６月29日の定時株主総会において決議されたものである。その内容は次のとおりである。

決議年月日 平成17年６月29日

付与対象者の区分及び人数(名)
当社取締役及び執行役　27名
当社使用人　　　　　　27名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載している。

株式の数(株) 同上

新株予約権の行使時の払込金額(円) 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

―

　

④　平成18年11月27日取締役会決議

会社法に基づき、平成18年11月27日の取締役会において決議されたものである。その内容は次のとお

りである。

決議年月日 平成18年11月27日

付与対象者の区分及び人数(名)
当社取締役及び執行役　30名
当社使用人　　　　　　59名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載している。

株式の数(株) 同上

新株予約権の行使時の払込金額(円) 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

「(2) 新株予約権等の状況」に記載している。
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２ 【自己株式の取得等の状況】
　 【株式の種類等】 会社法第155条第７号による普通株式の取得

　 (1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項なし。

　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項なし。

　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

会社法第155条第７号による取得

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

当事業年度における取得自己株式 36,389 23,038

当期間における取得自己株式 2,507 861

(注)　当期間における取得自己株式数には、平成20年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式数は含めていない。

　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】
　

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― 　―　　 ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他(新株予約権の権利行使) 252,000 133,098 ― ―

その他(単元未満株式の買増) 10,051 4,583 1,611 538

保有自己株式数 1,049,410― 1,050,306―

(注)　当期間における各数値には、平成20年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り及び買増

し並びに新株予約権の行使による株式数は含めていない。
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３ 【配当政策】

当社は、定款第35条に会社法第459条第１項の規定に基づき、取締役会の決議によって剰余金の配当等

を行うことができる旨を定めており、また、定款第36条に毎年３月末または毎年９月末を基準日とし、基

準日現在の株主又は登録株式質権者に対し剰余金の配当を行うことができる旨を定めている。

当社は、配当政策を重点課題のひとつとして認識しており、安定した配当の継続とさらなる向上、将来

の経営体質の強化を念頭においた内部留保の確保の双方を総合的に勘案し、株主の皆さまへ適正な利益

還元を図り、剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本方針としている。

当事業年度については、昨年12月に中間配当金として１株につき６円をお支払いしたが、当事業年度の

業績が厳しい結果となったことから、期末配当については実施を見送り、年間配当６円とさせていただい

た。

内部留保資金については、翌事業年度以降の業績の回復を図るための諸施策の推進に活用していく所

存である。

(注)　基準日が当事業年度に属する取締役会決議による剰余金の配当は、以下のとおりである。

決議年月日
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

平成19年10月25日 1,167 6.00

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第109期 第110期 第111期 第112期 第113期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

最高(円) 421 565 999 915 797

最低(円) 294 386 484 537 270

(注)　最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものである。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別
平成19年
10月

11月 12月
平成20年
１月

２月 ３月

最高(円) 674 535 506 438 435 343

最低(円) 484 428 430 341 379 270

(注)　最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものである。
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５ 【役員の状況】

(1) 取締役の状況

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(千株)

取締役会長 ― 川　村　　　隆 昭和14年12月19日生

昭和37年４月

平成４年６月

平成７年６月

平成９年６月

平成11年４月

平成15年４月

平成15年６月

平成17年６月

平成18年４月

平成19年６月

㈱日立製作所入社

同社日立工場長

同社取締役

同社常務取締役

同社代表取締役 取締役副社長

同社取締役

日立ソフトウェアエンジニアリン

グ㈱取締役会長 兼 代表執行役

日立プラント建設㈱取締役会長

当社取締役会長

日立マクセル㈱取締役会長(現)

(注)２ 30

取締役 ― 住　川　雅　晴 昭和18年７月２日生

昭和47年４月

平成11年４月

　　

平成13年６月

平成14年６月

平成14年６月

平成15年６月

平成16年２月

平成16年10月

平成18年４月

㈱日立製作所入社

同社電力・電機グループ

火力・水力事業部長

同社上席常務

同社専務取締役

日立プラント建設㈱取締役

㈱日立製作所執行役専務

同社執行役

同社代表執行役 執行役副社長

当社代表執行役 執行役社長

兼 取締役

(注)２ 60

取締役 ― 川　上　司　郎 昭和18年６月21日生

昭和41年３月

平成４年６月

平成５年６月

平成13年６月

平成15年６月

平成18年４月

日立機電工業㈱入社

同社経理部長

同社取締役

同社常務取締役

同社執行役常務 兼 取締役

当社取締役

(注)２ 26

取締役 ― 村　住　直　孝 昭和16年１月９日生

昭和38年４月

昭和61年12月

平成５年６月

平成11年４月

平成15年４月

平成16年６月

平成18年６月

平成20年６月

野村證券㈱入社

同社取締役

同社取締役副社長

日本フィッツ㈱代表取締役社長

同社代表取締役会長

㈱日立物流取締役(現)

スパークス・グループ㈱取締役

(現)

当社取締役を兼任

(注)２ ―

取締役 ― 林　　　雅　博 昭和21年４月11日生

昭和44年４月

平成11年４月

平成13年６月

平成15年４月

平成15年６月

平成17年４月

平成19年４月

平成20年６月

㈱日立製作所入社

同社情報・通信グループ

情報システム営業本部長

㈱日立エイチ・ビー・エム

取締役社長

㈱日立製作所情報・通信グループ

システムソリューション部門

ＣＥＯ

同社執行役

同社執行役常務

同社代表執行役執行役副社長(現)

当社取締役を兼任

(注)２ ―
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株式数

(千株)

取締役 ― 髙　岡　利　征 昭和20年８月17日生

昭和43年４月

平成９年６月

平成13年６月

平成14年６月

平成15年６月

平成17年４月

平成17年６月

平成18年４月

 

㈱日立製作所入社

同社勤労部長

同社常務

㈱日立物流常務取締役

同社執行役専務

同社執行役副社長

同社執行役副社長 兼 取締役

当社代表執行役 執行役副社長

兼 取締役

(注)２ 20

取締役 ― 村　田　尚　禧 昭和18年９月１日生

昭和42年４月

平成11年５月

平成15年６月

平成16年４月

平成17年４月

平成17年６月

平成18年４月

平成19年４月

平成19年６月

日立工事㈱(日立プラント建設㈱)

入社 

同社電力・機電事業本部

電機事業部長 

同社執行役 

同社執行役常務 

同社執行役専務 

同社執行役専務 兼 取締役 

当社執行役専務 

当社代表執行役 執行役副社長

当社代表取締役 執行役副社長

兼 取締役

(注)２ 39

取締役 ― 橘　　　高　明 昭和23年５月27日生

昭和47年４月

平成７年６月

平成13年４月

平成14年４月

平成16年４月

平成19年10月

平成20年４月

平成20年６月

㈱日立製作所入社

同社笠戸工場経理部長

同社情報・通信プラットフォーム

グループ財務本部長

同社監査室上席監査部長

同社監査室長

当社執行役財務本部長

当社執行役常務

当社執行役常務 兼 取締役

(注)２ 15

計 190

　 (注) １　取締役のうち、川村　隆、川上司郎、村住直孝及び林　雅博は、会社法第２条第15号に定める社外取締役である。

２　取締役の任期は、平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成21年３月期に係る定時株主総会終結の

時までである。

３　当社は委員会設置会社である。各委員会については下記の通りである。

指名委員会

　株主総会に提出する取締役の選任・解任に関する議案の内容を決定。

　(指名委員長) 住川雅晴　　(指名委員) 川村　隆、林  雅博

監査委員会

　取締役及び執行役の職務執行を監査。

　(監査委員長) 川上司郎　　(監査委員) 村住  直孝、林  雅博

報酬委員会

　取締役及び執行役の個人別の報酬を決定。

　(報酬委員長) 住川雅晴　　(報酬委員) 川村　隆、林  雅博
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(2) 執行役の状況

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(千株)

代表執行役

執行役社長
― 住　川　雅　晴

(1)取締役の状況

参照
同左 (注) 同左

代表執行役

執行役

副社長

― 髙　岡　利　征
(1)取締役の状況

参照
同左 (注) 同左

代表執行役執

行役

副社長

輸出管理

本部長
村　田　尚　禧

(1)取締役の状況

参照
同左 (注) 同左

執行役専務
環境システム

事業本部長
小　林　義　明 昭和22年８月４日生

昭和46年４月

平成13年５月

　　

平成16年４月

平成17年４月

平成18年４月

日立プラント建設㈱入社

同社空調プラント事業本部

設備事業部長

同社執行役常務

同社執行役専務

当社執行役専務

(注) 28

執行役専務

営業統括

本部長

同統括本部

国際営業

本部長

花　村　修　三 昭和23年12月26日生

昭和46年４月

平成５年２月

　　

平成16年４月

　　

　　

平成17年６月

　　

平成18年４月

平成19年４月

㈱日立製作所入社

同社公共営業本部公共営業第二部

長

同社電機グループ産業システム事

業部長

㈱日立インダストリイズ取締役

㈱日立製作所電機グループ

営業統括本部長

当社執行役常務

当社執行役専務

(注) ―

執行役専務
研究開発

本部長
上　田　新次郎 昭和22年３月27日生

昭和49年４月

平成14年４月

平成16年10月

平成17年４月

平成18年４月

平成19年４月

㈱日立製作所入社

日立プラント建設㈱

技術開発本部副本部長

同社研究開発本部長

同社執行役

当社執行役常務

当社執行役専務

(注) 8

執行役常務 － 橋　本　淳一郎 昭和22年９月26日生

昭和45年４月

平成14年10月

平成15年６月

平成17年４月

平成18年４月

平成19年10月

日立プラント建設㈱入社

同社財務本部長

同社執行役

同社執行役常務

当社執行役常務

㈱日立プラント建設機電エンジニ

アリング取締役社長

(注) 23

執行役常務 財務本部長 橘　　　高　明
(1)取締役の状況

参照
同左 (注) 同左

執行役常務
営業統括本部

営業本部長
鈴　木　達　也 昭和21年９月22日生

昭和45年４月

平成13年５月

平成15年４月

平成15年６月

平成17年４月

平成18年４月

日立プラント建設㈱入社

同社関西支店長

同社営業統括本部副本部長

同社執行役

同社執行役常務

当社執行役常務

(注) 10

執行役常務

産業プラント

システム

事業本部長

山　口　和　彦 昭和21年11月28日生

昭和45年４月

平成５年２月

　　

平成14年６月

平成18年６月

㈱日立製作所入社

同社自動車機器事業部品質保証部

長

同社自動車機器グループＣＭＯ

当社執行役常務

(注) 5

執行役常務

エネルギー

システム

事業本部長

前　田　　　昭 昭和23年12月22日生

昭和49年４月

平成13年８月

　　

平成17年４月

平成18年４月

平成20年４月

日立プラント建設㈱入社

同社電力・機電事業本部

電力事業部副事業部長

同社執行役

当社執行役

当社執行役常務

(注) 13
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株式数

(千株)

執行役常務

社会・産業

システム

事業本部長

同事業本部

機械電機

システム

事業部長

三　角　洋　史 昭和24年７月27日生

昭和47年４月

平成９年６月

平成13年10月

平成16年12月

平成18年４月

平成19年４月

平成20年４月

㈱日立製作所入社

同社土浦工場制御システム設計部

長

㈱日立インダストリイズ

業務革新推進室長

同社開発研究所長

当社研究開発本部副本部長

当社執行役

当社執行役常務

(注) 3

執行役 調達本部長 猿　渡　陽　一 昭和27年４月22日生

昭和50年４月

平成９年８月

平成17年４月

平成18年４月

日立プラント建設㈱入社

同社購買部副部長

同社執行役

当社執行役

(注) 3

執行役
ＣＳＲ推進

本部長
熊　谷　省　三 昭和24年４月８日生

昭和49年４月

平成10年２月

平成14年４月

平成17年６月

平成18年４月

平成19年４月

㈱日立製作所入社

同社電子デバイス事業部総務部長

㈱日立インダストリイズ

総務部土浦総務部長

同社取締役

当社人事本部副本部長

当社執行役

(注) ―

執行役

営業統括本部

営業戦略

本部長

中　野　英　興 平成26年５月28日生

昭和50年４月

平成10年２月

平成17年10月

平成20年４月

㈱日立製作所入社

同社映像情報メディア事業部総務

部長

同社オートモティブシステム

グループEMS事業部人事部長

当社執行役

(注) ―

執行役

メカトロ

ニクス

事業本部長

同事業本部

事業推進統括

本部長

島　内　義　典 昭和27年１月２日生

昭和50年４月

平成14年１月

平成17年４月

平成18年４月

平成20年４月

㈱日立製作所入社

㈱日立インダストリイズ

竜ヶ崎事業所DSP設計部担当部長

同社竜ヶ崎事業所長

当社メカトロニクス事業本部

電子システム事業部長

当社執行役

(注) ―

執行役

空調システム

事業本部長

同事業本部

企画統括部長

山　本　正　宏 昭和27年11月28日生

昭和50年４月

平成15年10月

平成18年４月

平成20年４月

日立プラント建設㈱入社

同社空調プラント事業本部設備

事業部長

当社空調システム事業本部

空調システム事業部長

当社執行役

(注) ―

計 227

(注)　執行役の任期は、平成20年４月１日から平成21年３月31日までである。

　

６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】

(1) 基本的な考え方

1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、国内はもとより海外も含めた競争力強化に向けて、コーポレート・ガバナンスの充実を図る

ため、委員会設置会社へ移行している。これにより取締役会から執行役に大幅な業務の決定権限を委譲

することによって、経営の意思決定の迅速化、業務執行の責任の明確化を図り、また、社外取締役を過半

数とする指名・監査・報酬の３委員会を設置することによって、業務執行に対する監督体制の強化、充

実を図ることで透明性の高い経営の実現を目指している。

また、業務執行における内部統制についても内部監査部門、コンプライアンス担当部門などの専門部

門を設置し、積極的に対処している。
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2) コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況

・有価証券報告書提出日現在、当社の取締役会は８名の取締役(うち４名は社外取締役)から構成され、

法令、定款等に則り、種々の事項を決定している。

・監査委員会は原則として１回／月に開催し、取締役会の監督機能の一翼を担っている。また、指名・

報酬委員会は必要の都度それぞれ開催している。

・取締役会及び各委員会の円滑な職務遂行を図るため、取締役会室を設置している。取締役会室には、

執行役の指揮命令に服さない専属者を充てている。

・業務執行における内部統制については、内部監査部門による監査を実施しているほか、コンプライア

ンス担当部門が法令及び企業倫理に則った企業活動に係る教育、監査及び指導を、グループ会社各社

を含め実施している。

　なお、会計監査人として新日本監査法人と監査契約を締結している。また、複数の法律事務所と顧問契

約を締結しており、日常発生する法律問題全般に関して助言と指導を適時受けられる体制を設けて

いる。

　

(2) 経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

1) 機関構成・組織運営等に係る事項(有価証券報告書提出日現在)

・組織形態　　委員会設置会社

・取締役の人数　　　８名

・社外取締役の人数　４名

氏名 選任している理由

川　村　　　隆 当社の親会社の㈱日立製作所の取締役を経験しており、また、現在、日立グ

ループ内の上場会社の取締役会長を務めており、人格、見識及び経歴から

日立グループ会社としての経営への寄与に期待するものである。

川　上　司　郎 合併前の日立機電工業㈱において長年に亘り経理業務の経験を重ねてお

り、人格、見識及び経理業務に精通した経歴から当社経営への寄与に期待

するものである。

村　住　直　孝 野村證券㈱の取締役副社長を経験するなど会社経営の経験が豊富で、その

経歴から第三者的立場で広く外部の意見を取り入れることができ、当社経

営への寄与に期待するものである。

林　　　雅　博 現在、当社の親会社の㈱日立製作所の執行役副社長であり、人格、見識及び

経歴から日立グループ会社としての経営への寄与に期待するものである。

・執行役の人数　　　17名

[監査体制]

(監査委員会の職務を補助すべき使用人の執行役からの独立性に関する事項)

①　監査委員会を含む各種委員会及び取締役会の職務を補助するため、「取締役会室」を置く。

②　取締役会室に所属する使用人は１名以上とし、執行役の指揮命令には服さない取締役会室専属

の者とする。

③　取締役会室に所属する使用人以外に、法務、秘書、内部監査、人事、財務部門に所属する使用人

は、取締役会及び各種委員会の事務を補助する。

④　取締役会室の人事異動については、監査委員会は事前に報告を受け、必要な場合は、理由を付し

て変更を人事担当執行役に申し入れることができる。

⑤　取締役会室に所属する使用人を懲戒に処する場合には、人事担当執行役は予め監査委員会の承

認を得るものとする。

(監査委員会と会計監査人の連携状況)

①　会計監査人は、監査委員会に対し監査計画についての報告を行い、その監査結果について年２

回の報告を行っている。

②　監査委員会は、会計監査人の選任及び解任、並びに再任しないことに関する議案の内容を決定

する権限を有している。また、会計監査人の報酬の事前承認を行う権限を有している。
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(監査委員会と内部監査部門の連携状況)

①　内部監査部門の監査は、社内各部門の業務プロセスごとに統制が機能しているか、当該業務運

営の現状を明らかにし、業務の改善及び業績の向上に資することを目的として、営業部門、事

業部門のほか、作業所、グループ会社など、計画的かつ広範囲に網羅性を確保しながら実施し

ている。内部監査部門は事前に年度、期ごとの「監査計画」を作成し、監査実施の都度、その方

針、対象とする業務、実施時期その他監査実施上、重要と認められる事項について、社長、監査

委員会及び担当執行役の承認を得て監査を行っており、監査結果については経営会議及び監

査委員会に報告している。

②　監査委員会は内部監査部門が行う監査の計画及び実施結果について報告を受けている。

[社外取締役のサポート体制]

①　監査委員である社外取締役については、取締役会室が各種情報の伝達、業務の補助を行ってい

る。

②　監査委員でない社外取締役については、秘書部門が各種情報の伝達、業務の補助を行っている。

2) 業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項

(業務執行について)

取締役会より大幅に執行役に決定権限を委譲されている。重要な業務については、執行役専務以

上、及び執行役社長が指名する執行役をもって構成する経営会議(原則として２回／月開催)に

諮っており、特に重要な案件(審議対象)は、取締役会に報告することとしている。

(各種委員会について)

①　指名委員会(必要に応じて開催)

株主総会に提出する取締役の選任及び解任に関する議案の内容を決定している。

(取締役の選任基準)

・取締役候補者の決定に当たっては、あらかじめ、社外取締役の資格保持者や職務の分担

(各委員、執行役兼務)などを勘案する。

②　監査委員会(原則として１回／月に開催)

取締役及び執行役の職務の執行を監査し、会計監査人の選任及び解任並びに再任しないこと

に関する権限を有している。

(方針)

・公正不偏な態度をもって組織的かつ効率的な監査(適法性並びに妥当性)を実施し、株主

の負託と社会の要請に応えるとともに、企業の健全で持続的な成長を確保し、社会的信頼

に応える良質な企業統治体制の確立に資する。

・内部統制の監視・リスク管理などシステム的な監査に重点をおき、内部監査部門、会計監

査人等を十分に活用する。

・連結決算監査の制度化に伴い、グループ会社の監査役との連携を強化する。

③　報酬委員会(必要に応じて開催)

取締役及び執行役が受ける個人別の報酬の内容を決定している。

(方針)

・経済情勢、職務内容などを勘案して妥当な範囲内で決定する。

④　その他内部監査機能として、情報セキュリティ委員会、自己検証委員会などの各種委員会を設

け監督機能の強化を図っている。

　

(3) 役員報酬の内容

区　分 支給人員 支払額

取　締　役 ４名 57百万円

(うち社外取締役) (４名) (57百万円)

執　行　役 23名 709百万円

(注) １　上記支払額には月俸のほか、期末手当、業績連動型報酬(賞与)及び退職慰労金の当事業年度に係る支給

見込額などが含まれている。

２　執行役を兼務する取締役４名には、取締役としての報酬を支払っていない。

３　上記支払額以外に、社外取締役２名が当事業年度中に当社の親会社及び親会社の子会社(当社を除く)

の役員として、259百万円の報酬を受領している。
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(4) 監査報酬の内容

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬　35百万円

上記以外の業務に基づく報酬　　　　　　　　　　　　　 0百万円

　

(5) 会計監査の状況

業務を執行した公認会計士の概要

業務を執行した公認会計士の氏名 所属する監査法人

指定社員　業務執行社員　渡辺　憲雄 新日本監査法人

指定社員　業務執行社員　辻    幸一 新日本監査法人

(注) １　継続監査年数については、全員７年以内であるため、記載を省略している。

２　同監査法人はすでに自主的に業務執行社員について、当社の会計監査に一定期間を超えて関与するこ

とのないよう措置をとっている。

監査業務に係る補助者の構成

　公認会計士　　６名

　その他　　　　18名

(注)  その他は、会計士補、公認会計士試験合格者、システム監査担当者である。

　

(6) その他

1) 責任限定契約

当社定款第27条の規定に基づき、社外取締役との間で、会社法第423条第１項の賠償責任を限定する

契約をそれぞれ締結している。当該契約に基づく賠償責任限度額は、会社法第425条第１項各号の額の

合計額となる。

2) 取締役の定数

当社の取締役は10名以内とする旨を定款で定めている。

3) 取締役の選任決議要件

取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が

株主総会に出席することを要する旨を定款で定めている。

4) 剰余金の配当及び自己株式の取得等の決定機関

当社は、会社法第459条１項各号に掲げる事項について、法令に別段の定めがある場合を除き、株主総

会の決議にはよらず、取締役会の決議によって定めることができる旨を定款で定めている。これは、株

主への機動的な利益還元及び機動的な資本政策を行うことを目的とする。

5) 取締役の責任免除

当社は、会社法第426条第１項の規定に基づき、取締役会の決議によって、会社法第423条第１項の取

締役(取締役であった者を含む。)の責任につき、法令に定める限度で免除することができる旨を定款で

定めている。これは、職務の遂行にあたり期待される役割を十分に発揮できるようにすることを目的と

する。

6) 執行役の責任免除

当社は、会社法第426条第１項の規定に基づき、取締役会の決議によって、会社法第423条第１項の執

行役(執行役であった者を含む。)の責任につき、法令に定める限度で免除することができる旨を定款で

定めている。これは、職務の遂行にあたり期待される役割を十分に発揮できるようにすることを目的と

する。

7) 株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条２項に定める株主総会の特別決議要件は、議決権を行使することができる株

主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上に当たる多数をもって

これを行う旨を定款に定めている。これは株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、

株主総会の円滑な運営を行うことを目的とする。
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(昭和24年建設省

令第14号)に準じて記載している。

なお、前連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則に

基づき、当連結会計年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規則に

基づいて作成している。

　

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。

以下「財務諸表等規則」という。)第２条の規定に基づき、同規則及び「建設業法施行規則」(昭和24年建

設省令第14号)により作成している。

なお、前事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則及び建設

業法施行規則に基づき、当事業年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)は、改正後の財務諸表

等規則及び建設業法施行規則に基づいて作成している。

　

２　監査証明について

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31

日まで)の連結財務諸表、及び前事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)の財務諸表につい

て、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当連結会計年度(平成19年４月１日から平

成20年３月31日まで)の連結財務諸表、及び当事業年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)の財

務諸表について、新日本監査法人により監査を受けている。
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

① 【連結貸借対照表】

前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　　　現金預金 9,353 8,369

　　　受取手形・
　　　完成工事未収入金等

※５ 160,074 156,583

　　　未成工事支出金 52,104 43,378

　　　その他たな卸資産 45,080 38,841

　　　繰延税金資産 6,735 11,524

　　　預け金 6,992 11,706

　　　その他 16,450 13,831

　　　　貸倒引当金 △301 △305

　　流動資産合計 296,48785.2 283,92785.2

Ⅱ　固定資産

　　有形固定資産

　　　建物・構築物 ※２ 27,363 25,868

　　　　減価償却累計額 16,210 11,153 14,870 10,998

　　　機械・運搬具 33,774 34,780

　　　　減価償却累計額 25,516 8,258 25,491 9,289

　　　土地 ※２ 6,970 6,707

　　　建設仮勘定 766 119

　　　その他 14,510 13,588

　　　　減価償却累計額 11,918 2,592 11,000 2,588

　　有形固定資産計 29,7398.5 29,7018.9

　　無形固定資産 2,0860.6 1,8700.6

　　投資その他の資産

　　　投資有価証券
※１
※２

7,704 4,840

　　　繰延税金資産 8,639 8,645

　　　その他 ※１ 3,604 4,593

　　　　貸倒引当金 △273 △218

　　投資その他の資産計 19,6745.7 17,8605.3

　　固定資産合計 51,49914.8 49,43114.8

　　資産合計 347,986100.0 333,358100.0
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　 前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　　　支払手形・工事未払金等 ※５ 121,109 117,339

　　　短期借入金 18,000 18,000

　　　一年以内返済予定の
　　　長期借入金

※２ 973 256

　　　未払法人税等 2,204 2,006

　　　未成工事受入金等 42,031 38,276

　　　完成工事補償引当金 121 115

　　　製品保証等引当金 1,249 1,578

　　　受注損失引当金 3,290 9,928

　　　その他 22,319 19,783

　　流動負債合計 211,29660.7 207,28162.2

Ⅱ　固定負債

　　　長期借入金 ※２ 256 ―

　　　退職給付引当金 21,293 20,901

　　　役員退職慰労引当金 747 698

　　　その他 1,101 775

　　固定負債合計 23,3976.7 22,3746.7

　　負債合計 234,69367.4 229,65568.9

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　　　資本金 12,000 12,000

　　　資本剰余金 20,945 20,978

　　　利益剰余金 78,677 69,625

　　　自己株式 △507 △425

　　株主資本合計 111,11531.9 102,17830.7

Ⅱ　評価・換算差額等

　　　その他有価証券
　　　評価差額金

2,180 1,334

　　　繰延ヘッジ損益 5 △90

　　　為替換算調整勘定 △1,790 △1,774

　　評価・換算差額等合計 395 0.1 △530△0.2

Ⅲ　新株予約権 25 0.0 119 0.0

Ⅳ　少数株主持分 1,7580.6 1,9360.6

　　純資産合計 113,29332.6 103,70331.1

　　負債純資産合計 347,986100.0 333,358100.0
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② 【連結損益計算書】

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 363,167100.0 398,334100.0

Ⅱ　売上原価 ※１ 319,08887.9 365,96091.9

　　　売上総利益 44,07912.1 32,3748.1

Ⅲ　販売費及び一般管理費

　　従業員給与手当 11,647 12,010

　　退職給付引当金繰入額 815 754

　　役員退職慰労引当金繰入額 320 296

　　研究開発費 ※１ 4,927 4,263

　　貸倒引当金繰入額 ― 85

　　その他 19,88737,59610.3 20,90938,3179.6

　　　営業利益又は営業損失(△) 6,4831.8 △5,943△1.5

Ⅳ　営業外収益

　　受取利息 115 172

　　受取配当金 98 102

　　負ののれんの償却額 ― 45

　　持分法による投資利益 169 12

　　貸倒引当金戻入額 273 ―

　　労災保険料還付金 ― 182

　　その他 419 1,0740.3 400 913 0.2

Ⅴ　営業外費用

　　支払利息 165 208

　　貸倒引当金繰入額 5 ―

　　固定資産処分損 259 254

　　為替差損 ― 521

　　その他 467 896 0.3 442 1,4250.3

　　　経常利益又は経常損失(△) 6,6611.8 △6,455△1.6

Ⅵ　特別利益

　　固定資産売却益 ※２ 109 2,877

　　投資有価証券売却益 1,262 50

　　事業譲渡益 ― 1,3710.4 301 3,2280.8
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　 前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅶ　特別損失

　　特別退職金 126 2,836

　　事務所移転関連費用 ― 416

　　損害賠償金 ― 292

　　退職給付制度の移行等に伴う損失 ― 238

　　固定資産処分損 ― 86

　　投資有価証券評価損 112 66

　　固定資産売却損 ※３ 101 ―

　　課徴金及び違約金 639 ―

　　統合関連費用 225 ―

　　退職給付制度の移行に伴う損失 12 ―

　　その他 ― 1,2150.3 100 4,0341.0

　　　税金等調整前当期純利益又は
　　　税金等調整前当期純損失(△)

6,8171.9 △7,261△1.8

　　　法人税、住民税及び事業税 3,054 2,831

　　　過年度法人税等不足額 ― 428

　　　過年度法人税等戻入額 △245 ―

　　　法人税等調整額 723 3,5321.0 △4,041 △782△0.2

　　　少数株主利益 277 0.1 240 0.1

　　　当期純利益又は当期純損失(△) 3,0080.8 △6,719△1.7
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③ 【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 7,319 10,132 52,255 △693 69,013

連結会計年度中の変動額

　会社分割及び合併による増加 4,681 10,772 25,428 △0 40,881

　剰余金の配当　　　　　(注)１ ― ― △1,861 ― △1,861

　取締役賞与金　　　　　(注)２ ― ― △153 ― △153

　当期純利益 ― ― 3,008 ― 3,008

　自己株式の取得 ― ― ― △73 △73

　自己株式の処分 ― 41 ― 259 300

　株主資本以外の項目の

　連結会計年度中の変動額(純額)
― ― ― ― ―

連結会計年度中の変動額合計

(百万円)
4,681 10,813 26,422 186 42,102

平成19年３月31日残高(百万円) 12,000 20,945 78,677 △507 111,115

　

評価・換算差額等

新株予約権 少数株主持分 純資産合計その他

有価証券

評価差額金

繰延ヘッジ

損益

為替換算

調整勘定

評価・換算

差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 2,520 ― △1,846 674 ― 1,313 71,000

連結会計年度中の変動額

　会社分割及び合併による増加 749 ― 2 751 ― ― 41,632

　剰余金の配当　　　　　(注)１ ― ― ― ― ― ― △1,861

　取締役賞与金　　　　　(注)２ ― ― ― ― ― ― △153

　当期純利益 ― ― ― ― ― ― 3,008

　自己株式の取得 ― ― ― ― ― ― △73

　自己株式の処分 ― ― ― ― ― ― 300

　株主資本以外の項目の

　連結会計年度中の変動額(純額)
△1,089 5 54 △1,030 25 445 △560

連結会計年度中の変動額合計

(百万円)
△340 5 56 △279 25 445 42,293

平成19年３月31日残高(百万円) 2,180 5 △1,790 395 25 1,758 113,293

(注) １　当社の平成18年５月の取締役会における利益処分項目を△695百万円含む。

２　連結子会社の定時株主総会における利益処分項目である。
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当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高(百万円) 12,000 20,945 78,677 △507 111,115

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当　　　　　 ― ― △2,333 ― △2,333

　当期純損失(△) ― ― △6,719 ― △6,719

　自己株式の取得 ― ― ― △23 △23

　自己株式の処分 ― 33 ― 105 138

　株主資本以外の項目の

　連結会計年度中の変動額(純額)
― ― ― ― ―

連結会計年度中の変動額合計

(百万円)
― 33 △9,052 82 △8,937

平成20年３月31日残高(百万円) 12,000 20,978 69,625 △425 102,178

　

評価・換算差額等

新株予約権 少数株主持分 純資産合計その他

有価証券

評価差額金

繰延ヘッジ

損益

為替換算

調整勘定

評価・換算

差額等合計

平成19年３月31日残高(百万円) 2,180 5 △1,790 395 25 1,758 113,293

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当　　　　 ― ― ― ― ― ― △2,333

　当期純損失(△) ― ― ― ― ― ― △6,719

　自己株式の取得 ― ― ― ― ― ― △23

　自己株式の処分 ― ― ― ― ― ― 138

　株主資本以外の項目の

　連結会計年度中の変動額(純額)
△846 △95 16 △925 94 178 △653

連結会計年度中の変動額合計

(百万円)
△846 △95 16 △925 94 178 △9,590

平成20年３月31日残高(百万円) 1,334 △90 △1,774 △530 119 1,936 103,703
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

　　　税金等調整前当期純利益又は
　　　税金等調整前当期純損失(△)

6,817 △7,261

　　　減価償却費 4,185 5,109

　　　貸倒引当金の減少額 △331 △52

　　　退職給付引当金の減少額 △1,558 △391

　　　受取利息及び受取配当金 △213 △274

　　　支払利息 165 208

　　　為替差損 1 26

　　　持分法による投資利益 △169 △12

　　　売上債権の減少額又は増加額 △7,874 3,070

　　　たな卸資産の減少額又は増加額 △6,701 14,437

　　　仕入債務の増加額又は減少額 15,123 △3,987

　　　未成工事受入金等の減少額 △2,819 △3,768

　　　未払費用の増加額 681 1,503

　　　未払消費税等の増加額又は減少額 1,050 △3,142

　　　その他 △5,614 5,770

　　　　小計 2,743 11,236

　　　利息及び配当金の受取額 217 274

　　　利息の支払額 △165 △208

　　　法人税等の支払額 △4,093 △3,293

　　　　営業活動によるキャッシュ・フロー △1,298 8,009

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　有形固定資産・無形固定資産の
　　　取得による支出

△6,638 △7,011

　　　有形固定資産・無形固定資産の
　　　売却による収入

497 3,597

　　　投資有価証券の取得による支出 △50 △108

　　　投資有価証券の売却による収入 1,541 589

　　　関係会社株式の取得による支出 ― △386

　　　事業譲受による支出 ※２ ― △1,093

　　　事業譲渡による収入 ※２ ― 3,221

　　　その他 △6 10

　　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △4,656 △1,181

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　短期借入金の純増加額 12 ―

　　　長期借入金の返済による支出 △274 △973

　　　自己株式の取得による支出 △73 △23

　　　自己株式の売却による収入 300 138

　　　配当金の支払額 △1,856 △2,331

　　　少数株主への配当金の支払額 △31 △34

　　　合併交付金の支払額 △1,054 ―

　　　　財務活動によるキャッシュ・フロー △2,976 △3,223

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 33 △18

Ⅴ　現金及び現金同等物の増加額又は減少額 △8,897 3,587

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 19,782 16,333

Ⅶ　会社分割及び合併による
　　現金及び現金同等物の増加額

5,448 ―

Ⅷ　連結範囲変更による
　　現金及び現金同等物の増加額

― 155

Ⅸ　現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 16,333 20,075
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数　14社

子会社名については、「第１　企業

の概況 ４ 関係会社の状況」に記

載しているため省略した。

平成18年４月１日を統合期日とし

た会社分割及び合併に伴い、㈱日

立製作所の関係会社であった東京

エコリサイクル㈱、旧㈱日立イン

ダストリイズの関係会社であった

㈱日立ニコトランスミッション、

㈱日立テクノロジーアンドサービ

ス及び㈱サンキテクノスを当連結

会計年度より連結の範囲に含めて

いる。

(1) 連結子会社の数　15社

子会社名については、「第１　企業

の概況 ４ 関係会社の状況」に記

載しているため省略した。

持分法適用非連結子会社であった

㈱日立プラントメカニクスについ

ては、重要性が増加したことによ

り当連結会計年度より連結の範囲

に含めている。

(2) 主要な非連結子会社の名称

㈱ニコテクノス

連結の範囲から除いた理由

非連結子会社６社は、いずれも

小規模会社であり、合計の総資

産、売上高、当期純損益及び利益

剰余金(持分に見合う額)等は、

いずれも連結財務諸表に重要な

影響を及ぼしていないためであ

る。

(2) 主要な非連結子会社の名称

㈱ニコテクノス

連結の範囲から除いた理由

非連結子会社４社は、いずれも

小規模会社であり、合計の総資

産、売上高、当期純損益及び利益

剰余金(持分に見合う額)等は、

いずれも連結財務諸表に重要な

影響を及ぼしていないためであ

る。

２　持分法の適用に関する事

項

(1) 持分法を適用した非連結子会社数

６社

主要な会社等の名称

㈱ニコテクノス

平成18年４月１日を統合期日とし

た会社分割及び合併に伴い、㈱日

立製作所の関係会社であった

Hitachi Operation &

Maintenance-Egypt S.A.E.、旧㈱

日立インダストリイズの関係会社

であった㈱サンキサービス、㈱ニ

コテクノス、㈱えびなテクノス及

び南京熊猫日立科技有限公司、並

びに旧日立機電工業㈱の関係会社

であった日立環保技術(宜興)有限

公司を当連結会計年度より持分法

適用の非連結子会社に含めてい

る。

(1) 持分法を適用した非連結子会社数

４社

主要な会社等の名称

㈱ニコテクノス

持分法適用非連結子会社であった

㈱日立プラントメカニクスについ

ては、重要性が増加したことによ

り当連結会計年度より連結の範囲

に含めている。また、持分法適用非

連結子会社であった㈱えびなテク

ノスについては、所有株式をすべ

て譲渡したため、当連結会計年度

より関係会社でなくなった。

(2) 持分法を適用した関連会社数

２社

主要な会社等の名称

日立ポンプ製造(無錫)有限公司

平成18年４月１日を統合期日とし

た会社分割及び合併に伴い、㈱日

立製作所の関係会社であった日立

ポンプ製造(無錫)有限公司及び北

海道エコリサイクルシステムズ㈱

を当連結会計年度より持分法適用

の関連会社に含めている。

(2) 持分法を適用した関連会社数

３社

主要な会社等の名称

日立ポンプ製造(無錫)有限公司

当連結会計年度より嘉興天日工業

設備技術有限公司を設立したた

め、持分法適用の関連会社に含め

ている。
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項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(3) 持分法を適用しない関連会社のう

ち主要な会社等の名称

日和エンジニアリング㈱

(3) 持分法を適用しない関連会社のう

ち主要な会社等の名称

日和エンジニアリング㈱

(4) 持分法を適用しない理由

関連会社は当期純損益及び利益剰

余金等に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ全体としても重要性がな

いため、持分法の適用から除外し

ている。

(4) 持分法を適用しない理由

同左

３　連結子会社の事業年度等

に関する事項

連結子会社のうち、日立工程建設(蘇

州)有限公司、HPC VENEZUELA C.A.及び

PHPC CO., LTD. INC.の決算日は12月

31日である。連結財務諸表の作成にあ

たっては、同日現在の財務諸表を使用

している。

なお、連結決算日との間に重要な取引

が生じた場合には、連結上必要な調整

を行うこととしている。

　同左

４　会計処理基準に関する事

項

　(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

有価証券

　その他有価証券

　　時価のある有価証券　　　

決算期末日の市場価格等に基づ

く時価法

(評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動

平均法により算定)

有価証券

　その他有価証券

　　時価のある有価証券　　　

同左

　　時価のない有価証券

移動平均法に基づく原価法

　　時価のない有価証券

　　　同左

デリバティブ

　時価法

デリバティブ

　同左

たな卸資産　

主として次の方法により評価してい

る。

　未成工事支出金

　　個別法による原価法

たな卸資産

主として次の方法により評価してい

る。

　未成工事支出金

　　同左

　仕掛品 

　　個別法による原価法

　仕掛品 

　　同左

　製品・半製品 

　　移動平均法による低価法

　製品・半製品 

　　同左

　材料貯蔵品 

　　移動平均法による低価法

　材料貯蔵品 

　　同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

有形固定資産

当社及び国内連結子会社は定率法を

採用し、在外連結子会社は定額法を

採用している。

ただし、平成10年４月１日以降取得

した建物(建物附属設備を除く)につ

いては定額法によっている。

有形固定資産

当社及び国内連結子会社は定率法を

採用し、在外連結子会社は定額法を

採用している。

ただし、平成10年４月１日以降取得

した建物(建物附属設備を除く)につ

いては定額法によっている。

(会計処理の変更)

当社及び国内連結子会社は、法人税

法の改正に伴い、当連結会計年度よ

り、平成19年４月１日以降に取得し

た有形固定資産について、改正後の

法人税法に基づく減価償却の方法に

変更している。これにより、営業損

失、経常損失及び税金等調整前当期

純損失は、それぞれ192百万円増加し

ている。

(追加情報)

当社及び国内連結子会社は、法人税

法の改正に伴い、平成19年３月31日

以前に取得した資産については、改

正前の法人税法に基づく減価償却の

方法の適用により取得価額の５％に

到達した連結会計年度の翌連結会計

年度より、取得価額の５％相当額と

備忘価額との差額を５年間にわたり

均等償却し、減価償却費に含めて計

上している。これにより、営業損失、

経常損失及び税金等調整前当期純損

失は、それぞれ209百万円増加してい

る。

無形固定資産

　市場販売目的のソフトウェアについ

ては、見込販売数量に基づく償却額

と残存有効期間(３年以内)に基づく

均等配分額とを比較し、いずれか大

きい額を当期償却額としている。

　また、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間(５

年以内)に基づく定額法を採用して

いる。

　その他の無形固定資産については定

額法を採用している。

無形固定資産

　同左

　(3) 重要な引当金の計上基

準

貸倒引当金

　債権の貸倒損失に備えるため、下記に

より計上している。

　　一般債権

　　　貸倒実績率法

　　貸倒懸念債権及び破産更生債権等

　　　財務内容評価法

貸倒引当金

　同左

完成工事補償引当金

　引渡しを完了した工事に係る瑕疵担

保の費用に備えるため、将来の見積

補償額に基づき計上している。

完成工事補償引当金

　同左

製品保証等引当金

製品のアフターサービス費用などに

備えるため、将来の見積支出額に基

づき計上している。

製品保証等引当金

同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

受注損失引当金

受注案件の損失に備えるため、手持

案件のうち損失の発生の可能性が高

く、かつ、その金額を合理的に見積も

ることができる案件について、当該

見積額を計上している。

受注損失引当金

同左

退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当連

結会計年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計上

している。

　過去勤務債務は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間(12～19年)によ

る定額法により費用処理している。

　数理計算上の差異は、各連結会計年度

の発生時における従業員の平均残存

勤務期間(12～20年)による定額法に

より按分した額をそれぞれ発生の翌

連結会計年度から費用処理すること

としている。

退職給付引当金

　同左

役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく当連結会計年度末

要支給額を計上している。

役員退職慰労引当金

　同左

　(4) 重要なリース取引の処

理方法

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス

・リース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっている。

　同左

　(5) 重要なヘッジ会計の方

法

①ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっている。

①ヘッジ会計の方法

　同左

②ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ手段

　　為替予約取引

　ヘッジ対象

　　外貨建予定取引

②ヘッジ手段とヘッジ対象

　同左

③ヘッジ方針

　外貨建予定取引に為替予約を付す場

合には、取引ごとに重要な条件が同

一となるように為替予約を行うもの

としている。

③ヘッジ方針

　同左

④ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ開始時から有効性判定時点ま

での期間において、ヘッジ対象の相

場変動又はキャッシュ・フロー変動

の累計とヘッジ手段の相場変動又は

キャッシュ・フロー変動の累計とを

比較し、両者の変動額等を基礎にし

て判断している。

④ヘッジ有効性評価の方法

　同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　(6) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

①長期請負工事の収益計上基準は工事

完成基準であるが、長期大型工事(工

期２年以上かつ請負金額50億円以

上)については、工事進行基準を採用

している。なお、工事進行基準による

完成工事高は6,260百万円である。

　延払条件付請負工事については未回

収金額に対応する利益相当額を繰延

べている。

①長期請負工事の収益計上基準は工事

完成基準であるが、長期大型工事(工

期１年以上かつ請負金額10億円以

上)については、工事進行基準を採用

している。なお、工事進行基準による

完成工事高は63,978百万円である。

　延払条件付請負工事については未回

収金額に対応する利益相当額を繰延

べている。

(会計処理の変更)

工事進行基準を適用する長期大型工

事については、従来、工期２年以上か

つ請負金額50億円以上の工事として

いたが、当連結会計年度より工期１

年以上かつ請負金額10億円以上の工

事に変更した。この変更は、経済環境

等の変化に伴い受注案件の請負金額

が小型化しており、今後もその傾向

が継続すると見込まれることから、

期間損益計算の一層の適正化を図る

ために行ったものである。この結果、

従来の基準によった場合に比べ、売

上高が27,802百万円増加し、営業損

失、経常損失及び税金等調整前当期

純損失は、それぞれ2,809百万円減少

している。

②消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっている。

②同左

５　連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価は、

全面時価評価法によっている。

　同左

６　のれん及び負ののれんの

償却に関する事項

のれん及び負ののれんは、金額が僅少

な場合には、発生年度に全額償却する

こととしている。

　同左

７　連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

手許現金、要求払預金及び取得日から

３か月以内に満期日の到来する流動性

の高い、容易に換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少なリスクしか

負わない短期的な投資からなる。

　同左
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会計処理の変更

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等)

(自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準等

の一部改正)

―――――――

当連結会計年度から「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」(企業会計基準委員会　平成17年12

月９日　企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業

会計基準委員会　平成17年12月９日　企業会計基準適用

指針第８号)並びに改正後の「自己株式及び準備金の

額の減少等に関する会計基準」(企業会計基準委員会　

最終改正　平成18年８月11日　企業会計基準第１号)及

び「自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基

準の適用指針」(企業会計基準委員会　最終改正　平成

18年８月11日　企業会計基準適用指針第２号)を適用し

ている。これまでの資本の部の合計に相当する金額は

111,505百万円である。なお、当連結会計年度における

連結貸借対照表の純資産の部については、連結財務諸

表規則の改正に伴い、改正後の連結財務諸表規則によ

り作成している。

(企業結合に係る会計基準等)

当連結会計年度から「企業結合に係る会計基準」(企

業会計審議会　平成15年10月31日)及び「事業分離等に

関する会計基準」(企業会計基準委員会　平成17年12月

27日　企業会計基準第７号)並びに「企業結合会計基準

及び事業分離等会計基準に関する適用指針」(企業会

計基準委員会　最終改正　平成18年12月22日　企業会計

基準適用指針第10号)を適用している。なお、本会計基

準適用に伴う影響額の算出は困難なため、記載してい

ない。

―――――――

(役員賞与に関する会計基準)

当連結会計年度から「役員賞与に関する会計基準」

(企業会計基準委員会　平成17年11月29日　企業会計基

準第４号)を適用している。これにより営業利益、経常

利益及び税金等調整前当期純利益は、それぞれ190百万

円減少している。

―――――――

(ストック・オプション等に関する会計基準等)

当連結会計年度から「ストック・オプション等に関す

る会計基準」(企業会計基準委員会　平成17年12月27日

　企業会計基準第８号)及び「ストック・オプション等

に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会　

最終改正　平成18年５月31日　企業会計基準適用指針第

11号)を適用している。これにより営業利益、経常利益

及び税金等調整前当期純利益は、それぞれ25百万円減

少している。

―――――――
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表示方法の変更

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(連結貸借対照表) ―――――――

１　前連結会計年度において「未成工事支出金等」とし

て表示していた未成工事支出金及びその他たな卸資

産は、その他たな卸資産が資産総額の100分の１を超

えたため、区分掲記した。なお、前連結会計年度はそ

れぞれ49,592百万円及び1,177百万円でる。

２　前連結会計年度において「未成工事受入金」として

表示していたものは、平成18年４月１日を統合期日

とした会社分割及び合併による事業内容の拡大に伴

い、当連結会計年度から前受金を含めて「未成工事

受入金等」として表示することに変更した。

３　前連結会計年度において「受注工事損失引当金」と

して表示していたものは、平成18年４月１日を統合

期日とした会社分割及び合併による事業内容の拡大

に伴い、当連結会計年度から「受注損失引当金」と

して表示することに変更した。

(連結損益計算書) (連結損益計算書)

１　前連結会計年度において「完成工事高」、「完成工事

原価」及び「完成工事総利益」として表示していた

ものは、平成18年４月１日を統合期日とした会社分

割及び合併による事業内容の拡大に伴い、当連結会

計年度から「売上高」、「売上原価」及び「売上総

利益」として表示することに変更した。

１　前連結会計年度において区分掲記していた「貸倒引

当金戻入額」(当連結会計年度16百万円)は、営業外

収益の100分の10以下となったため、営業外収益の

「その他」に含めて表示することに変更した。

２　前連結会計年度において区分掲記していた「労災保

険料還付金」(当連結会計年度84百万円)は、営業外

収益の100分の10以下となったため、営業外収益の

「その他」に含めて表示することに変更した。

２　労災保険料還付金は営業外収益の100分の10を超えた

ため、区分掲記した。なお、前連結会計年度は営業外

収益の「その他」に84百万円含まれている。

３　前連結会計年度において区分掲記していた「工事保

証料」(当連結会計年度35百万円)は、営業外費用の

100分の10以下となったため、営業外費用の「その

他」に含めて表示することに変更した。

３　為替差損は営業外費用の100分の10を超えたため、区

分掲記した。なお、前連結会計年度は営業外費用の

「その他」に29百万円含まれている。
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注記事項

(連結貸借対照表関係)

前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

※１　非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりである。

投資有価証券(株式) 859百万円

投資その他の資産
　　その他(出資金)

823

※１　非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりである。

投資有価証券(株式) 747百万円

投資その他の資産
　　その他(出資金)

1,074

※２　担保資産及び担保付債務

　　　担保に供している資産は次のとおりである。

　土地 176百万円

　建物 60

　　　担保付債務は次のとおりである。

　一年以内返済予定の長期借入金 43百万円

　長期借入金 36

※２　担保資産及び担保付債務

　　　担保に供している資産は次のとおりである。

　土地 176百万円

　建物 60

　　　担保付債務は次のとおりである。

　一年以内返済予定の長期借入金 36百万円

　　　上記の他、投資有価証券10百万円を関係会社及び他社

の銀行借入金の物上保証に供している。

　３　偶発債務

　　　連結子会社以外の会社の金融機関からの債務に対し、

保証を行っている。

　　　　ETA-VOLTAS-HITACHIPLANT JV

171,181,000UAEディルハム(5,510百万円)

　３　偶発債務

　　　連結子会社以外の会社の金融機関からの債務に対し、

保証を行っている。

　　　　ETA-VOLTAS-HITACHIPLANT JV

120,182,000UAEディルハム(3,279百万円)

　４　受取手形割引高 100百万円

　　　受取手形裏書譲渡高 3

　４　受取手形割引高 100百万円

　　　受取手形裏書譲渡高 15

※５　連結会計年度末日満期手形の会計処理については、

手形交換日をもって決済処理している。

なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日で

あったため、次の連結会計年度末日満期手形が、連

結会計年度末残高に含まれている。

　受取手形 573百万円

　支払手形 905

―――――――

　

(連結損益計算書関係)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は5,588百万円である。

※１　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は5,101百万円である。

※２　固定資産売却益

　土地 109百万円

※２　固定資産売却益

　土地及び建物等 2,877百万円

※３　固定資産売却損

　土地 101百万円

―――――――
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項
前連結会計年度末
株式数(千株)

当連結会計年度
増加株式数(千株)

当連結会計年度
減少株式数(千株)

当連結会計年度末
株式数(千株)

発行済株式

　普通株式 117,831 77,759 ― 195,590

　合計 117,831 77,759 ― 195,590

自己株式

　普通株式 1,831 103 660 1,275

　合計 1,831 103 660 1,275

(注) １　普通株式の発行済株式総数の増加77,759千株は、平成18年４月１日を統合期日とした会社分割及び合併に伴う

増加である。

２　普通株式の自己株式の株式数の増加103千株は、平成18年４月１日を統合期日とした会社分割及び合併に伴う

増加１千株、単元未満株式の買取による増加102千株である。

３　普通株式の自己株式の株式数の減少660千株は、単元未満株式を所有する株主の買増による減少20千株、ストッ

クオプションの行使による減少640千株であります。

　
２　新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株） 当連結会計
年度末残高
（百万円）

前連結
会計年度末

増加 減少
当連結
会計年度末

提出会社
ストックオプション
としての新株予約権

― ― ― ― ― 25

　
３　配当に関する事項

 (1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年５月22日
取締役会

普通株式 695 6.00平成18年３月31日 平成18年６月１日

平成18年10月26日
取締役会

普通株式 1,165 6.00平成18年９月30日 平成18年12月１日

　
 (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年５月21日
取締役会

普通株式 利益剰余金 1,165 6.00平成19年３月31日 平成19年６月１日

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項
前連結会計年度末
株式数(千株)

当連結会計年度
増加株式数(千株)

当連結会計年度
減少株式数(千株)

当連結会計年度末
株式数(千株)

発行済株式

　普通株式 195,590 ― ― 195,590

　合計 195,590 ― ― 195,590

自己株式

　普通株式 1,275 36 262 1,049

　合計 1,275 36 262 1,049

(注) １　普通株式の自己株式の株式数の増加36千株は、単元未満株式の買取による増加である。　　

２　普通株式の自己株式の株式数の減少262千株は、単元未満株式を所有する株主の買増による減少10千株、ストッ

クオプションの行使による減少252千株である。
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２　新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株） 当連結会計
年度末残高
（百万円）

前連結
会計年度末

増加 減少
当連結
会計年度末

提出会社
ストックオプション
としての新株予約権

― ― ― ― ― 119

　

３　配当に関する事項

 (1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年５月21日
取締役会

普通株式 1,165 6.00平成19年３月31日 平成19年６月１日

平成19年10月25日
取締役会

普通株式 1,167 6.00平成19年９月30日 平成19年12月３日

　

 (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

該当事項なし。

　

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

現金預金勘定 9,353百万円

預け金勘定 6,992

預入期間が３か月を超える定期預金 △12

現金及び現金同等物 16,333
　

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

現金預金勘定 8,369百万円

預け金勘定 11,706

現金及び現金同等物 20,075
　

――――――― ※２　事業の譲受又は譲渡により増加又は減少した資産

及び負債の主な内訳

(事業の譲渡)

㈱日立産機システム

流動資産 927百万円

固定資産 241

　資産合計 1,168

流動負債 218

固定負債 ―

　負債合計 218

日立交通テクノロジー㈱

流動資産 2,260百万円

固定資産 288

　資産合計 2,548

流動負債 702

固定負債 ―

　負債合計 702

(事業の譲受)

日立交通テクノロジー㈱

流動資産 1,766百万円

固定資産 64

　資産合計 1,830

流動負債 796

固定負債 ―

　負債合計 796
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(リース取引関係)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(借手側)

１　リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・

リース取引

　①　リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

取得
価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末
残高
相当額
(百万円)

工具器具
・備品

900 419 481

機械・
運搬具

799 232 567

無形固定
資産

106 25 81

合計 1,8056761,129

取得
価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末
残高
相当額
(百万円)

工具器具
・備品

967 438 529

機械・
運搬具

992 320 672

無形固定
資産

185 48 137

合計 2,1448061,338

　②　未経過リース料期末残高相

当額

　１年以内 348百万円

　１年超 791

　合計 1,139

　１年以内 413百万円

　１年超 939

　合計 1,352

(注)上記のうち転リース取引に係る未
経過リース料期末残高相当額は38
百万円(うち１年以内16百万円)で
ある。

(注)上記のうち転リース取引に係る未
経過リース料期末残高相当額は22
百万円(うち１年以内20百万円)で
ある。

　③　支払リース料、減価償却費

相当額及び支払利息相当

額

　　　　支払リース料 373百万円 441百万円

　　　　減価償却費相当額 359百万円 418百万円

　　　　支払利息相当額 15百万円 18百万円

(注)上記のうち転リース取引に係る支
払リース料は26百万円、減価償却
費相当額は24百万円、支払利息相
当額は2百万円である。

(注)上記のうち転リース取引に係る支
払リース料は18百万円、減価償却
費相当額は16百万円、支払利息相
当額は1百万円である。

　④　減価償却費相当額の算定方

法

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっている。

同左

　⑤　利息相当額の算定方法 リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各

期への配分方法については、利息法に

よっている。

同左

２　オペレーティング・リース

取引

未経過リース料期末　

残高相当額

　１年以内 41百万円

　１年超 34

　合計 75

　１年以内 39百万円

　１年超 5

　合計 44

(注)　リース資産に配分された減損損失はないため、項目等の記載は省略している。
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　 前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(貸手側)

１　リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・

リース取引

　①　リース物件の取得価額、減

価償却累計額及び期末残

高

取得
価額
(百万円)

減価償却
累計額
(百万円)

期末
残高
(百万円)

工具器具
・備品

334 317 17

無形固定
資産

5 2 3

合計 339 319 20

取得
価額
(百万円)

減価償却
累計額
(百万円)

期末
残高
(百万円)

工具器具
・備品

318 308 10

無形固定
資産

5 3 2

合計 323 311 12

　②　未経過リース料期末残高相

当額

　１年以内 87百万円

　１年超 91

　合計 178

　１年以内 65百万円

　１年超 27

　合計 92

(注) １　未経過リース料期末残高及び

見積残存価額の残高の合計

額が、営業債権の期末残高等

に占める割合が低いため、受

取利子込み法により算定し

ている。

(注) １　未経過リース料期末残高及び

見積残存価額の残高の合計

額が、営業債権の期末残高等

に占める割合が低いため、受

取利子込み法により算定し

ている。

２　上記のうち転リース取引に係

る未経過リース料期末残高

相当額は41百万円(うち１年

以内18百万円)である。

２　上記のうち転リース取引に係

る未経過リース料期末残高

相当額は24百万円(うち１年

以内22百万円)である。

　③　受取リース料及び減価償却

費

　　　　受取リース料 85百万円 87百万円

　　　　減価償却費 24百万円 7百万円

(注)　上記のうち転リース取引に係る

受取リース料は18百万円であ

る。

(注)　上記のうち転リース取引に係る

受取リース料は18百万円であ

る。

　

(有価証券関係)

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１　その他有価証券で時価のあるもの

区分
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

　株式 1,131 4,812 3,681

小計 1,131 4,812 3,681

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

― ― ―

合計 1,131 4,812 3,681

(注)　当連結会計年度において、その他有価証券で時価のあるものについて減損処理の対象となるものはない。なお、減
損処理にあたっては、決算期末日における時価の簿価に対する下落率が50％以上の銘柄について一律減損処理す
るとともに、下落率が30％以上50％未満の銘柄については時価の回復可能性が認められないと判断される銘柄を
減損処理することとしている。
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２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券

売却額
(百万円)

売却益の合計額
(百万円)

売却損の合計額
(百万円)

1,541 1,262 ―

　

３　時価評価されていない主な有価証券

区分
連結貸借対照表計上額

(百万円)

その他有価証券

　非上場株式 1,210

　

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１　その他有価証券で時価のあるもの

区分
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

　株式 1,093 3,367 2,274

小計 1,093 3,367 2,274

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

　株式 81 60 △21

合計 1,174 3,427 2,253

(注)　当連結会計年度において、その他有価証券で時価のあるものについて66百万円の減損処理を行った。なお、減損処
理にあたっては、決算期末日における時価の簿価に対する下落率が50％以上の銘柄について一律減損処理すると
ともに、下落率が30％以上50％未満の銘柄については時価の回復可能性が認められないと判断される銘柄を減損
処理することとしている。

　

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券

売却額
(百万円)

売却益の合計額
(百万円)

売却損の合計額
(百万円)

589 50 ―

　

３　時価評価されていない主な有価証券

区分
連結貸借対照表計上額

(百万円)

その他有価証券

　非上場株式 666
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(デリバティブ取引関係)

１　取引の状況に関する事項

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(1) 取引の内容、

利用目的及び

取引に対する

取組方針

当社グループは、外貨建金銭債権債務等に係

る将来の為替レートの変動リスクを回避する

目的で、為替予約取引(個別予約)を利用して

おり、収益の獲得を目的としたデリバティブ

取引は行わない方針である。

同左

(2) 取引に係るリ

スクの内容

当社グループが行っている通貨関連のデリバ

ティブ取引の契約先は、信用度の高い国内の

銀行であるため、相手先の契約不履行による

リスクは、ほとんどないと認識している。ま

た、当社グループが行っている為替予約取引

については、為替相場の変動によるリスクは

ほとんどないと認識している。

同左

(3) 取引に係るリ

スク管理体制

当社グループは、デリバティブ取引の運用・

管理を社内取扱基準に基づき、財務本部が　

行っており、デリバティブ取引の残高状況等

は適時、財務担当役員に報告している。

同左

(4) 取引の時価等

に関する事項

についての補

足説明

当社グループが行っている為替予約取引は、

リスクヘッジを目的とした取引であり、契約

額がそのままリスクを示すものではない。

同左

　

２　取引の時価等に関する事項

前連結会計年度末(平成19年３月31日)

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

　通貨関連

種類
契約額等
(百万円)

契約額等のうち
１年超(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

為替予約取引

　　売建

　　　米ドル 44 ― 48 △4

　　買建

　　　米ドル 41 ― 42 1

合計 ― ― ― △3

(注) １　為替予約取引に係る時価は先物為替相場を使用している。

２　ヘッジ会計を適用しているものについては、開示の対象から除いている。

　

当連結会計年度末(平成20年３月31日)

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

　通貨関連

種類
契約額等
(百万円)

契約額等のうち
１年超(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

為替予約取引

　　買建

　　　米ドル 102 ― 90 △12

　　　ユーロ 20 ― 19 △1

合計 ― ― ― △13

(注) １　為替予約取引に係る時価は先物為替相場を使用している。

２　ヘッジ会計を適用しているものについては、開示の対象から除いている。
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(退職給付関係)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　採用している退職給付制度の概要

　　当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として

企業年金基金制度、適格退職年金制度及び退職一時

金制度、確定拠出型の制度として確定拠出年金制度、

並びに前払退職金制度を設けている。また、従業員の

退職等に際して、退職給付会計に準拠した数理計算

による退職給付債務の対象とされない割増退職金を

支払う場合がある。

　　なお、一部の海外連結子会社では確定給付型の退職一

時金制度を設けている。また、一部の国内連結子会社

において、当連結会計年度に適格退職年金制度及び

退職一時金制度について確定拠出年金制度へ移行し

ている。

　　当連結会計年度末現在、当社及び連結子会社全体で退

職一時金制度については12社が有しており、また、企

業年金基金は２基金(連合設立の重複分を控除後)、

適格退職年金は２年金(共同委託契約の重複分を控

除後)を有している。

１　採用している退職給付制度の概要

　　当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として

企業年金基金制度、適格退職年金制度及び退職一時

金制度、確定拠出型の制度として確定拠出年金制度、

並びに前払退職金制度を設けている。また、従業員の

退職等に際して、退職給付会計に準拠した数理計算

による退職給付債務の対象とされない割増退職金を

支払う場合がある。

　　なお、一部の海外連結子会社では確定給付型の退職一

時金制度を設けている。また、国内連結子会社1社に

おいて、会社清算に伴う従業員への退職一時金の支

払いにより、退職一時金制度を終了している。

　　当連結会計年度末現在、当社及び連結子会社全体で退

職一時金制度については11社が有しており、また、企

業年金基金は２基金(連合設立の重複分を控除後)、

適格退職年金は２年金(共同委託契約の重複分を控

除後)を有している。

２　退職給付債務に関する事項

イ　退職給付債務 △56,951百万円

ロ　年金資産 36,593

ハ　未積立退職給付債務(イ＋ロ) △20,358

ニ　未認識数理計算上の差異 3,250

ホ　未認識過去勤務債務
　　(債務の減額)

△4,055

ヘ　連結貸借対照表計上額純額
　　(ハ＋ニ＋ホ)

△21,163

ト　前払年金費用 130

チ　退職給付引当金(ヘ－ト) △21,293

(注) １　一部の国内連結子会社及び海外連結子会社は、

退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用

している。

２　当連結会計年度の一部の国内連結子会社の適

格退職年金制度及び退職一時金制度から確定

拠出年金制度への移行に伴う影響額は次のと

おりである。

退職給付債務の減少 △696百万円

年金資産の減少 45

未認識数理計算上の差異 14

未認識過去勤務債務 4

退職給付引当金の減少 △633

　　また、確定拠出年金制度への資産移換額は667百

万円であり、１年～４年間で移換する予定で

ある。なお、当連結会計年度末時点の未移換額

444百万円は、長期未払金(固定負債の「その

他」)に計上している。

３　連結貸借対照表上、翌連結会計年度に支払う予

定の特別退職金126百万円は流動負債の「そ

の他」に含めて計上している。

２　退職給付債務に関する事項

イ　退職給付債務 △57,516百万円

ロ　年金資産 33,400

ハ　未積立退職給付債務(イ＋ロ) △24,116

ニ　未認識数理計算上の差異 7,262

ホ　未認識過去勤務債務
　　(債務の減額)

△3,705

ヘ　確定拠出年金制度への
　移行に伴う損益

△53

ト　連結貸借対照表計上額純額
　　(ハ＋ニ＋ホ＋へ)

△20,612

チ　前払年金費用 289

リ　退職給付引当金(ト－チ) △20,901

(注) １　一部の国内連結子会社及び海外連結子会社は、

退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用

している。

２　連結貸借対照表上、翌連結会計年度に支払う予

定の特別退職金2,836百万円は流動負債の

「その他」に含めて計上している。

３　当社及び一部の国内連結子会社は、翌連結会計

年度に制度の一部を確定拠出年金制度へ移行

することを予定しており、当該移行に伴い制

度の一部終了損失が発生する会社について、

損失額を「退職給付引当金」に含めて計上し

ている。
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　 前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

３　退職給付費用に関する事項

イ　勤務費用 2,333百万円

ロ　利息費用 1,402

ハ　期待運用収益 △960

ニ　数理計算上の差異の費用処理額 495

ホ　過去勤務債務の費用処理額 △350

ヘ　退職給付費用
　　(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ)

2,920

ト　確定拠出年金制度への移行に伴
う損益

12

チ　確定拠出年金への拠出額 362

リ　退職給付費用(へ＋ト＋チ) 3,294

(注) １　簡便法を採用している連結子会社の退職給付

費用は、「イ　勤務費用」に計上している。

２　適格退職年金制度に対する従業員拠出額を控

除している。

３　上記退職給付費用以外に、特別退職金126百万

円を特別損失として計上している。

３　退職給付費用に関する事項

イ　勤務費用 2,463百万円

ロ　利息費用 1,413

ハ　期待運用収益 △1,013

ニ　数理計算上の差異の費用処理額 601

ホ　過去勤務債務の費用処理額 △351

ヘ　退職給付費用
　　(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ)

3,113

ト　確定拠出年金制度への移行に伴
う損益

53

チ　退職一時金制度の終了に伴う損
益

185

リ　確定拠出年金への拠出額 369

ヌ　退職給付費用(へ＋ト＋チ＋リ) 3,720

(注) １　簡便法を採用している連結子会社の退職給付

費用は、「イ　勤務費用」に計上している。

２　適格退職年金制度に対する従業員拠出額を控

除している。

３　上記退職給付費用以外に、特別退職金2,836百

万円を特別損失として計上している。

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

イ　退職給付見込額の
　　期間配分方法

期間定額基準

ロ　割引率 2.0％～2.5％

ハ　期待運用収益率 0.75％～3.7％

ニ　過去勤務債務の額の
　　処理年数

12年～19年
(発生時の従業員の平均
残存勤務期間による定
額法によっている。)

ホ　数理計算上の差異の
　　処理年数

12年～20年
(各連結会計年度の発生
時における従業員の平
均残存勤務期間による
定額法により按分した
額を、それぞれ発生の
翌連結会計年度から費
用処理することとして
いる。)

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

イ　退職給付見込額の
　　期間配分方法

期間定額基準

ロ　割引率 2.0％～2.5％

ハ　期待運用収益率 0.35％～3.7％

ニ　過去勤務債務の額の
　　処理年数

12年～19年
(発生時の従業員の平均
残存勤務期間による定
額法によっている。)

ホ　数理計算上の差異の
　　処理年数

12年～20年
(各連結会計年度の発生
時における従業員の平
均残存勤務期間による
定額法により按分した
額を、それぞれ発生の
翌連結会計年度から費
用処理することとして
いる。)
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(ストック・オプション等関係)

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

１　当連結会計年度における費用計上額及び科目名

販売費及び一般管理費

　従業員給与手当　　　12百万円

　その他(役員報酬)　　13百万円

　

２　ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1) ストック・オプションの内容

会社名 提出会社

決議年月日 平成15年６月27日

付与対象者の区分及び人数(名)
当社取締役及び執行役　26名
当社使用人　　　　　　27名

株式の種類及び付与数(株) 普通株式　790,000株

付与日 平成15年８月１日

権利確定条件

新株予約権の割当を受けた者は、新株予約権行使時において、当社又は
当社の子会社等の取締役、執行役、監査役又は使用人の地位にあること
を要する。ただし、当社を任期満了又は定年により退任・退職し、子会社
等へ転籍・転属しない場合は、２年間に限り権利行使することができ
る。

対象勤務期間 平成15年６月27日～平成17年６月30日

権利行使期間 平成17年７月１日～平成20年６月30日

　

会社名 提出会社

決議年月日 平成16年６月29日

付与対象者の区分及び人数(名)
当社取締役及び執行役　27名
当社使用人　　　　　　26名

株式の種類及び付与数(株) 普通株式　820,000株

付与日 平成16年７月26日

権利確定条件

新株予約権の割当を受けた者は、新株予約権行使時において、当社又は
当社の子会社等の取締役、執行役、監査役又は使用人の地位にあること
を要する。ただし、当社又は当社の子会社等を任期満了又は定年により
退任・退職した場合は、２年間に限り権利行使することができる。

対象勤務期間 平成16年６月29日～平成18年６月30日

権利行使期間 平成18年７月１日～平成21年６月30日

　

会社名 提出会社

決議年月日 平成17年６月29日

付与対象者の区分及び人数(名)
当社取締役及び執行役　27名
当社使用人　　　　　　27名

株式の種類及び付与数(株) 普通株式　820,000株

付与日 平成17年７月25日

権利確定条件

新株予約権の割当を受けた者は、新株予約権行使時において、当社又は
当社の子会社等の取締役、執行役、監査役又は使用人の地位にあること
を要する。ただし、当社又は当社の子会社等を任期満了又は定年により
退任・退職した場合は、２年間に限り権利行使することができる。

対象勤務期間 平成17年６月29日～平成19年６月30日

権利行使期間 平成19年７月１日～平成22年６月30日
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会社名 提出会社

決議年月日 平成18年11月27日

付与対象者の区分及び人数(名)
当社取締役及び執行役　30名
当社使用人　　　　　　59名

株式の種類及び付与数(株) 普通株式　1,255,000株

付与日 平成18年12月26日

権利確定条件
新株予約権の割当を受けた者が、新株予約権行使時において、当社の取
締役、執行役又は使用人の地位にあることを要する。ただし、任期満了に
よる退任等正当な理由がある場合にはこの限りではない。

対象勤務期間 平成18年12月26日～平成20年11月30日

権利行使期間 平成20年12月１日～平成23年11月30日

　

(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況

① ストック・オプションの数

会社名 提出会社 提出会社 提出会社 提出会社

決議年月日 平成15年６月27日 平成16年６月29日 平成17年６月29日 平成18年11月27日

権利確定前

　期首(株) ― 820,000 820,000 ―

　付与(株) ― 　― ― 1,255,000

　失効(株) ― ― ― ―

　権利確定(株) ― 820,000 ― ―

　未確定残(株) ― ― 820,000 1,255,000

権利確定後

　期首(株) 20,000 ― ― ―

　権利確定(株) ― 820,000 ― ―

　権利行使(株) 10,000 630,000 ― ―

　失効(株) ― ― ― ―

　未行使残(株) 10,000 190,000 ― ―

　 ② 単価情報

会社名 提出会社 提出会社 提出会社 提出会社

決議年月日 平成15年６月27日 平成16年６月29日 平成17年６月29日 平成18年11月27日

権利行使価格(円) 354 450 584 665

行使時平均株価(円) 626 632 ― ―

付与日における
公正な評価単価(円)

― ― ― 119
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３　当連結会計年度に付与されたストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

(1) 使用した算定技法

　ブラック・ショールズ式

　

(2) 使用した主な基礎数値及びその見積方法

① 株価変動性

31.1％

３年６か月(平成15年６月27日～平成18年12月26日)の株価実績に基づき算定

② 予想残存期間

３年６か月

十分なデータの蓄積が無く、合理的な見積りが困難であるため、権利行使期間の中間点において行使されるもの

と推定して見積もっている。

③ 予想配当

12円/株

平成18年３月期の配当実績によっている。

④ 無リスク利子率

1.246％

予想残存期間に対応する期間に対応する国債の利回りである。

　

４　ストック・オプションの権利確定数の見積方法

基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用している。
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当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

１　当連結会計年度における費用計上額及び科目名

販売費及び一般管理費

　従業員給与手当　　　47百万円

　その他(役員報酬)　　47百万円

　

２　ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1) ストック・オプションの内容

会社名 提出会社

決議年月日 平成15年６月27日

付与対象者の区分及び人数(名)
当社取締役及び執行役　26名
当社使用人　　　　　　27名

株式の種類及び付与数(株) 普通株式　790,000株

付与日 平成15年８月１日

権利確定条件

新株予約権の割当を受けた者は、新株予約権行使時において、当社又は
当社の子会社等の取締役、執行役、監査役又は使用人の地位にあること
を要する。ただし、当社を任期満了又は定年により退任・退職し、子会社
等へ転籍・転属しない場合は、２年間に限り権利行使することができ
る。

対象勤務期間 平成15年６月27日～平成17年６月30日

権利行使期間 平成17年７月１日～平成20年６月30日

　

会社名 提出会社

決議年月日 平成16年６月29日

付与対象者の区分及び人数(名)
当社取締役及び執行役　27名
当社使用人　　　　　　26名

株式の種類及び付与数(株) 普通株式　820,000株

付与日 平成16年７月26日

権利確定条件

新株予約権の割当を受けた者は、新株予約権行使時において、当社又は
当社の子会社等の取締役、執行役、監査役又は使用人の地位にあること
を要する。ただし、当社又は当社の子会社等を任期満了又は定年により
退任・退職した場合は、２年間に限り権利行使することができる。

対象勤務期間 平成16年６月29日～平成18年６月30日

権利行使期間 平成18年７月１日～平成21年６月30日

　

会社名 提出会社

決議年月日 平成17年６月29日

付与対象者の区分及び人数(名)
当社取締役及び執行役　27名
当社使用人　　　　　　27名

株式の種類及び付与数(株) 普通株式　820,000株

付与日 平成17年７月25日

権利確定条件

新株予約権の割当を受けた者は、新株予約権行使時において、当社又は
当社の子会社等の取締役、執行役、監査役又は使用人の地位にあること
を要する。ただし、当社又は当社の子会社等を任期満了又は定年により
退任・退職した場合は、２年間に限り権利行使することができる。

対象勤務期間 平成17年６月29日～平成19年６月30日

権利行使期間 平成19年７月１日～平成22年６月30日
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会社名 提出会社

決議年月日 平成18年11月27日

付与対象者の区分及び人数(名)
当社取締役及び執行役　30名
当社使用人　　　　　　59名

株式の種類及び付与数(株) 普通株式　1,255,000株

付与日 平成18年12月26日

権利確定条件
新株予約権の割当を受けた者が、新株予約権行使時において、当社の取
締役、執行役又は使用人の地位にあることを要する。ただし、任期満了に
よる退任等正当な理由がある場合にはこの限りではない。

対象勤務期間 平成18年12月26日～平成20年11月30日

権利行使期間 平成20年12月１日～平成23年11月30日

　

(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況

① ストック・オプションの数

会社名 提出会社 提出会社 提出会社 提出会社

決議年月日 平成15年６月27日 平成16年６月29日 平成17年６月29日 平成18年11月27日

権利確定前

　期首(株) ― ― 820,000 1,255,000

　付与(株) ― ― ― ―

　失効(株) ― 　― ― ―

　権利確定(株) ― ― 820,000 ―　

　未確定残(株) ― ― ― 1,255,000

権利確定後

　期首(株) 10,000 190,000 ― ―

　権利確定(株) ― ― 820,000 ―　

　権利行使(株) ― 105,000 147,000 ―

　失効(株) ― ― ― ―

　未行使残(株) 10,000 85,000　 673,000 ―

　 ② 単価情報

会社名 提出会社 提出会社 提出会社 提出会社

決議年月日 平成15年６月27日 平成16年６月29日 平成17年６月29日 平成18年11月27日

権利行使価格(円) 354 450 584 665

行使時平均株価(円) ― 698 671 ―

付与日における
公正な評価単価(円)

― ― ― 　119

　

３　当連結会計年度に付与されたストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

該当事項なし。

　

４　ストック・オプションの権利確定数の見積方法

基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用している。
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(税効果会計関係)

前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の

　　主な原因別の内訳

繰延税金資産

　貸倒引当金 234百万円

　未払賞与 3,099

　未払事業税 246

　役員退職慰労引当金 415

　退職給付引当金 8,557

　減価償却費 639

　未収入金 59

　受注損失引当金 1,319

　連結決算上の調整額 316

　その他 2,353

　　繰延税金資産小計 17,237

　評価性引当額 △329

　　繰延税金資産合計 16,908

繰延税金負債

　特別償却準備金 △13

　その他有価証券評価差額 △1,501

　その他 △20

　　繰延税金負債合計 △1,534

　　繰延税金資産の純額 15,374

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の

　　主な原因別の内訳

繰延税金資産

　貸倒引当金 254百万円

　未払賞与 2,748

　未払事業税 246

　役員退職慰労引当金 287

　退職給付引当金 8,379

　減価償却費 672

　未収入金 92

　受注損失引当金 4,074

　連結決算上の調整額 1,599

　繰越欠損金 2,134

　その他 3,957

　　繰延税金資産小計 24,442

　評価性引当額 △3,336

　　繰延税金資産合計 21,106

繰延税金負債

　その他有価証券評価差額 △917

　その他 △20

　　繰延税金負債合計 △937

　　繰延税金資産の純額 20,169

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の

　　負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.69％

(調整)

交際費等損金に算入されない項目 8.65

住民税均等割等 2.29

損金不算入の役員賞与金 3.94

試験研究費総額に係る特別税額控除 △2.93

持分法による投資利益 △1.01

その他 0.18

税効果会計適用後の法人税等の負担率 51.81

　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の

　　負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.69％

(調整)

交際費等損金に算入されない項目 △7.40

住民税均等割等 △2.00

損金不算入の役員賞与金 △1.52

評価性引当額の増減 △34.21

子会社投資の税務上の簿価に
対する超過額

17.57

その他 △2.36

税効果会計適用後の法人税等の負担率 10.77

　

　

前へ
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度(平成18年４月１日～平成19年３月31日)

社会インフ
ラシステム
(百万円)

産業
システム
(百万円)

空調
システム
(百万円)

エネルギー
システム
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益

　　売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

132,089110,64286,14734,289363,167 ― 363,167

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

557 632 25 150 1,364△1,364 ―

計 132,646111,27486,17234,439364,531△1,364363,167

　　営業費用 129,265108,27982,47934,996355,0191,665356,684

営業利益又は
営業損失(△)

3,381 2,995 3,693 △557 9,512△3,029 6,483

Ⅱ　資産、減価償却費及び
　　資本的支出

　　資産 119,67785,07869,13035,692309,57738,409347,986

　　減価償却費 1,716 819 135 371 3,041 1,144 4,185

　　資本的支出 3,271 1,345 187 345 5,148 1,490 6,638

(注) １　事業の区分は、製品等の種類・性質、製造方法、販売市場等の類似性により区分している。

２　各事業の主な製品

社会インフラシステム：水処理システム・機器、大型ポンプ、圧縮機、変速機、電機システム

産業システム　　　　：エレクトロニクス産業向け製造装置・搬送システム、クレーン、

医薬品・食品・化学プラント、化学機器、環境システム

空調システム　　　　：産業用空調・クリーンルーム、ビル空調システム

エネルギーシステム　：原子力発電設備、火力発電設備、集塵システム

３　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(3,029百万円)の主なものは親会社本社の

コーポレート部門に係る費用である。

４　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産(38,409百万円)の主なものは、親会社での余剰運用資金(現

金及び関係会社預け金)及び長期投資資金(投資有価証券)等である。

５　事業区分の方法の変更

　　事業区分については、従来、「建設事業」及び「その他の事業」に区分していたが、平成18年４月１日を統合期

日とした会社分割及び合併による事業内容の拡大に伴い、当連結会計年度から「社会インフラシステム」、

「産業システム」、「空調システム」及び「エネルギーシステム」に区分している。
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当連結会計年度(平成19年４月１日～平成20年３月31日)

社会インフ
ラシステム
(百万円)

産業
システム
(百万円)

空調
システム
(百万円)

エネルギー
システム
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益

　　売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

153,487101,52490,15253,171398,334 ― 398,334

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

346 312 448 316 1,422△1,422 ―

計 153,833101,83690,60053,487399,756△1,422398,334

　　営業費用 155,671106,78389,07451,496403,0241,253404,277

営業利益又は
営業損失(△)

△1,838△4,947 1,526 1,991△3,268△2,675△5,943

Ⅱ　資産、減価償却費及び
　　資本的支出

　　資産 114,24670,05169,82035,729289,84643,512333,358

　　減価償却費 2,260 1,038 144 369 3,811 1,298 5,109

　　資本的支出 3,306 1,660 84 433 5,483 1,528 7,011

(注) １　事業の区分は、製品等の種類・性質、製造方法、販売市場等の類似性により区分している。

２　各事業の主な製品

社会インフラシステム：水処理・環境システム、大型ポンプ、圧縮機、変速機、電機システム

産業システム　　　　：エレクトロニクス産業向け製造装置・搬送システム、クレーン、

医薬品・食品・化学プラント、化学機器

空調システム　　　　：産業用空調・クリーンルーム、ビル空調システム

エネルギーシステム　：原子力発電設備、火力発電設備、集塵システム

３　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(2,675百万円)の主なものは親会社本社の

コーポレート部門に係る費用である。

４　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産(43,512百万円)の主なものは、親会社での余剰運用資金(現

金及び関係会社預け金)及び長期投資資金(投資有価証券)等である。

５　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項　４．会計処理基準に関する事項　(2) 重要な減価償却資

産の減価償却の方法　(会計処理の変更)」に記載のとおり、当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴

い、当連結会計年度より、平成19年４月１日以降に取得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づ

く減価償却の方法に変更している。これにより、当連結会計年度における営業費用は「社会インフラシステ

ム」が72百万円、「産業システム」が35百万円、「空調システム」が７百万円、「エネルギーシステム」が11

百万円、「消去又は全社」が67百万円増加し、営業利益がそれぞれ同額減少している。

６　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項　４．会計処理基準に関する事項　(2) 重要な減価償却資

産の減価償却の方法　(追加情報)」に記載のとおり、当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、平成

19年３月31日以前に取得した資産については、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適用により取得

価額の５％に到達した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の５％相当額と備忘価額との差額を５

年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上している。これにより、当連結会計年度における営業費用

は「社会インフラシステム」が112百万円、「産業システム」が42百万円、「空調システム」が８百万円、「エ

ネルギーシステム」が19百万円、「消去又は全社」が28百万円増加し、営業利益がそれぞれ同額減少してい

る。
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７　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項　４．会計処理基準に関する事項　(6) その他連結財務諸

表作成のための重要な事項　(会計処理の変更)」に記載のとおり、工事進行基準を適用する長期大型工事につ

いては、従来、工期２年以上かつ請負金額50億円以上の工事としていたが、当連結会計年度より工期１年以上

かつ請負金額10億円以上の工事に変更した。この変更は、経済環境等の変化に伴い受注案件の請負金額が小型

化しており、今後もその傾向が継続すると見込まれることから、期間損益計算の一層の適正化を図るために

行ったものである。これにより、当連結会計年度における売上高は「社会インフラシステム」が10,270百万

円、「産業システム」が3,219百万円、「空調システム」が7,754百万円、「エネルギーシステム」が6,558百万

円増加しており、また、営業費用は「社会インフラシステム」が9,496百万円、「産業システム」が2,814百万

円、「空調システム」が6,593百万円、「エネルギーシステム」が6,088百万円増加し、営業利益は「社会イン

フラシステム」が773百万円、「産業システム」が404百万円、「空調システム」が1,160百万円、「エネルギー

システム」が470百万円増加している。

８　事業区分の方法の変更          

従来「社会インフラシステム」に区分していた水処理事業部が環境システム事業本部として再編され、「産

業システム」に区分していた環境システム事業部が同本部に集約された。また、それに伴い一部の連結子会社

の区分方法を見直した。なお、前連結会計年度において当連結会計年度の事業区分によった場合の事業の種類

別セグメント情報は、次のとおりである。

〔組替後の事業の種類別セグメント情報〕

前連結会計年度(平成18年４月１日～平成19年３月31日)

社会インフ
ラシステム
(百万円)

産業
システム
(百万円)

空調
システム
(百万円)

エネルギー
システム
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益

　　売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

140,388102,83787,21932,723363,167 ― 363,167

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

559 626 25 150 1,360△1,360 ―

計 140,947103,46387,24432,873364,527△1,360363,167

　　営業費用 137,154100,78983,53133,541355,0151,669356,684

営業利益又は
営業損失(△)

3,793 2,674 3,713 △668 9,512△3,029 6,483

Ⅱ　資産、減価償却費及び
　　資本的支出

　　資産 126,52779,02069,52934,501309,57738,409347,986

　　減価償却費 1,720 823 139 359 3,041 1,144 4,185

　　資本的支出 3,275 1,345 189 339 5,148 1,490 6,638

　

【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度(平成18年４月１日～平成19年３月31日)

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦」の割合が

いずれも90％を超えているため、記載を省略した。

　

当連結会計年度(平成19年４月１日～平成20年３月31日)

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦」の割合が

いずれも90％を超えているため、記載を省略した。
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【海外売上高】

前連結会計年度(平成18年４月１日～平成19年３月31日)

アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 54,493 21,450 75,943

Ⅱ　連結売上高(百万円) ― ― 363,167

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

15.0 5.9 20.9

(注) １　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。

２　国又は地域の区分の方法及び各地域に属する主な国又は地域

(1) 国又は地域の区分の方法　　　　　地理的近接度による。

(2) 各区分に属する主な国又は地域　　アジア：中国大陸、台湾地域

　

当連結会計年度(平成19年４月１日～平成20年３月31日)

アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 51,160 35,969 87,129

Ⅱ　連結売上高(百万円) ― ― 398,334

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

12.8 9.1 21.9

(注) １　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。

２　国又は地域の区分の方法及び各地域に属する主な国又は地域

(1) 国又は地域の区分の方法　　　　　地理的近接度による。

(2) 各区分に属する主な国又は地域　　アジア：台湾地域、大韓民国
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【関連当事者との取引】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

１　親会社及び法人主要株主等

属性
会社等

の名称
住所

資本金又

は出資金

(百万円)

事業の内容

又は職業

議決権等の

所有(被所有)

割合(％)

関係内容

取引の内容
取引金額

(百万円)
科目

期末残高

(百万円)役員の

兼任等

事業上

の関係

親会社
㈱日立製

作所

東京都

千代田

区

282,033

電気機械器

具の製造及

び販売

直接　69.2

間接　 0.7

兼任  1人

転籍 15人

機器納入

及び据付

工事の請

負

機器納入及

び据付工事

の受注

47,149

完成工事

未収入金等
18,494

未成工事

受入金等
12,001

資金の払出 7,617
預け金 6,868

利息の受取 27

(注)　上記の金額のうち、機器納入及び据付工事の受注の取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税

等が含まれている。

取引条件及び取引条件の決定方針等

機器納入及び据付工事の受注については、一般取引と同様に個別案件ごとに当社見積りを提示し、価格交渉の上決定し

ている。

預け金は、当社、㈱日立製作所の間で基本契約を締結しているものである。

利息については、市場金利を勘案して決定している。

　

２　兄弟会社等

属性
会社等

の名称
住所

資本金又

は出資金

(百万円)

事業の内容

又は職業

議決権等の

所有(被所有)

割合(％)

関係内容

取引の内容
取引金額

(百万円)
科目

期末残高

(百万円)役員の

兼任等

事業上

の関係

親会社の

子会社

日立キャ

ピタル㈱

東京都

港区
9,983

リ ー ス 、

ローン等の

金融サービ

ス事業

直接　 0.0

(直接　 0.0)
なし

ファクタ

リング取

引

ファクタリ

ング取引
94,744

完成工事

未収入金等
300

工事

未払金等
37,146

親会社の

子会社

富士通日

立プラズ

マディス

プレイ㈱

宮崎県

東諸県

郡

71,500

ディスプレ

イ装置並び

に同部品の

開発、製造、

及び販売

直接　 ―

(直接　 ―)
なし

機器納入

及び据付

工事の請

負

機器納入及

び据付工事

の受注

4,357
完成工事

未収入金等
3,318

(注)　上記の金額のうち、機器納入及び据付工事の受注の取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税

等が含まれている。

取引条件及び取引条件の決定方針等

ファクタリング取引については、当社の営業債権及び営業債務に関し、当社、取引先、日立キャピタル㈱の三者間で基本

契約を締結し、ファクタリング方式による決済を行っているものである。

機器納入及び据付工事の受注については、一般取引と同様に個別案件ごとに当社見積りを提示し、価格交渉の上決定し

ている。
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当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

１　親会社及び法人主要株主等

属性
会社等

の名称
住所

資本金又

は出資金

(百万円)

事業の内容

又は職業

議決権等の

所有(被所有)

割合(％)

関係内容

取引の内容
取引金額

(百万円)
科目

期末残高

(百万円)役員の

兼任等

事業上

の関係

親会社
㈱日立製

作所

東京都

千代田

区

282,033

電気機械器

具の製造及

び販売

直接　69.1

間接　 0.7

兼任 ―人

転籍 16人

機器納入

及び据付

工事の請

負

機器納入及

び据付工事

の受注

44,938

完成工事

未収入金等
14,380

未成工事

受入金等
5,081

資金の預入 4,656

預け金 11,581利息の受取 56

利息の支払 0

(注)　上記の金額のうち、機器納入及び据付工事の受注の取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税

等が含まれている。

取引条件及び取引条件の決定方針等

機器納入及び据付工事の受注については、一般取引と同様に個別案件ごとに当社見積りを提示し、価格交渉の上決定し

ている。

預け金は、当社、㈱日立製作所の間で基本契約を締結しているものである。

利息については、市場金利を勘案して決定している。

　

２　兄弟会社等

属性
会社等

の名称
住所

資本金又

は出資金

(百万円)

事業の内容

又は職業

議決権等の

所有(被所有)

割合(％)

関係内容

取引の内容
取引金額

(百万円)
科目

期末残高

(百万円)役員の

兼任等

事業上

の関係

親会社の

子会社

日立キャ

ピタル㈱

東京都

港区
9,983

リ ー ス 、

ローン等の

金融サービ

ス事業

直接　 0.0

(直接　 0.0)
なし

ファクタ

リング取

引

ファクタリ

ング取引
115,935

完成工事

未収入金等
1,071

工事

未払金等
42,752

親会社の

子会社

中央商事

㈱

東京都

千代田

区

2,000不動産業
直接 　 ―

(直接　 0.1)
なし

不動産取

引

固定資産の

売却

　売却代金 

　売却益

3,500

2,877
― ―

親会社の

子会社

日立ＧＥ

ニューク

リア・エ

ナジー㈱

茨城県

日立市
5,000

発電用原子

炉施設等の

設計、製造、

販売、据付

及び保守

直接　 ―

(直接　 ―)
なし

機器納入

及び据付

工事の請

負

機器納入及

び据付工事

の受注

17,433

完成工事

未収入金等
4,447

未成工事

受入金等
3,715

(注)　上記の金額のうち、機器納入及び据付工事の受注の取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税

等が含まれている。

取引条件及び取引条件の決定方針等

ファクタリング取引については、当社の営業債権及び営業債務に関し、当社、取引先、日立キャピタル㈱の三者間で基本

契約を締結し、ファクタリング方式による決済を行っているものである。

機器納入及び据付工事の受注については、一般取引と同様に個別案件ごとに当社見積りを提示し、価格交渉の上決定し

ている。

固定資産の売却については、一般取引と同様に不動産鑑定評価額を参考として、交渉の上決定している。
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(企業結合等関係)

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

当社は、平成18年４月１日を統合期日として、社会・産業インフラ事業の強化を目的に会社分割により株式会社日

立製作所(以下「日立製作所」という。)の電機グループ社会システム事業部(機械関連システム部門等)及び産業

システム事業部(プラント関連部門等)等の一部を当社が承継するとともに、当社を存続会社として日立機電工業

株式会社(以下「日立機電」という。)及び株式会社日立インダストリイズ(以下「日立インダストリイズ」とい

う。)と合併した。

また、合併に際して、当社は商号を「株式会社日立プラントテクノロジー」に変更した。

１　当該分割及び合併の目的

当社、日立製作所、日立機電及び日立インダストリイズは、各社の有するモノづくり力、エンジニアリング力、現

場力を結集して、日立グループの中核事業の一つである社会・産業インフラ事業を強化するため、各社の関連事

業を統合した。

２　分割に関する事項

　(1) 分割の方法

当社及び日立製作所は、日立製作所の電機グループが担当する以下の各号に掲げる営業を当社に承継させる

ための会社分割を行った。

① 日立製作所の電機グループ社会システム事業部施設システム統括部、海外事業推進部及びソリューション

部が担当するポンプシステム、換気システム、家電リサイクルシステム及びその他機械関連システムの設

計、製造及び販売にかかる営業

② 日立製作所の電機グループ産業システム事業部産業プラント本部及び産業機械システム部が担当する化

学・医薬プラント及び反応器・気体機等の産業システム・機器の設計、製造及び販売にかかる営業

③ 日立製作所の電機グループエネルギーソリューションサービス推進本部エンジニアリングシステム部空

調設備グループが担当する設備の設計、製造及び販売にかかる営業

④ その他前三号に付帯する据付工事、設備工事及び保守作業にかかる営業

　(2) 株式の割当

当社は、本件分割に際して普通株式11,591,000株を新たに発行し、そのすべてを日立製作所に割り当てた。

　(3) 承継した資産・負債の状況

流動資産　41,126百万円　流動負債　37,432百万円

固定資産　 2,535百万円　固定負債　 1,038百万円

資産合計　43,662百万円　負債合計　38,471百万円

３　合併に関する事項

　(1) 合併の方法

当社、日立機電及び日立インダストリイズは、対等の立場で合併した。ただし、法手続上、当社は存続し、日立機

電及び日立インダストリイズは解散した。

　(2) 株式の割当

当社は、本件分割に際して普通株式66,168,797株を新たに発行し、合併の日の前日の最終の日立機電及び日立

インダストリイズの株主名簿に記載又は記録された株主に対して、その所有する日立機電の株式１株につき

0.93株、日立インダストリイズの株式１株につき13.40株の各割当をもって割り当てた。ただし、当社の所有す

る日立機電の株式及び日立機電の所有する自己株式に対しては割り当てていない。

　(3) 資本金の増加

4,680,953,592円増加し、120億円となった。

　(4) 被合併会社の合併時の資産・負債の状況

日立機電

　流動資産　24,270百万円　流動負債　15,983百万円

　固定資産　 3,912百万円　固定負債　    32百万円

　資産合計　28,182百万円　負債合計　16,016百万円

日立インダストリイズ

　流動資産　64,437百万円　流動負債　52,021百万円

　固定資産　17,576百万円　固定負債　 8,830百万円

　資産合計　82,014百万円　負債合計　60,851百万円

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

該当事項なし。
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(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 573.86円 522.50円

１株当たり当期純利益
又は当期純損失(△)

15.50円 △34.55円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 15.48円潜在株式調整後１株当たり当期純
利益については、１株当たり当期
純損失であるため、記載していな
い。

１株当たり純資産額の算定上の基礎

純資産の部の合計額 113,293百万円 103,703百万円

純資産の部の合計額から控除する金額 1,783百万円 2,055百万円

　新株予約権 25百万円 119百万円

　少数株主持分 1,758百万円 1,936百万円

普通株式に係る期末の純資産額 111,510百万円 101,648百万円

１株当たり純資産額の算定に用いられ
た期末の普通株式の数

194,315,826株 194,541,488株

１株当たり当期純利益又は
当期純損失(△)の算定上の基礎

　当期純利益又は当期純損失(△) 3,008百万円 △6,719百万円

　普通株主に帰属しない金額 ― ―

　普通株式に係る当期純利益
　又は当期純損失(△)

3,008百万円 △6,719百万円

　普通株式の期中平均株式数 194,090,223株 194,486,755株

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の
算定上の基礎

　当期純利益調整額 ― ―

　普通株式増加数 227,204株 ―

　　新株予約権 227,204株 ―

希薄化効果を有しないため、潜在株式調
整後１株当たり当期純利益の算定に含ま
れなかった潜在株式の概要

新株予約権
　取締役会の決議日
　　平成18年11月27日(1,255個)

新株予約権
　株主総会の特別決議日
　　平成15年６月27日   (10個)
　　平成16年６月29日   (85個)
　　平成17年６月29日  (673個)
　取締役会の決議日
　　平成18年11月27日(1,255個)
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(重要な後発事象)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
　至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

(事業譲渡)

当社は平成19年４月１日を期日として、汎用圧縮機の

関連業務を行っている当社海老名事業所及びその支援

業務を行っている当社の子会社である株式会社えびな

テクノスを株式会社日立製作所のグループ会社である

株式会社日立産機システム(以下「日立産機システ

ム」という。)へ譲渡した。

１　当該事業譲渡の目的

当社海老名事業所は日立産機システムから汎用圧縮

機の関連業務を受託しており、今後の当該事業の運

営体制強化を図るため。

２　譲渡の概要

事業譲渡益　267百万円

流動資産　　927百万円　流動負債　　218百万円

固定資産　　241百万円　固定負債　　 ―百万円

資産合計　1,168百万円　負債合計　　218百万円

(退職給付制度改訂)

当社及び一部の国内連結子会社は、平成20年４月に企

業年金基金制度、適格退職年金制度及び退職一時金制

度の一部について確定拠出年金制度へ移行した。なお、

当該移行に伴う制度の一部終了損益として、翌連結会

計年度に422百万円の特別利益を計上する予定である。

(早期退職優遇制度)

当社及び一部の国内連結子会社は、翌連結会計年度以

降の業績の確実な回復を達成するため、グループ全体

の人員適正化の実現に向けて早期退職優遇制度(募集

期間：平成20年３月25日～平成20年４月28日)を実施

した。この結果、この期間に対応する応募人員は271名

となり、当連結会計年度末までの応募人員分2,794百万

円については、当連結会計年度の特別損失に含めてお

り、翌連結会計年度募集期間終了までの応募人員分

1,767百万円については、翌連結会計年度の特別損失と

して計上する予定である。

　

　

⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項なし。

　

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 18,000 18,000 1.08 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 973 256 2.15 ―

１年以内に返済予定のリース債務 ― ― ― ―

長期借入金(１年以内に返済予定の
ものを除く。)

256 ― ― ―

リース債務(１年以内に返済予定の
ものを除く。)

― ― ― ―

その他の有利子負債 ― ― ― ―

合計 19,229 18,256 ― ―

(注) 「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載している。

　

(2) 【その他】

該当事項なし。
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】

前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　　　現金預金 5,354 3,899

　　　受取手形 ※４ 3,117 5,665

　　　完成工事未収入金 ※１ 73,103 74,468

　　　売掛金 ※１ 55,883 50,696

　　　未成工事支出金 44,889 41,342

　　　仕掛品 39,976 32,153

　　　その他たな卸資産 1,252 1,202

　　　短期貸付金 ※１ 7,159 6,932

　　　繰延税金資産 4,668 8,024

　　　預け金 ※１ 6,868 11,581

　　　ＪＶ出資金 4,265 ―

　　　未収入金 4,656 3,517

　　　その他 6,324 9,728

　　　　貸倒引当金 △69 △ 30

　　流動資産合計 257,45085.3 249,18284.9

Ⅱ　固定資産

　　有形固定資産

　　　建物 21,173 19,722

　　　　減価償却累計額 12,877 8,295 11,503 8,219

　　　構築物 1,897 1,861

　　　　減価償却累計額 1,470 427 1,464 396

　　　機械装置 29,424 30,733

　　　　減価償却累計額 22,618 6,805 22,900 7,833

　　　車両運搬具 412 443

　　　　減価償却累計額 308 103 313 129

　　　工具器具・備品 11,649 10,600

　　　　減価償却累計額 9,679 1,970 8,603 1,997

　　　土地 5,626 5,353

　　　建設仮勘定 734 105

　　有形固定資産計 23,9627.9 24,0368.2

　　無形固定資産

　　　ソフトウェア 1,511 1,288

　　　その他 210 157

　　無形固定資産計 1,7220.6 1,4460.5
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　 前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

　　投資その他の資産

　　　投資有価証券 ※２ 5,946 4,025

　　　関係会社株式 ※２ 2,576 2,719

　　　出資金 4 4

　　　関係会社出資金 1,244 1,617

　　　破産債権、更生債権等 128 105

　　　繰延税金資産 6,550 8,244

　　　その他 2,491 2,270

　　　　貸倒引当金 △239 △194

　　投資その他の資産計 18,7026.2 18,7936.4

　　固定資産合計 44,38714.7 44,27515.1

　　資産合計 301,838100.0 293,457100.0

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　　　工事未払金 ※１ 65,956 59,238

　　　買掛金 ※１ 35,028 45,880

　　　短期借入金 18,000 18,000

　　　一年以内返済予定の
　　　長期借入金

700 ―

　　　未払金 5,465 963

　　　未払費用 10,368 11,087

　　　未払法人税等 1,222 605

　　　未成工事受入金 ※１ 23,290 23,414

　　　前受金 ※１ 16,838 12,900

　　　預り金 ※１ 3,234 3,483

　　　完成工事補償引当金 51 53

　　　製品保証等引当金 972 841

　　　受注損失引当金 2,869 9,622

　　　その他 563 1,275

　　流動負債合計 184,56261.2 187,36463.9
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　 前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

Ⅱ　固定負債

　　　退職給付引当金 17,797 17,468

　　　役員退職慰労引当金 190 320

　　　その他 450 213

　　固定負債合計 18,4386.1 18,0026.1

　　負債合計 203,00167.3 205,36670.0

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　　　資本金 12,000 12,000

　　　資本剰余金

　　　　資本準備金 20,904 20,904

　　　　その他資本剰余金 41 73

　　　　資本剰余金合計 20,945 20,977

　　　利益剰余金

　　　　利益準備金 2,441 2,441

　　　　その他利益剰余金

　　　　　特別償却準備金 19 ―

　　　　　固定資産圧縮積立金 96 96

　　　　　別途積立金 53,352 53,352

　　　　　繰越利益剰余金 8,307 △1,699

　　　　利益剰余金合計 64,216 54,191

　　　自己株式 △507 △425

　　株主資本合計 96,65532.0 86,74429.6

Ⅱ　評価・換算差額等

　　　その他有価証券評価
　　　差額金

2,157 1,317

　　　繰延ヘッジ損益 0 △89

　　評価・換算差額等合計 2,1570.7 1,2270.4

Ⅲ　新株予約権 24 0.0 119 0.0

　　純資産合計 98,83732.7 88,09130.0

　　負債純資産合計 301,838100.0 293,457100.0
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② 【損益計算書】

(イ)損益計算書

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 ※１

　　完成工事高 163,210 194,800

　　製品売上高 145,090308,300100.0145,894340,695100.0

Ⅱ　売上原価
※１
※２

　　完成工事原価 146,888 181,982

　　製品売上原価 125,159272,04888.2132,800314,78392.4

　　　売上総利益

　　　　完成工事総利益 16,321 12,818

　　　　製品売上総利益 19,93136,25211.8 13,09425,9127.6

Ⅲ　販売費及び一般管理費

　　役員報酬 627 634

　　従業員給与手当 9,150 9,075

　　退職給付引当金繰入額 643 623

　　役員退職慰労引当金繰入額 218 180

　　法定福利費 1,207 1,204

　　福利厚生費 479 568

　　修繕費 207 240

　　事務用品費 427 593

　　旅費通信費 1,646 1,593

　　動力用水光熱費 86 81

　　研究開発費 ※２ 4,720 4,069

　　広告宣伝費 270 297

　　交際費 677 437

　　地代家賃 1,196 1,290

　　賃借料 155 143

　　減価償却費 762 933

　　租税公課 397 555

　　保険料 120 155

　　発送費 1,368 1,420

　　販売手数料 1,903 2,091

　　雑費 6,70532,97310.7 6,09032,2829.5

　　　営業利益又は営業損失(△) 3,2781.1 △6,370△1.9
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　 前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅳ　営業外収益

　　受取利息 ※１ 121 195

　　受取配当金 ※１ 470 525

　　労災保険料還付金 ― 182

　　貸倒引当金戻入額 262 ―

　　その他 281 1,1360.4 273 1,1760.4

Ⅴ　営業外費用

　　支払利息 161 221

　　固定資産処分損 230 221

　　為替差損 ― 690

　　その他 360 751 0.3 313 1,4470.4

　　　経常利益又は経常損失(△) 3,6631.2 △6,640△1.9

Ⅵ　特別利益

　　固定資産売却益 ※３ 108 2,877

　　投資有価証券売却益 1,262 50

　　事業譲渡益 ― 1,3700.4 347 3,2740.9

Ⅶ　特別損失

　　関係会社株式評価損 ― 4,364

　　特別退職金 126 2,414

　　事務所移転関連費用 ― 399

　　損害賠償金 ― 291

　　投資有価証券評価損 111 66

　　固定資産売却損 ※４ 100 ―

　　課徴金及び違約金 638 ―

　　統合関連費用 225 ―

　　その他 ― 1,2030.4 24 7,5602.2

　　　税引前当期純利益又は
　　　税引前当期純損失(△)

3,8301.2 △10,926△3.2

　　　法人税、住民税及び事業税 1,288 750

　　　過年度法人税等不足額 ― 428

　　　過年度法人税等戻入額 △245 ―

　　　法人税等調整額 775 1,8180.5 △4,412△3,233△0.9

　　　当期純利益又は当期純損失(△) 2,0120.7 △7,692△2.3
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(ロ)完成工事原価報告書

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

Ⅰ　材料費 40,218 27.4 51,417 28.2

Ⅱ　労務費 1,879 1.3 6,041 3.3

Ⅲ　外注費 69,432 47.2 81,470 44.8

Ⅳ　経費 35,358 24.1 43,053 23.7

　　(内・人件費) (13,334)(9.1) (16,258)(8.9)

計 146,888100.0 181,982100.0

(注)　原価計算の方法は、個別原価計算である。

　

(ハ)製品売上原価報告書

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

Ⅰ　材料費 65,463 50.8 65,839 52.0

Ⅱ　労務費 18,427 14.3 14,256 11.3

Ⅲ　外注費 31,485 24.5 33,006 26.1

Ⅳ　経費 13,383 10.4 13,343 10.6

　　(内・人件費) (2,669)(2.1) (2,315)(1.8)

　　当期総製造費用 128,759100.0 126,446100.0

　　期首たな卸高

　　　仕掛品 ― 39,976

　　　製品・半製品 ― 857

会社分割及び合併による
増加

38,415 ―

合計 167,175 167,280

　　期末たな卸高

　　　仕掛品 39,976 32,153

　　　製品・半製品 857 930

　　他勘定振替高 ※１ 1,182 1,395

　　当期製品売上原価 125,159 132,800

(注) ※１　他勘定振替高の内容は、次のとおりである。

項目 前事業年度(百万円) 当事業年度(百万円)

経費 1,146 817

その他 36 577

計 1,182 1,395

２　原価計算の方法は、個別原価計算である。なお、原価差額は期末において売上原価並びに仕掛品及び製品・半

製品で調整している。ただし、上記差額が僅少な場合は、特に調整を行わず、全額売上原価に算入する。
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③ 【株主資本等変動計算書】

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本

準備金

その他資

本剰余金

資本

剰余金

合計

利益

準備金

その他利益剰余金
利益

剰余金

合計
特別償却

準備金

固定資産

圧縮

積立金

別途

積立金

繰越利益

剰余金

平成18年３月31日残高

(百万円)
7,31910,132 ― 10,1321,829 90 29 37,5762,34441,870

事業年度中の変動額

会社分割及び合併による

増加
4,68010,771 ― 10,771 612 ― 67 15,7765,74022,195

剰余金の配当　　 (注)１ ― ― ― ― ― ― ― ― △1,861△1,861

特別償却準備金の取崩

 　　　　　　　　(注)２
― ― ― ― ― △71 ― ― 71 ―

当期純利益 ― ― ― ― ― ― ― ― 2,0122,012

自己株式の取得 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

自己株式の処分 ― ― 41 41 ― ― ― ― ― ―

株主資本以外の項目の

事業年度中の変動額(純額)
― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

事業年度中の変動額合計

(百万円)
4,68010,771 41 10,813 612 △71 67 15,7765,96222,346

平成19年３月31日残高

(百万円)
12,00020,904 41 20,9452,441 19 96 53,3528,30764,216

　

株主資本 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
自己株式

株主資本

合計

その他

有価証券

評価差額金

繰延ヘッジ

損益

評価・換算

差額等合計

平成18年３月31日残高

(百万円)
△692 58,628 2,494 ― 2,494 ― 61,123

事業年度中の変動額

会社分割及び合併による

増加
△0 37,648 747 ― 747 ― 38,395

剰余金の配当　　　(注)１ ― △1,861 ― ― ― ― △1,861

特別償却準備金の取崩

　　　　　　　　　(注)２
― ― ― ― ― ― ―

当期純利益 ― 2,012 ― ― ― ― 2,012

自己株式の取得 △72 △72 ― ― ― ― △72

自己株式の処分 258 299 ― ― ― ― 299

株主資本以外の項目の

事業年度中の変動額(純額)
― ― △1,084 0 △1,084 24 △1,059

事業年度中の変動額合計

(百万円)
185 38,026 △337 0 △336 24 37,714

平成19年３月31日残高

(百万円)
△507 96,655 2,157 0 2,157 24 98,837

(注) １　平成18年５月の取締役会における利益処分項目を△695百万円含む。

２　平成18年５月の取締役会における利益処分項目を「特別償却準備金」に△35百万円及び「繰越利益剰余金」

に35百万円含む。
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当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本

準備金

その他資

本剰余金

資本

剰余金

合計

利益

準備金

その他利益剰余金
利益

剰余金

合計
特別償却

準備金

固定資産

圧縮

積立金

別途

積立金

繰越利益

剰余金

平成19年３月31日残高

(百万円)
12,00020,904 41 20,9452,441 19 96 53,3528,30764,216

事業年度中の変動額

剰余金の配当　　 ― ― ― ― ― ― ― ― △2,333△2,333

特別償却準備金の取崩 　　　　

　　　　
― ― ― ― ― △19 ― ― 19 ―

当期純損失(△) ― ― ― ― ― ― ― ― △7,692△7,692

自己株式の取得 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

自己株式の処分 ― ― 32 32 ― ― ― ― ― ―

株主資本以外の項目の

事業年度中の変動額(純額)
― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

事業年度中の変動額合計

(百万円)
― ― 32 32 ― △19 ― ― △10,006△10,025

平成20年３月31日残高

(百万円)
12,00020,904 73 20,9772,441 ― 96 53,352△1,69954,191

　

株主資本 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
自己株式

株主資本

合計

その他

有価証券

評価差額金

繰延ヘッジ

損益

評価・換算

差額等合計

平成19年３月31日残高

(百万円)
△507 96,655 2,157 0 2,157 24 98,837

事業年度中の変動額

剰余金の配当　　　 ― △2,333 ― ― ― ― △2,333

特別償却準備金の取崩　　　　　

　　　　
― ― ― ― ― ― －

当期純損失(△) ― △7,692 ― ― ― ― △7,692

自己株式の取得 △23 △23 ― ― ― ― △23

自己株式の処分 105 137 ― ― ― ― 137

株主資本以外の項目の

事業年度中の変動額(純額)
― ― △839 △90 △929 94 △835

事業年度中の変動額合計

(百万円)
82 △9,911 △839 △90 △929 94 △10,746

平成20年３月31日残高

(百万円)
△425 86,744 1,317 △89 1,227 119 88,091
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重要な会計方針

項目
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法に基づく原価法

子会社株式及び関連会社株式

同左

その他有価証券

時価のある有価証券

決算期末日の市場価格等に基づく

時価法

(評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均

法により算定)

その他有価証券

時価のある有価証券

同左

時価のない有価証券

移動平均法に基づく原価法

時価のない有価証券

同左

２　デリバティブ等の評価基

準及び評価方法

デリバティブ

時価法

デリバティブ

同左

３　たな卸資産の評価基準及

び評価方法

未成工事支出金

個別法による原価法

未成工事支出金

同左

仕掛品

個別法による原価法

仕掛品

同左

製品・半製品

移動平均法による低価法

製品・半製品

同左

材料貯蔵品

移動平均法による低価法

材料貯蔵品

同左

４　固定資産の減価償却の方

法

有形固定資産

定率法を採用している。

ただし、平成10年４月１日以降取得

した建物(建物附属設備を除く)につ

いては定額法によっている。

有形固定資産

定率法を採用している。

ただし、平成10年４月１日以降取得

した建物(建物附属設備を除く)につ

いては定額法によっている。

(会計処理の変更)

法人税法の改正に伴い、当事業年度

より、平成19年４月１日以降に取得

した有形固定資産について、改正後

の法人税法に基づく減価償却の方法

に変更している。これにより、営業損

失、経常損失及び税引前当期純損失

は、それぞれ140百万円増加してい

る。

(追加情報)

法人税法の改正に伴い、平成19年３

月31日以前に取得した資産について

は、改正前の法人税法に基づく減価

償却の方法の適用により取得価額の

５％に到達した事業年度の翌事業年

度より、取得価額の５％相当額と備

忘価額との差額を５年間にわたり均

等償却し、減価償却費に含めて計上

している。これにより、営業損失、経

常損失及び税引前当期純損失は、そ

れぞれ196百万円増加している。
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項目
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

無形固定資産

自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間(５年

以内)に基づく定額法を採用してい

る。

その他の無形固定資産については定

額法を採用している。

無形固定資産

　同左

５　引当金の計上基準 貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、下記

により計上している。

　一般債権

　　貸倒実績率法

　貸倒懸念債権及び破産更生債権等

　　財務内容評価法

貸倒引当金

　同左

完成工事補償引当金

引渡しを完了した工事に係る瑕疵担

保の費用に備えるため、将来の見積

補償額に基づき計上している。

完成工事補償引当金

　同左

製品保証等引当金

製品のアフターサービス費用などに

備えるため、将来の見積支出額に基

づき計上している。

製品保証等引当金

同左

受注損失引当金
受注案件の損失に備えるため、手持

案件のうち損失の発生の可能性が高

く、かつ、その金額を合理的に見積も

ることができる案件について、当該

見積額を計上している。

受注損失引当金
同左

退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき計上し

ている。

過去勤務債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間(14～15年)に

よる定額法により費用処理してい

る。

数理計算上の差異は、各事業年度の

発生時における従業員の平均残存勤

務期間(14～15年)による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の翌事

業年度から費用処理することとして

いる。

退職給付引当金

　同左

役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく事業年度末要支給

額を計上している。

役員退職慰労引当金

　同左
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項目
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

６　収益及び費用の計上基準 長期請負工事の収益計上基準は工事完

成基準であるが、長期大型工事(工期２

年以上かつ請負金額50億円以上)につ

いては、工事進行基準を採用している。

なお、工事進行基準による完成工事高

は6,260百万円である。

延払条件付請負工事については未回収

金額に対応する利益相当額を繰延べて

いる。

長期請負工事の収益計上基準は工事完

成基準であるが、長期大型工事(工期１

年以上かつ請負金額10億円以上)につ

いては、工事進行基準を採用している。

なお、工事進行基準による完成工事高

は63,978百万円である。

延払条件付請負工事については未回収

金額に対応する利益相当額を繰延べて

いる。

(会計処理の変更)

工事進行基準を適用する長期大型工

事については、従来、工期２年以上か

つ請負金額50億円以上の工事として

いたが、当事業年度より工期１年以

上かつ請負金額10億円以上の工事に

変更した。この変更は、経済環境等の

変化に伴い受注案件の請負金額が小

型化しており、今後もその傾向が継

続すると見込まれることから、期間

損益計算の一層の適正化を図るため

に行ったものである。この結果、従来

の基準によった場合に比べ、売上高

が27,802百万円増加し、営業損失、経

常損失及び税引前当期純損失は、そ

れぞれ2,809百万円減少している。

７　リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス

・リース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっている。

　同左

８　ヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっている。

①ヘッジ会計の方法

　　同左

②ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ手段

　　為替予約取引

　ヘッジ対象

　　外貨建予定取引

②ヘッジ手段とヘッジ対象

　　同左

③ヘッジ方針

外貨建予定取引に為替予約を付す場

合には、取引ごとに重要な条件が同

一となるように為替予約を行うもの

としている。

③ヘッジ方針

　　同左

④ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ開始時から有効性判定時点ま

での期間において、ヘッジ対象の相

場変動又はキャッシュ・フロー変動

の累計とヘッジ手段の相場変動又は

キャッシュ・フロー変動の累計とを

比較し、両者の変動額等を基礎にし

て判断している。

④ヘッジ有効性評価の方法

　　同左

９　その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜方式によっている。

　同左
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会計処理の変更

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等)

(自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準等

の一部改正)

―――――――

当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」(企業会計基準委員会　平成17年12月９

日　企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計

基準委員会　平成17年12月９日　企業会計基準適用指針

第８号)並びに改正後の「自己株式及び準備金の額の

減少等に関する会計基準」(企業会計基準委員会　最終

改正　平成18年８月11日　企業会計基準第１号)及び

「自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準

の適用指針」(企業会計基準委員会　最終改正　平成18

年８月11日　企業会計基準適用指針第２号)を適用して

いる。これまでの資本の部の合計に相当する金額は

98,812百万円である。なお、当事業年度における貸借対

照表の純資産の部については、財務諸表等規則の改正

に伴い、改正後の財務諸表等規則により作成している。

(企業結合に係る会計基準等)

当事業年度から「企業結合に係る会計基準」(企業会

計審議会　平成15年10月31日)及び「事業分離等に関す

る会計基準」(企業会計基準委員会　平成17年12月27日

　企業会計基準第７号)並びに「企業結合会計基準及び

事業分離等会計基準に関する適用指針」(企業会計基

準委員会　最終改正　平成18年12月22日　企業会計基準

適用指針第10号)を適用している。なお、本会計基準適

用に伴う影響額の算出は困難なため、記載していない。

―――――――

(ストック・オプション等に関する会計基準等)

当事業年度から「ストック・オプション等に関する会

計基準」(企業会計基準委員会　平成17年12月27日　企

業会計基準第８号)及び「ストック・オプション等に

関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会　最

終改正　平成18年５月31日　企業会計基準適用指針第11

号)を適用している。これにより営業利益、経常利益及

び税引前当期純利益は、それぞれ24百万円減少してい

る。

―――――――

　

表示方法の変更

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(貸借対照表)

１　前事業年度において区分掲記していた「借地権」(当

事業年度13百万円)は、平成18年４月１日を統合期日

とした会社分割及び合併による事業内容の拡大に伴

い、重要性が無くなったため、当事業年度から無形固

定資産の「その他」に含めて表示することに変更し

た。

(貸借対照表)

　　前事業年度において区分掲記していた「ＪＶ出資金」

(当事業年度2,737百万円)は、資産総額の100分の１

以下となったため、流動資産の「その他」に含めて

表示することに変更した。

２　前事業年度において「受注工事損失引当金」として

表示していたものは、平成18年４月１日を統合期日

とした会社分割及び合併による事業内容の拡大に伴

い、当事業年度から「受注損失引当金」として表示

することに変更した。
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　 前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(損益計算書)

１　前事業年度において区分掲記していた「労災保険料

還付金」(当事業年度84百万円)は、営業外収益の100

分の10以下となったため、営業外収益の「その他」

に含めて表示することに変更した。

(損益計算書)

１　労災保険料還付金は営業外収益の100分の10を超えた

ため、区分掲記した。なお、前事業年度は営業外収益

の「その他」に84百万円含まれている。

２　前事業年度において区分掲記していた「工事保証

料」(当事業年度34百万円)は、営業外費用の100分の

10以下となったため、営業外費用の「その他」に含

めて表示することに変更した。

２　前事業年度において区分掲記していた「貸倒引当金

戻入額」(当事業年度67百万円)は、営業外収益の100

分の10以下となったため、営業外収益の「その他」

に含めて表示することに変更した。

３　為替差損は営業外費用の100分の10を超えたため、区

分掲記した。なお、前事業年度は営業外費用の「その

他」に68百万円含まれている。

　

注記事項

(貸借対照表関係)

前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

※１　関係会社項目

　　　関係会社に対する資産及び負債には区分掲記された

もののほか、次のものがある。

完成工事未収入金 12,644百万円

売掛金 6,312

短期貸付金 7,158

預け金 6,868

工事未払金 10,361

買掛金 3,110

未成工事受入金 10,487

前受金 1,563

預り金 2,830

※１　関係会社項目

　　　関係会社に対する資産及び負債には区分掲記された

もののほか、次のものがある。

完成工事未収入金 12,599百万円

売掛金 2,442

短期貸付金 6,932

預け金 11,581

工事未払金 9,259

買掛金 5,342

未成工事受入金 4,883

前受金 200

預り金 3,072

――――――― ※２　担保資産

関係会社株式３百万円を関係会社の銀行借入金の

物上保証に供している。

投資有価証券７百万円を他社の銀行借入金の物上

保証に供している。

　３　偶発債務

　　　連結子会社以外の会社の金融機関からの債務に対し、

保証を行っている。

　　　　ETA-VOLTAS-HITACHIPLANT JV

171,181,000UAEディルハム(5,510百万円)

　３　偶発債務

　　　連結子会社以外の会社の金融機関からの債務に対し、

保証を行っている。

　　　　ETA-VOLTAS-HITACHIPLANT JV

120,182,000UAEディルハム(3,279百万円)

※４　期末日満期手形

期末日満期手形の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理している。なお、当事業年度末

日が金融機関の休日であったため、次の期末日満

期手形が、期末残高に含まれている。

　受取手形 374百万円

―――――――
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(損益計算書関係)

前事業年度
(自　平成18年４月１日  
 至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１　関係会社項目

　　　関係会社との取引にかかるものが次のとおり含まれ

ている。

完成工事高 33,125百万円

製品売上高 14,814

仕入高 59,945

受取配当金 392

※１　関係会社項目

　　　関係会社との取引にかかるものが次のとおり含まれ

ている。

完成工事高 35,748百万円

製品売上高 9,989

仕入高 61,372

受取利息    128

受取配当金 447

※２　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は5,378百万円である。

※２　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は4,901百万円である。

※３　固定資産売却益

　土地 108百万円

※３　固定資産売却益

　土地及び建物等 2,877百万円

※４　固定資産売却損

　土地 100百万円

―――――――

　

(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１　自己株式の種類及び株式数に関する事項

前事業年度末
株式数(千株)

当事業年度
増加株式数(千株)

当事業年度
減少株式数(千株)

当事業年度末
株式数(千株)

自己株式

　普通株式 1,831 103 660 1,275

　合計 1,831 103 660 1,275

　
(注) １　普通株式の発行済株式総数の増加77,759千株は、平成18年４月１日を統合期日とした会社分割及び合併に伴う

増加である。

２　普通株式の自己株式の株式数の増加103千株は、平成18年４月１日を統合期日とした会社分割及び合併に伴う

増加１千株、単元未満株式の買取による増加102千株である。

３　普通株式の自己株式の株式数の減少660千株は、単元未満株式を所有する株主の買増による減少20千株、ストッ

クオプションの行使による減少640千株である。

　

当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１　自己株式の種類及び株式数に関する事項

前事業年度末
株式数(千株)

当事業年度
増加株式数(千株)

当事業年度
減少株式数(千株)

当事業年度末
株式数(千株)

自己株式

　普通株式 1,275 36 262 1,049

　合計 1,275 36 262 1,049

(注) １　普通株式の自己株式の株式数の増加36千株は、単元未満株式の買取による増加である。　　

２　普通株式の自己株式の株式数の減少262千株は、単元未満株式を所有する株主の買増による減少10千株、ストッ

クオプションの行使による減少252千株である。　
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(リース取引関係)

前事業年度
(自　平成18年４月１日  
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　リース物件の所有権が借
主に移転すると認められ
るもの以外のファイナン
ス・リース取引

　①　リース物件の取得価額相
当額、減価償却累計額
相当額及び期末残高相
当額

取得
価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末
残高
相当額
(百万円)

機械装置 37 12 24

工具器具
・備品

518 253 265

車両
運搬具

71 35 35

無形固定
資産

64 18 45

合計 691 320 370

取得
価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末
残高
相当額
(百万円)

機械装置 46 18 27

工具器具
・備品

472 206 266

車両
運搬具

50 34 16

無形固定
資産

118 31 86

合計 688 290 397

　②　未経過リース料期末残高
相当額

　１年以内 150百万円

　１年超 225

　合計 375

　１年以内 143百万円

　１年超 258

　合計 402

　③　支払リース料、減価償却
費相当額及び支払利息
相当額

　　　　支払リース料 176百万円 159百万円
　　　　減価償却費相当額 167百万円 148百万円
　　　　支払利息相当額 7百万円 3百万円
　④　減価償却費相当額の算定

方法
リース期間を耐用年数とし、残存価額
を零とする定額法によっている。

同左

　⑤　利息相当額の算定方法 リース料総額とリース物件の取得価額
相当額との差額を利息相当額とし、各
期への配分方法については、利息法に
よっている。

同左

２　オペレーティング・リー
ス取引
未経過リース料期末残
高相当額

　１年以内 7百万円

　１年超 4

　合計 12

　１年以内 8百万円

　１年超 5

　合計 14

(注)　リース資産に配分された減損損失はないため、項目等の記載は省略している。　

(有価証券関係)

前事業年度(平成19年３月31日)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

種類 貸借対照表計上額(百万円) 時価(百万円) 差額(百万円)

子会社株式 187 3,447 3,259

　

当事業年度(平成20年３月31日)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

種類 貸借対照表計上額(百万円) 時価(百万円) 差額(百万円)

子会社株式 187 3,078 2,890
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(税効果会計関係)

前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の

　　主な原因別の内訳

繰延税金資産

　貸倒引当金 125百万円

　未払賞与 2,171

　未払事業税 156

　役員退職慰労引当金 77

　退職給付引当金 7,241

　減価償却費 523

　未収入金 59

　受注損失引当金 1,167

　その他 1,508

　　繰延税金資産小計 13,030

　評価性引当額 △298

　　繰延税金資産合計 12,732

繰延税金負債

　特別償却準備金 △13

　その他有価証券評価差額 △1,479

　その他 △20

　　繰延税金負債合計 △1,513

　　繰延税金資産の純額 11,218

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の

　　主な原因別の内訳

繰延税金資産

　貸倒引当金 91百万円

　未払賞与 1,749

　未払事業税 123

　役員退職慰労引当金 130

　退職給付引当金 7,107

　減価償却費 572

　未収入金 91

　受注損失引当金 3,915

　関係会社株式 1,775

　その他 2,449

　　繰延税金資産小計 18,005

　評価性引当額 △812

　　繰延税金資産合計 17,193

繰延税金負債

　その他有価証券評価差額 △903

　その他 △20

　　繰延税金負債合計 △923

　　繰延税金資産の純額 16,269

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の

　　負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.69％

(調整)

交際費等損金に算入されない項目 12.24

受取配当金等益金に算入されない項目 △4.54

損金不算入の役員賞与金 5.30

試験研究費総額に係る特別税額控除 △5.22

その他 △0.99

税効果会計適用後の法人税等の負担率 47.48

　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の

　　負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.69％

(調整)

交際費等損金に算入されない項目 △4.18

受取配当金等益金に算入されない項目 1.76

住民税均等割等 △1.14

損金不算入の役員賞与金 △0.74

評価性引当額の増減 △4.70

その他 △2.09

税効果会計適用後の法人税等の負担率 29.60

　
　

(企業結合等関係)

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

(1)連結財務諸表　注記事項　(企業結合等関係)　に記載のとおりである。

　

当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

該当事項なし。
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(１株当たり情報)

前事業年度
(自　平成18年４月１日  
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 508.51円 452.20円

１株当たり当期純利益
又は当期純損失(△)

10.37円 △39.55円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 10.35円潜在株式調整後１株当たり当期純
利益については、１株当たり当期
純損失であるため、記載していな
い。

１株当たり純資産額の算定上の基礎

純資産の部の合計額 98,837百万円 88,091百万円

純資産の部の合計額から控除する金額 24百万円 119百万円

　新株予約権 24百万円 119百万円

普通株式に係る期末の純資産額 98,812百万円 87,971百万円

１株当たり純資産額の算定に用いられ
た期末の普通株式の数

194,315,826株 194,541,488株

１株当たり当期純利益又は
当期純損失(△)の算定上の基礎

　当期純利益又は当期純損失(△) 2,012百万円 △7,692百万円

　普通株主に帰属しない金額 ― ―

　普通株式に係る当期純利益
又は当期純損失(△)

2,012百万円 △7,692百万円

　普通株式の期中平均株式数 194,090,223株 194,486,755株

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の
算定上の基礎

　当期純利益調整額 ― ―

　普通株式増加数 227,204株 ―

　　新株予約権 227,204株 ―

希薄化効果を有しないため、潜在株式調
整後１株当たり当期純利益の算定に含ま
れなかった潜在株式の概要

新株予約権
　取締役会の決議日
　　平成18年11月27日(1,255個)

新株予約権
　株主総会の特別決議日
　　平成15年６月27日   (10個)
　　平成16年６月29日   (85個)
　　平成17年６月29日  (673個)
　取締役会の決議日
　　平成18年11月27日(1,255個)
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(重要な後発事象)

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(事業譲渡)

当社は平成19年４月１日を期日として、汎用圧縮機の

関連業務を行っている当社海老名事業所及びその支援

業務を行っている当社の子会社である株式会社えびな

テクノスを株式会社日立製作所のグループ会社である

株式会社日立産機システム(以下「日立産機システ

ム」という。)へ譲渡した。

１　当該事業譲渡の目的

当社海老名事業所は日立産機システムから汎用圧縮

機の関連業務を受託しており、今後の当該事業の運

営体制強化を図るため。

２　譲渡の概要

事業譲渡益　313百万円

流動資産　　927百万円　流動負債　　218百万円

固定資産　　241百万円　固定負債　　 ―百万円

資産合計　1,168百万円　負債合計　　218百万円

(退職給付制度改訂)

当社は、平成20年４月に企業年金基金制度、適格退職年

金制度及び退職一時金制度の一部について確定拠出年

金制度へ移行した。なお、当該移行に伴う制度の一部終

了損益として、翌事業年度に372百万円の特別利益を計

上する予定である。

(早期退職優遇制度)

当社は、翌事業年度以降の業績の確実な回復を達成す

るため、人員適正化の実現に向けて早期退職優遇制度

(募集期間：平成20年３月25日～平成20年４月28日)を

実施した。この結果、この期間に対応する応募人員は

223名となり、当事業年度末までの応募人員分2,414百

万円については、当事業年度の特別損失に含めており、

翌事業年度募集期間終了までの応募人員分1,564百万

円については、翌事業年度の特別損失として計上する

予定である。
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄
株式数
(株)

貸借対照表計上額
(百万円)

投資有価証券 その他有価証券 信越化学工業㈱ 103,000 530

旭化成㈱ 661,000 343

日立化成工業㈱ 173,695 325

東海旅客鉄道㈱ 250 257

東日本旅客鉄道㈱ 224 185

太平電業㈱ 245,504 180

日立建機㈱ 64,735 161

大日本印刷㈱ 81,524 129

㈱朝日工業社 313,206 110

Lightning Eliminators
 & Consultants Inc.

6,177 100

その他78銘柄 2,706,989 1,700

計 4,356,304 4,025
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却
累計額
(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高
(百万円)

有形固定資産

　建物 21,1731,475 2,92519,72211,503 747 8,219

　構築物 1,897 34 71 1,861 1,464 50 396

　機械装置 29,4242,870 1,56130,73322,9001,650 7,833

　車両運搬具 412 85 54 443 313 52 129

　工具器具・備品 11,6491,095 2,14310,6008,603 859 1,997

　土地 5,626 ―
273
(10)

5,353 ― ― 5,353

　建設仮勘定 734 104 733 105 ― ― 105

有形固定資産計 70,9175,666
7,763
(10)

68,82144,7853,36024,036

無形固定資産

　ソフトウェア ― ― ― 4,495 3,207 524 1,288

　その他 ― ― ― 747 589 54 157

無形固定資産計 ― ― ― 5,243 3,796 579 1,446

長期前払費用 ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産 ― ― ― ― ― ― ―

(注) １　無形固定資産については、資産総額の１％以下につき「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減少額」の

記載を省略した。

２　「当期減少額」の(　)内の金額は、内書きに示しており、減損損失を10百万円計上したことによるものである。

　

【引当金明細表】

区分
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 308 4 16 72 224

完成工事補償引当金 51 107 105 ― 53

製品保証等引当金 972 944 1,031 44 841

受注損失引当金 2,869 8,574 1,821 ― 9,622

役員退職慰労引当金 190 180 51 ― 320

(注)　貸倒引当金及び製品保証等引当金の「当期減少額(その他)」は、必要額の見直しによる取崩額である。

　

EDINET提出書類

株式会社日立プラントテクノロジー(E00150)

有価証券報告書

 97/108



(2) 【主な資産及び負債の内容】

①　資産の部

(イ)現金預金

区分 金額(百万円)

現金 0

預金

　当座預金 52

　普通預金 3,589

　定期預金 257

小計 3,898

合計 3,899

　

(ロ)受取手形

(a) 相手先別内訳

相手先 金額(百万円)

㈱日立ハイテクノロジーズ 3,129

富士電機総設㈱ 623

四国工販㈱ 232

山陽色素㈱ 168

清水建設㈱ 90

その他 1,421

計 5,665

　

(b) 決済月別内訳

決済月 金額(百万円)

平成20年４月 412

　　　　６月 4,064

　　　　７月 775

　　　　８月 124

　　　　９月 288

　　　　10月 1

計 5,665
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(ハ)完成工事未収入金

(a) 相手先別内訳

相手先 金額(百万円)

㈱日立製作所 12,441

信越半導体㈱ 2,591

日立ＧＥニュークリア・エナジー㈱ 2,546

双日㈱ 2,089

㈱竹中工務店 1,635

その他 53,162

計 74,468

　

(b) 滞留状況

発生時 金額(百万円)

平成20年３月期　　　計上額 72,412

平成19年３月期以前　計上額 2,055

計 74,468

　

(ニ)売掛金

(a) 相手先別内訳

相手先 金額(百万円)

Chimei Optoelectronics Corporation 4,143

協和発酵工業㈱ 3,383

㈱日立製作所 1,938

八洲電機㈱ 1,877

㈱日立ハイテクノロジーズ 1,814

その他 37,538

計 50,696

　

(b) 滞留状況

発生時 金額(百万円)

平成20年３月期　　　計上額 46,677

平成19年３月期以前　計上額 4,018

計 50,696
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(ホ)未成工事支出金

材料費(百万円) 労務費(百万円) 外注費(百万円) 経費(百万円) 合計(百万円)

12,156 1,015 15,102 13,068 41,342

　

期中増減の状況

期首残高
(百万円)

当期支出額
(百万円)

完成工事原価への振替額
(百万円)

期末残高
(百万円)

44,889 178,436 181,982 41,342

　

(ヘ)仕掛品

種別 金額(百万円)

産業システム 17,198

社会インフラシステム 14,955

計 32,153

　

(ト)その他たな卸資産

区分 金額(百万円)

製品・半製品 930

材料貯蔵品 271

計 1,202

　

②　負債の部

(イ)工事未払金

相手先 金額(百万円)

日立キャピタル㈱ 24,697

日和総合設備㈱ 2,829

日立プラント建設サービス㈱ 2,609

㈱日立製作所 1,683

安藤建設㈱ 792

その他 26,625

計 59,238
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(ロ)買掛金

相手先 金額(百万円)

日立キャピタル㈱ 18,056

㈱ＩＨＩ 1,652

㈱日立テクノロジーアンドサービス 1,533

㈱日立製作所 1,250

㈱日立プラントメカニクス 1,215

その他 22,172

計 45,880

　

(ハ)短期借入金

区分 金額(百万円)

㈱みずほ銀行 6,700

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 6,700

㈱常陽銀行 2,600

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 1,000

みずほ信託銀行㈱ 1,000

計 18,000

　

(ニ)未成工事受入金

期首残高
(百万円)

当期受入額
(百万円)

完成工事高への振替額
(百万円)

期末残高
(百万円)

23,290 72,871 72,747 23,414

　

(ホ)退職給付引当金

区分 金額(百万円)

退職給付債務 48,853

未認識過去勤務債務 3,021

未認識数理計算上の差異 △6,066

年金資産 △28,340

計 17,468

　

(3) 【その他】

該当事項なし。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類
100株券、500株券、1,000株券、10,000株券及び100,000株券並びに当会社が特に必要と
認めた株式数を表示した株券

剰余金の配当の基準日 ３月31日、９月30日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え

　　取扱場所 東京都千代田区大手町二丁目６番２号(日本ビル４階)　東京証券代行㈱ 本店

　　株主名簿管理人 同上

　　取次所 中央三井信託銀行㈱　本店及び全国各支店

　　名義書換手数料 無料

　　新券交付手数料 無料

単元未満株式の買取り・
売渡し

　　取扱場所 東京都千代田区大手町二丁目６番２号(日本ビル４階)　東京証券代行㈱ 本店

　　株主名簿管理人 同上

　　取次所 中央三井信託銀行㈱　本店及び全国各支店

　　買取・売渡手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法
当会社の公告は、電子公告とする。ただし、事故その他のやむを得ない事由によって電
子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。
なお、電子公告は当社のホームページ(http://www.hitachi-pt.co.jp)に掲載する。

株主に対する特典 なし

(注)　当会社の株主(実質株主を含む。以下同じ。)は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行

使することができない。

１　会社法第189条第２項各号に掲げる権利

２　株主割当による募集株式及び募集新株予約権の割当てを受ける権利

３　定款に定める権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、証券取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はない。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出している。

　

(1) 有価証券報告書
及びその添付書類

事業年度
(第112期)

自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日

平成19年６月20日
関東財務局長に提出

(2) 
 

有価証券報告書の
訂正報告書

平成19年６月20日に提出した有価証券
報告書に係る訂正報告書

平成19年９月28日
関東財務局長に提出

(3) 半期報告書 (第113期中) 自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日

平成19年12月21日
関東財務局長に提出

(4)臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令第
19条第２項第９号(代表執行役の異動)
の規定に基づくもの

平成19年４月２日
関東財務局長に提出

(5)臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令第
19条第２項第９号(代表執行役の異動)
の規定に基づくもの

平成20年４月１日
関東財務局長に提出

(6)臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令第
19条第２項第12号(提出会社の財政状
態及び経営成績に著しい影響を与える
事象の発生)の規定に基づくもの

平成20年４月24日
関東財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし。
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独立監査人の監査報告書

　

平成19年６月20日

株式会社日立プラントテクノロジー

執行役社長　住　川　雅　晴　殿

新日本監査法人

　
指定社員
業務執行社員

公認会計士　　渡　　辺　　憲　　雄　　印

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　土　　井　　英　　雄　　印

　

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社日立プラントテクノロジーの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連

結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フ

ロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、株式会社日立プラントテクノロジー及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に

表示しているものと認める。

　

追記情報

重要な後発事象に関する注記に記載されているとおり、会社は平成19年４月１日を期日として、会社の海

老名事業所及び子会社である株式会社えびなテクノスを株式会社日立製作所のグループ会社である株式会

社日立産機システムへ譲渡した。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保

管している。

　
　

EDINET提出書類

株式会社日立プラントテクノロジー(E00150)

有価証券報告書

105/108



独立監査人の監査報告書

　

平成20年６月26日

株式会社日立プラントテクノロジー

執行役社長　住　川　雅　晴　殿

新日本監査法人

　
指定社員
業務執行社員

公認会計士　　渡　　辺　　憲　　雄　　印

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　辻　　　　　幸　　一　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社日立プラントテクノロジーの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会

計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッ

シュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、株式会社日立プラントテクノロジー及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に

表示しているものと認める。

　

追記情報

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項４ (６) ①に記載されているとおり、会社は工事進行

基準を適用する長期大型工事の範囲を変更した。

また、重要な後発事象に関する注記に、退職給付制度改訂及び早期退職優遇制度について記載している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保

管している。
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独立監査人の監査報告書

　

平成19年６月20日

株式会社日立プラントテクノロジー

執行役社長　住　川　雅　晴　殿

新日本監査法人

　
指定社員
業務執行社員

公認会計士　　渡　　辺　　憲　　雄　　印

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　土　　井　　英　　雄　　印

　

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社日立プラントテクノロジーの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第112期事業年度

の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行っ

た。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表

明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社日立プラントテクノロジーの平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業

年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

追記情報

重要な後発事象に関する注記に記載されているとおり、会社は平成19年４月１日を期日として、会社の海

老名事業所及び子会社である株式会社えびなテクノスを株式会社日立製作所のグループ会社である株式会

社日立産機システムへ譲渡した。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　
※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保

管している。

　

EDINET提出書類

株式会社日立プラントテクノロジー(E00150)

有価証券報告書

107/108



独立監査人の監査報告書

　

平成20年６月26日

株式会社日立プラントテクノロジー

執行役社長　住　川　雅　晴　殿

新日本監査法人

　
指定社員
業務執行社員

公認会計士　　渡　　辺　　憲　　雄　　印

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　辻　　　　　幸　　一　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社日立プラントテクノロジーの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第113

期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監

査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する

意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社日立プラントテクノロジーの平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業

年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

追記情報

重要な会計方針６に記載されているとおり、会社は工事進行基準を適用する長期大型工事の範囲を変更

した。

また、重要な後発事象に関する注記に、退職給付制度改訂及び早期退職優遇制度について記載している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　
※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保

管している。
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